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平成23年９月14日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成23年度宮崎県一般会計補正

予算（第２号）

○議案第２号 平成23年度宮崎県就農支援資金

特別会計補正予算（第１号）

○議案第６号 公の施設に関する条例の一部を

改正する条例

○議案第19号 国営都城盆地土地改良事業執行

に伴う市町村負担金徴収につい

ての議決内容の一部変更につい

て

○議案第20号 国営綾川二期土地改良事業執行

に伴う市町村負担金徴収につい

ての議決内容の一部変更につい

て

○報告事項

・県が出資している法人等の経営状況について

財団法人宮崎県環境整備公社

社団法人宮崎県林業公社

社団法人宮崎県林業労働機械化センター

社団法人宮崎県農業振興公社

財団法人宮崎県内水面振興センター

一般財団法人宮崎県口蹄疫復興財団

社団法人宮崎県肉用牛枝肉価格安定基金協会

社団法人宮崎県家畜改良事業団

社団法人宮崎県畜産公社

財団法人宮崎県水産振興協会

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・ みやざき県民の住みよい環境の保全等に関す「

る条例」の一部改正について

・社団法人宮崎県林業公社について

・環境放射能水準調査の結果について

・浄化槽の法定検査について

・植栽未済地対策について

・平成23年産早期水稲の生産概要及び農業者戸

別所得補償制度について

・平成24年以降の葉たばこ廃作に伴う今後の対

応について

・口蹄疫からの再生・復興状況について

出席委員（８人）

委 員 長 田 口 雄 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 福 田 作 弥

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 野  明

委 員 押 川 修一郎

委 員 新 見 昌 安

委 員 岩 下 斌 彦

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 加 藤 裕 彦

金 丸 政 保
環境森林部次長
（ 総 括 ）

県 参 事 兼
環境森林部次長 黒 木 由 典
（ 技 術 担 当 ）

山 内 武 則
部 参 事 兼
環 境 森 林 課 長

福 満 和 徳
みやざきの森林

も り

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 橋 本 江里子

循環社会推進課長 福 田 裕 幸



- 2 -

自 然 環 境 課 長 森 房 光

森 林 経 営 課 長 佐 藤 浩 一

山村・木材振興課長 水 垂 信 一

武 田 義 昭
み や ざ き ス ギ
活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 山 下 英 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 阿 萬 慎 治

総務課主任主事 押 川 康 成

ただいまから、環境農林水産常○田口委員長

任委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

ありますが、本日は、環境森林部関係議案等に

ついて審査を行い、あした、農政水産部関係議

案等について行うこととしております。また、

採決については、すべての審査が終了した後に

。 。行うこととしております よろしいでしょうか

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○田口委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時３分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

初めに、今回、当委員会に付託されました補

正予算関連議案等について、部長の説明を求め

ます。

。○加藤環境森林部長 環境森林部でございます

よろしくお願いいたします。

お手元に配付しております常任委員会資料の

表紙をごらんください。本日は、予算議案が１

件、特別議案が１件、報告事項が３件、その他

の報告事項が、表紙にあります４件のほか、本

日１件を追加いたしまして計５件であります。

まず、Ⅰの予算議案といたしまして、議案第

１号「平成23年度宮崎県一般会計補正予算（第

２号 」についてであります。エコクリーンプラ）

ザみやざきの浸出水調整池補強工事に要する経

費について、宮崎県環境整備公社に追加貸し付

けを行うなどの補正でございます。

Ⅱの特別議案といたしまして 議案第６号 公、 「

の施設に関する条例の一部を改正する条例」を

お願いしております。環境森林部関係では、宮

崎県林業技術センターの森とのふれあい施設宿

泊室の使用料を利用料金制に変更するための改

正を行うものであります。

次に、Ⅲの報告事項は、地方自治法及び宮崎

県の出資法人等への関与事項を定める条例に基

づきまして、県が出資している法人の経営状況

について御報告いたします。当部の所管の法人

としましては、社団法人宮崎県林業公社、財団

法人宮崎県環境整備公社、社団法人宮崎県林業

労働機械化センターの３法人であります。

Ⅳのその他の報告事項につきましては 「みや、

」ざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例

の一部改正について、社団法人宮崎県林業公社

、 、について 環境放射能水準調査の結果について

植栽未済地対策についての４項目のほかに、表

紙には記載してありませんが、浄化槽の法定検

査についての合わせて５項目について御報告い

たします。

１ページをお開きください。この表は、議案

第１号に関する歳出予算を課別に集計したもの

でございます。今回の補正につきましては、一

般会計で、表の中ほど、９月補正額Ｂの列の小
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計の欄、網かけをしているところですが、２

億2,858万8,000円の増額をお願いしておりまし

て 補正後の一般会計予算額は その右の欄 248、 、 、

億5,483万2,000円となります。この結果、補正

後の予算総額は、一般会計と特別会計を合わせ

まして、表の一番下の合計欄、網かけをしてい

るところですが、254億3,867万5,000円となりま

す。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましてはそれぞれの担当課長・室長が御説明

、 。申し上げますので よろしくお願いいたします

部長の概要説明が終了いたしま○田口委員長

した。

初めに、議案に関する説明を求めます。

環境森林課の補正予算に○山内環境森林課長

つきまして御説明いたします。

お手元の平成23年度９月補正歳出予算説明資

料の45ページをお願いいたします。環境森林課

の補正額は、左から２列目の補正額の欄にあり

ますように 一般会計で20万円の増額補正となっ、

ております。この結果、補正後の額は、一番上

の行の右から３列目にありますように47億5,616

万9,000円となります。

それでは、内容について御説明いたします。

47ページをお開きください。上から５段目の

（事項）森林づくり応援団活動支援事業費で20

万円の増額をお願いしております。これは、県

民参加の森林づくりを推進するため ボランティ、

ア団体等が行う森林づくり活動を支援するもの

であります。今回、森林づくりに役立ててほし

いという民間企業からの寄附を受け入れ、具体

的には植樹活動の苗木代として活用するもので

あります。

環境森林課の説明は以上であります。

循環社会推進課の補○福田循環社会推進課長

正予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の49ページをお開

きください。当課の補正額は、左から２列目の

補正額の欄にありますように、一般会計で１

億6,900万円の増額であります。補正後の額は、

右から３列目にありますように16億4,9 6 9

万6,000円となります。

それでは、内容について御説明いたします。

51ページをお開きください。上から６行目の

（事項）産業廃棄物処理対策推進費で１億6,900

万円の増額であります。その内容は、説明の欄

にありますように公共関与支援事業であります

が、具体的には常任委員会資料で御説明いたし

ます。

。常任委員会資料の２ページをお開きください

まず、１公共関与支援事業の事業目的でありま

すが、エコクリーンプラザみやざきの運営・管

理主体である宮崎県環境整備公社に対して、運

営費の補助や浸出水調整池の補強工事に要する

経費の無利子貸し付けなどを行い、公社の安定

した運営を推進するものであります。

２の事業概要の（１）予算額でありますが、

②にありますように１億6,900万円の増額をお願

いしておりまして、この結果、公共関与支援事

業の補正後の予算額は、③のとおり８億4,900万

円となります。

次に （３）の事業内容でありますが、今回増、

額をお願いしておりますのは、公共関与支援事

業のうち、エコクリーンプラザみやざきの浸出

水調整池補強工事に要する経費の追加貸し付け

。 、 、 、であります ①にありますように 現在 県は

関係市町村との間で締結した「確認書」に基づ

き、６億8,000万円を公社へ無利子貸し付けして

おります。②にありますように、補強工事はこ

とし12月末には完了する予定でありますが、公
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社では、防食防水材の見直しなどの設計変更を

行ったことから、工事費用３億3,800万円の増額

が必要となり、県及び関係市町村に追加の支援

を求めているところであります。これに対し、

③にありますように、県及び関係市町村は地元

住民の安全・安心を確保することを最優先に考

え、補強工事に支障のないよう協力して対応す

ることを改めて確認した上で、既貸し付けと同

様に取り扱うこととし、④にありますように、

増額分について県と市町村とで折半して貸し付

けることとし、県は１億6,900万円を貸し付ける

ものであります。

なお、資料には記載しておりませんが、確認

書におきましては、工事費の最終的な負担割合

は、今後の損害賠償請求訴訟等の法的な手続を

経て責任の所在等を踏まえながら、引き続き協

議をしていくこととしておりますので、最終的

な負担割合が整うまでの間は単年度貸し付けを

繰り返しながら継続していくこととなります。

このため、資料２の（２）事業期間につきまし

ては平成23年度からとしておりまして、終期を

設定していないところであります。

参考といたしまして、現在の浸出水調整池補

強工事の進捗状況をお示ししております。調整

池を構成する４つの水槽のうち、第１―１、第

１―２水槽は既にことし３月末から使用を開始

しております。第２水槽は、８月に水張り試験

を実施し異常がなかったことから、現在、防食

防水工事を行っており、10月末までに使用を開

始する予定であります。第３水槽は現在、底版

や側壁の補強を進めており、ことし12月末まで

には使用を開始して補強工事のすべてを完了す

る予定であります。

私からの説明は以上であります。御審議のほ

どよろしくお願いします。

森林経営課の９月補正予○佐藤森林経営課長

算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の53ページをお願いいたし

ます。今回の補正予算は、表の森林経営課の欄

の左から２列目の補正額にありますように9,416

万7,000円の増額をお願いしております。この結

果、森林経営課の補正後の予算額は、右から３

列目にありますように106億1,189万9,000円とな

ります。

それでは、補正内容について御説明いたしま

す。１枚めくっていただきまして、55ページを

お願いいたします。まず、５段目の（事項）森

林計画樹立費で5,922万円の増額をお願いしてお

りますが、これは国庫補助決定等に伴うもので

ございます。

なお、下にございます１の（１）森林再生の

ための森林情報精度向上事業につきましては、

。後ほど委員会資料で御説明させていただきます

次に、その下の（事項）林業普及指導費で16

万8,000円の増額をお願いしておりますが、これ

につきましても国庫補助決定に伴うものでござ

います。

最後に、その下の（事項）森林機能保全対策

総合整備事業費で3,477万9,000円の増額をお願

いしておりますが、これは、一番下の行にござ

いますように間伐推進加速化事業の間伐面積の

増加に伴うものでございます。なお、この事業

は宮崎県森林整備加速化・林業再生基金を活用

し、間伐や作業路の開設を行うものでございま

す。

続きまして、新規・重点事業について御説明

いたします。

委員会資料３ページをお願いいたします。森

林再生のための森林情報精度向上事業について

でございます。
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、 、この事業は １の事業目的にありますように

、 、本県は 伐採可能な森林が増加している一方で

木材価格は長期に低迷しておりまして、林家経

営は一段と厳しさを増しております。このよう

な中で、地籍調査等に基づく森林境界や所有者

名などの森林情報を、本県の森林資源情報を管

理しております森林ＧＩＳに入力し、その情報

をもとに施業の集約化や高密路網の整備を推進

し、生産コストの低減を図ろうとするものでご

ざいます。

次に、２の事業概要についてであります。ま

ず予算額でございますけれども （１）の②にご、

ざいますように、今回の補正額として5,046

万4,000円の増額をお願いしております。補正後

の額は４億2,533万1,000円となります。

次に （２）の財源につきましては、全額、緊、

急雇用創出事業臨時特例基金によるものでござ

います。

（３）事業期間につきましては平成23年度限

りでございまして （４）の事業主体は県であり、

ますが、県内８つの森林組合に委託して実施す

るものでございます。

、（ ） 、次に ５ の事業内容でございますけれども

現在、この事業として委託している内容につき

ましては、①のア～エにありますように、地籍

調査による森林境界データや地番、所有者名な

どの森林ＧＩＳへの入力でございます。今回の

補正につきましては、②にありますように、林

地生産力調査により地位指数を調べ、新たに森

林ＧＩＳシステムに入力することにしておりま

す。

、 、ここで 具体的な調査の内容につきましては

右の４ページをごらんいただきまして、真ん中

あたりにあります２の「補正で行うもの」とい

うところをごらんいただきたいと思っておりま

す。２の（１）林地生産力調査、これを言いか

えますと、成長がよい森林であるかどうかを判

定するための調査でございます。これは、図に

ありますように、杉などの高さや太さがどのく

らいか、土壌や標高などの立地条件はどうかな

どを調べるものでございます。その調査結果を

もとに、立地条件による成長の度合いを３段階

の地位指数としてデータ化します。そのデータ

を森林ＧＩＳに入力いたしますことで、その森

林は成長のいい山なのか、どのぐらいの蓄積量

が見込めるのか、また、どんな樹種を植えたら

いいかなどの精度の高い情報を森林所有者に提

供していこうとするものでございます。

順番が戻りますけれども、３ページに再びお

戻りください。最後に （６）の雇用創出人数で、

ありますが、新たに中山間地域を中心に24人を

追加雇用することとしております。

９月補正については以上でございます。

続きまして、資料を１枚めくっていただきま

して、５ページをお願いいたします。議案第６

号「公の施設に関する条例の一部を改正する条

例」について御説明いたします。

、 、まず １の改正の理由でございますけれども

美郷町西郷区にあります県の林業技術センター

内に併設された森とのふれあい施設は 「県民に、

対する林業に関する知識及び技術の修得、並び

に森とのふれあい等の場を提供すること」を目

的とした施設でございます。当施設は平成18年

度から指定管理者制度を導入し、現在、24年度

からの第３期の指定管理者の指定に向けた準備

を行っているところでございますが、宿泊室の

使用料につきましては、指定管理者に経営努力

へのインセンティブを与えることにより、施設

の利用者を増加させ、広く県民に開かれた施設

として有効に活用するため、利用料金制に変更
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するものでございます。利用料金制と申します

のは、施設の利用料金収入が一定額以上になっ

た場合に、その一部を指定管理者の収入にでき

る制度でございます。

改正の内容といたしましては、２の（３）に

ございますように、森とのふれあい施設宿泊室

の使用料を利用料金制に変更するため、条例の

別表第４に宿泊室の利用料金を追加するもので

ございます。

なお、施行期日につきましては、３にござい

ますように、第３期の指定管理業務がスタート

する平成24年４月１日としております。

なお、別表第４の備考欄の下から３行目 「専、

門学校」と表記すべきところに余計な字が入っ

ておりました。おわびして訂正させていただき

ます。申しわけございませんでした。

森林経営課からは以上でございます。よろし

くお願いいたします。

山村・木材振興課○水垂山村・木材振興課長

の補正予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の57ページをお開きくださ

い。当課の補正額は、左から２列目の補正額の

欄にありますように、一般会計で3,477万9,000

円の減額をお願いしております。この結果、補

正後の額は、右から３列目にありますように、

一般会計、特別会計合わせまして38億6,079

万2,000円となります。

補正の内容につきましては、59ページをお開

きください （事項）林業・木材産業構造改革事。

業費ですが、具体的には、説明欄の１森林整備

加速化・林業再生事業の（１）から（４）まで

の４つの事業の増減によるものでございます。

まず （１）の事業による増額は、素材生産に、

必要な高性能林業機械の導入などを追加決定し

たことによるものでございます。

（２）の事業では、木質バイオマスの活用を

促進するため、未利用の間伐材等の買い取りに

対して補助しておりますが、買い取り量が減少

したことによる減額でございます。

また （３）の事業においては、計画しており、

ました木造公共施設の建設が、地権者の都合に

より取りやめになったことなどによる減額でご

ざいます。

（４）は、素材生産等の資金借り入れに係る

利子助成の事業でございますが、借入金の減少

に伴う減額であります。

。山村・木材振興課の説明は以上でございます

御審議のほどよろしくお願いいたします。

議案に関する執行部の説明が終○田口委員長

了しました。

議案についての質疑はありませんか。

予算関係なんですけど、この中で○坂口委員

基金事業が幾つかあったですよね。きのう一般

質問であったんですけど、今の説明で２つ説明

いただいたんかな、山村・木材振興課、素材生

産とバイオマス関連の補正ですね。もう一つが

森林経営課だったですね、55ページ、間伐推進

加速化。２つとも基金事業が、森林整備の加速

化が21年創設のことしまで。これは今後ずっと

続けていかんといかんような事業だと思うんで

す。まだ始まったばかりでこれからですね。そ

れと、商工サイドだけど、緊急雇用創出を活用

して、こちらですき間産業に投入されていると

。 、いうのが一つあったですね こんなのに対して

ことしこの事業は終わりなんです。打ちどめ。

来年からに関しての考え方と、今、いよいよ概

算要求、国のほうでは始まっていったんですけ

ど、１カ月延ばしたから、10月からは具体的に

県との調整が始まると思うんです。基金事業が

終わることに対してどう対応されようとしてい
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るのかというのと、継続されなかった場合に、

こういう事業は今後どう対応されていくのか。

森林整備加速化・○水垂山村・木材振興課長

林業再生基金事業でございますけれども 平成21、

年度から23年度、今年度までの３カ年というこ

とで、国のほうから総額56億円の配分を受けま

して、間伐の実施、あるいは路網の整備、木材

関係の施設の整備に重点的に取り組んでいると

ころでございまして 非常に有効な事業だと思っ、

ております。今年度で終了しますことから、今

後も林業・木材産業の地域産業の再生を整備す

る必要があるということで、次年度以降の基金

、 、の継続 拡充がどうしても必要でありますので

既に国のほうに継続の要望を出しているところ

でございます。

一応これは緊急経済対策だったん○坂口委員

です。臨時的な措置だったんです。それをやっ

てみて、この基金を継続してくれ、事業を継続

してくれという要望をやられているのか。今回

の議会でいろんな視点から議論された臨時財政

対策債もそうなんですけど、臨時とか緊急だか

ら、これは一定期間やって、モデル的にやるの

と、応急措置としてどうしようもなくてやるも

のとあるんですけど、これから何かを生み出さ

にゃいかん。そしたら今の環境森林部が持って

いる大きな課題と 今後向かうべき方向からいっ、

たときに、恒常化された制度として確立してい

かにゃいかんところにつなげるものをこの３年

間に培ってこんといかんかったと思うんです。

だから、基金を続けてくれ、基金を続けてくれ

と言ったって、今度の野田総理なんていうのは

財政改革をやろうという急先鋒ですから。どこ

に財源があるのかというところから始めないと

基金なんてやれないんです。前もって銭をばら

まいておいて、それからやっていくわけでしょ

う。裁量で。教えてほしいのが、それで継続し

ていけるのかいけないのかということです。だ

めでしたとなったときどうやっていくのかとい

うことです。

この事業は国の10○水垂山村・木材振興課長

分の10ということで非常に有効で、間伐の整備

等に大きく寄与しているということから継続い

たしておりますが、今、委員がおっしゃいまし

たように、仮に来年から取りやめになるという

ことになりますと、本県としては大きな痛手と

いいますか、それにかわるものを何とか工面し

ていきたいというふうには考えておりますが、

実質的には非常に厳しいととらえております。

恐らく20ぐらいあるんじゃないか○坂口委員

と思うんです、経済対策でつくった基金が。そ

の中で今のところ何とか延ばせられるかなとい

うのは緊急雇用対策ぐらいなんです。これにつ

、いては昨年の委員会でも言い続けたんですけど

国に対して必要性を訴え続けてきた。だから、

これは何とか延ばせるだけは延ばせるでしょう

けど、財源をだれがどうやっていくのかという

ところまではまだ出てないですね。だから、こ

れは相当深刻な状況にあると思うんです。その

ほかにも、環境森林部関係では環境保全基金と

か地域活動支援基金とかいう基金事業が２つあ

りましたよね、これも最終年度。これらは、あ

るにこしたことはないけど、どうしてもだめだ

となったら、あしたから宮崎の山とか環境をど

うするんだというところまでは追い込まないけ

ど、今の基金というのはそこまで追い込まれる

から、相当腰を据えて、我々も必要なら意見書

なりを国に出したり、それぞれまた自分が所属

している政党もあるから、ここら総力を挙げて

、 、でもやっていかないと これは絶対継続させて

だめになればほかので交付税措置でもやらせる
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ぐらいのことをやっていかないと問題じゃない

かと思っているんです。そこらまで答弁できる

かどうかだけど、とにかく恒常化していく必要

。 、があるんじゃないかと思うんです どうですか

今後の必要性というのは。

今、委員おっしゃったと○加藤環境森林部長

おり、経済対策でたくさんの基金をつくりまし

た。３年でそれなりの効果が出ればよかったん

ですけれども、今の日本の状態はそうなってお

りません。それで、各種の基金について、私ど

もも何回も、国のほうには地方の実情を訴えな

がら要望していっているんですけれども、一つ

には、やっぱり東日本大震災がありまして、国

の予算そちらのほうを向いているようでござい

まして、正直言って非常に厳しい状態でござい

ます。東日本大震災の復興支援はもちろん大事

ですけれども、特に山林のことについては、地

方の実情を訴えながら粘り強く国に要望してい

きたいと思っております。

これは相当魂入れてやっていって○坂口委員

ほしいと思うんです。今言われたように東日本

への対策とか……。これまで国の考え方として

は、それは別途、全く違った財源で責任持って

対応していくんだと、ほかにしわ寄せはやらな

いんだということで、それに向けての作業とい

うのは今進んでいっているから、一応そこと絡

めての厳しさまでは我々が心配すべき点じゃな

いんじゃないかと思うんです。

今度の野田さんの考え方としては、一律10％

の中で１兆2,000億を浮かせて、それを社会保障

の増加分に充てるというんですから、400億ぐら

いが浮く勘定なんです。それと別個にまた努力

をしていって、例の去年からつくった総理大臣

枠と言えばいいんでしょうか特別枠、こういっ

たものでも対応するというんですから、その中

には、緊急性もある、必要性もある、費用対効

果を見たときに効果もあるものを優先的にやっ

ていってはめ込むと思うんです。だからいろん

なパターンを考えていきながら、地域の特性と

して必要なもの、あるいは全国の共通課題とし

て必要なもの、これがあれば知事会あたりの問

題とか個別の問題とかあるんでしょうけど、こ

れはぜひ努力してほしいと思うんです。

森林再生のための森林情報精度向○押川委員

上事業で今回の補正に上げてあるものが、林地

生産力調査による地位指数を森林ＧＩＳに入力

するということで5,000万の予算であります。今

回、24名の追加雇用ということでありますが、

これは８森林組合に分けられるということであ

ります。この調査をやられて一定の面積の成長

状況とか立地状況の土壌とか標高、傾斜等を調

、 、査されるということでありますけれども 今回

この事業をすると、８森林組合に委託されて、

調査というものはほぼ終わるということでよろ

しいんでしょうか。

この調査は、もともとの○佐藤森林経営課長

発端が、今度、森林計画制度が大きく変わりま

して、より森林情報の精度の向上が求められて

おります。現在、何年生の山がどのぐらいのボ

リュームなのかというのは、昭和30年代に、宮

大等の研究者にお願いして国有林等の資料をも

とに作成されたものでございます。そのころは

拡大造林の始まりということで、今は50年、60

年の山は珍しくないですけれども、特に大きい

山が余りなかったことから、その辺の資料が足

りないと思っております。それと、木の高さを

はかる機械等がかなり向上いたしまして、常任

委員会資料の４ページの２補正で行うものの下

に木の絵がかいてございますが、今は光波で10

、センチ単位ぐらいの精度ではかれますけれども
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昔は、測桿と申しまして竹を何本も重ねたよう

なぶらぶらするものではかっておりましたが、

精度向上もありましてその辺の情報をやりたい

と思っております。

それで、今回につきましては、2,400ポイント

を各森林組合に割り振ってやろうと思っており

ます。完全とはいきませんけれども、分布的に

は、一定の水準に達したレベルに今回の調査で

達するのではないかと思っておるところでござ

います。

そしてこの24名の方の振り分けと○押川委員

いうのは、８森林組合にはどういう形で振り分

けになっているんですか。追加雇用者。

各森林組合３名ずつの、○佐藤森林経営課長

８組合24名ということになっております。

ほとんどがこの24名の方の人件費○押川委員

ということで理解してもよろしいでしょうか。

そのような理解でいいと○佐藤森林経営課長

思います。

本日の歳出予算説明資料の47ペー○押川委員

、 、ジ 森林づくり資材提供事業20万ということで

ボランティアの皆さん方が森林づくりのための

苗木代ということでありましたけれども、苗木

、 、の種類と どのくらいかということがわかれば

場所もですね。

この20○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

万円の寄附金は、宮崎市の企業から、森林づく

り、緑化の推進に役立てていただきたいという

ことで御寄附をいただき、その意向に沿う形で

一般寄附金として補正をして、森林づくり応援

団活動支援事業の中の資材提供事業として活用

させていただこうとするものでございます。こ

の事業につきましては苗木等の資材を提供する

ということで、イロハモミジとかヤマザクラと

いった広葉樹が中心になりますけれども、それ

らを県内各地のボランティア団体あるいは企業

等の要請を受けて配付することになっておりま

して、まだ第１次募集をしておりませんので、

９月には要望を締め切って、要望に応じて配付

する予定にしております。

55ページの間伐推進加速化事業○押川委員

の3,477万9,000円、これをもう少し詳しく説明

をお願いしたいと思います。

この事業は普通の造林補○佐藤森林経営課長

助事業と違い限度額が決まっておりまして、定

額の間伐ということで、非常に人気がある需要

の高い事業でございます。これにつきましては

当初の計画で各森林組合や事業体から要望をい

ただいておりましたけれども、要望額に達して

おりませんでしたので、再度、要望額に応じ配

分することにしております。面積につきまして

は139ヘクタールの増加ということで計画してい

るところでございます。

要望額というのはどういうものな○押川委員

んですか。面積の要望ですか。

基本的には、どのくらい○佐藤森林経営課長

間伐が必要かということで要望をとっているん

ですが、この事業は、先ほど申しませんでした

けれども、限度額として25万円が上限額となっ

ておりますので、それに基づいて要望額という

のは算出されております。

これは県内、そういう要望をとっ○押川委員

て上がってきたところに対しての事業というこ

とでよろしいですか。

当初の計画の要望量に達○佐藤森林経営課長

しておりませんでしたので、不足分を状況に応

。じて配分するという格好になろうかと思います

できるだけ、今言われたように再○押川委員

度要望を求めていただいて、計画に基づいて実

施していただきますようにお願いをしておきた
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いと思います。

今の関連ですけど、47ページ、こ○中野委員

の20万の寄附金、寄附者は毎年かわっています

か。

この寄○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

附金につきましては、平成16年度から毎年同じ

企業が御寄附いただいているところでございま

す。

私、ちょっとわからんのだけど、○中野委員

森林は、国有林、県有林、市町村有林、それか

ら個人がありますよね。今、押川委員が説明し

た森林再生のための森林情報精度向上という事

業があるんだけど、今回のこの事業は、景気浮

揚策の一環として見ればそれでいいんですが、

この調査にずっと金が入っておるけど、これを

して最終的には何の目的があるんですか。現計

予算３億7,400万ついていますけど、ＧＩＳで杉

のずっとやっていくけど 最終的にはこれでもっ、

て何をやろうとしておるのかがわからんとです

よね。

今回の補正では、先ほど○佐藤森林経営課長

申しましたように立木の調査ということですけ

れども、例えば山の中の道、作業路がどのよう

に入っているのかとか 林層区分というのもやっ、

ているんですけれども、杉とヒノキが今まで分

けられた線が間違っていたらそれぞれ違います

ので、どこまでがヒノキなのか杉なのかという

のを今、まさに森林ＧＩＳですけれども、写真

を見ながら簡単に区分ができるようになってお

ります。先ほど申しましたように森林簿という

のがございまして、どこの位置の山が何年生の

山で、だれが所有者で、どのぐらいのボリュー

ムがあるというのが出てまいりますので、トー

タルで内容を精密にしていこうというねらいで

ございまして、基本的には、今度、森林・林業

、再生プランの中で森林計画制度が変わりまして

ことし、市町村森林整備計画という市町村の森

林整備に関する計画を変えまして、来年から、

今までありました森林施業計画が森林経営計画

というものに変わります。その中では、道から

どのぐらいの距離なのかとか 道がどの辺に入っ、

ているかを図示した上で 一定のまとまりを持っ、

た、例えば間伐をまとめてやるとか、その辺の

計画が必要になりますので、当面は、今の計画

制度の流れに乗った計画の樹立に必要不可欠な

情報の整備ということで考えております。将来

的には、精度向上を図ることで、補正以前の取

り組みでございますけれども、地籍調査で境界

がわからなかったところとか、組合が独自に所

有界を測量したところを入れることによりまし

て、今後の森林管理がスムーズにいくことに役

立っていくのではないかと考えております。

今、行政予算も苦しくなっておる○中野委員

段階で、例えば分収林だったら58年先が最終年

度になっておる中で、全般的に国有林 この―

調査は民間もやるわけでしょう。ＧＩＳに入れ

ようとしているのは。

今ここで対象にしており○佐藤森林経営課長

ますのは、宮崎県の国有林を除きました民有林

の山だけを対象にしております。

民有林というのは、幾ら行政が調○中野委員

査しても、売るか売らんかというのは持ち主が

決める話で、別にそういうのをして悪いことは

ないけど、杉山を売るのも個人の自由だし、県

でこの結果でどうのこうのという話ではない。

後に杉を植えるか混交樹林にするか、個人の意

思じゃないの。何でそこまで県が金入れて、後

。何にも使えないようなのをするのかなと思って

私は素人だからわからんのだけど、今、金が窮

、 、屈だというのに 個人の許可をもらってしても
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将来、これに基づいて持ち主に売りなさいとか

どうのこうのという話じゃないでしょう。林業

政策というのはこういうところがわからんとよ

ね。個人の山まで勝手に調査して、後何をする

。 、 。のか 今 必要な金というのがあるはずだから

関連で聞きたいんですけど、今、全国どこに

行っても杉ばっかり。今度の台風12号、壊れた

ところを見ると大体杉が植わっているようなと

ころばかりだけど、今後、国の政策がどうなっ

ておるのか。かなり杉を減らす政策になるだろ

うと思うんだけど、そうなったら、ここまで金

、 。をつぎ込んで個人の山を調べて 後何するのか

単純な疑問ですけど、もうちょっとしっかり目

的を持って……。今回のはいいにしても、将来

的に、どんどん予算が減ってくる中で、ＧＩＳ

に入れる作業とかは将来もまだ続いていくわけ

ですか。

今後、このデータ調査、○佐藤森林経営課長

ＧＩＳ入力が続いていくのかということですけ

れども、この件につきましては、先ほど来申し

ましたように雇用対策の基金で大分お金をいた

だきましたので、一応今回で所期の目的は達成

されると思っておりまして、先ほど申しました

路網のデータなどはほぼ完全なものになると

思っております。それと、個人の山につきまし

ては、基本的に経済行為ですので、強制的に切

、らせないということはできないんですけれども

今後、先ほど申しましたように森林計画という

のが大きく変わりまして森林経営計画というの

ができます。その中では、それぞれ間伐を幾ら

ぐらいまとめるとか、成長量に応じて切ってい

くとかいうことに関しまして補助金が出るよう

になっておりますので、その辺の基礎データと

しても役立つと思っております。

今回、代表でもさせていただいた○押川委員

んですが、ＧＩＳあたりに導入されるというこ

とは、森林経営計画のはしりということで理解

をしておってよろしいですか。そして間伐５ヘ

クタール以上の中で面積をまとめなさいとか、

里山はこういうものから外してほしいというこ

とで私、要望したんですけれども、今後の森林

経営計画に沿ってこの事業も導入しているとい

うことで理解していてもよろしいでしょうか。

基本的には、先ほど申し○佐藤森林経営課長

ましたように森林経営計画とか市町村森林整備

計画がスムーズにいくようにという目的で、こ

のデータ整備をしているところでございます。

中野委員の関連ですけれども、全○坂口委員

体を見てこういうのをはめ込まなかったからい

けないと思うんです。これは原点が雇用創出な

んです。森林経営計画がどうのこうのの中に必

要だということでそちらから出てきたんじゃな

くて、緊急雇用創出で。だから、この事業は正

解だと思っているんです。国費でこれだけの人

をつぎ込んで 生活の一部にでもその費用がなっ、

たというのはですね。

ただ、そのときどこに公益性があるのかとい

う視点が、森林経営計画というところが余りに

も無理があった。これは保安林あたりからかぶ

せるべきだったと思うです。水源涵養のため、

防備のため、潮害防止のため、いろんな意味を

持った保安林です。ここに本当に適地適木なの

かというところから、こういった公益的な機能

を持っているから、ここのところはどういった

特性があるから、ここがいつも災害に遭いやす

いのはこういうことをやっているからなんだと

いうところで樹種を変えるとか、新たに指定を

するとか、経済行為に生かしたほうがもっと適

地だった、保安林としての必要性なかったとい

うのを仕分けるためのものに、せっかくならや
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ればよかったなという気がするんです。これが

なかったら市町村の森林整備計画困ったり、あ

るいは致命的な欠陥が出るという事業じゃない

です。そこらにどうも釈然としないものが僕ら

の中にあるわけで、これは緊急雇用創出の視点

からやったという単純なものだったら正解だっ

たと思うんです そこのところを中野委員はしっ。

くりこんなということを言われるんだと思うん

です。

ひっつければ何でもひっつきます。汗を流し

たことは何かで効果はあります。だけれども、

発想を せっかくこういったものを、しかも―

県の単独でしょう。そのときにもうちょっと、

台風が来るたびに、あれだけ毎年毎年、環境の

保全だ、災害の防止だ、やれこういった機能だ

ということをやっていきながらも災害が出るか

といったら、そのときに致命的な部分を探すべ

きだったと思うんです。ＧＩＳを活用して今後

に生かすデータとしてそこにキープしていくの

。 、 、なら だから 傾斜地なんかを調べられるとか

、水というものに対してどれぐらいかしらんけど

地下の部分、ここにはどういった水がどういう

、 。ぐあいにある あるいは土質がどうなっている

だから壊れやすいとか、風当たりが強い、だか

ら壊れやすい。こういうところは将来ずっと切

、らせない山として残しておかなきゃいかんとか

杉みたいなのじゃなくて、根を張る、風に余り

影響を受けない樹種に変えないかんとか、そう

いうところに生かせばよかったと思うんです。

これを公的に生かせなかったところに問題とい

うか、公費を投入することが本当に必要だった

のかという疑問は残るんじゃないかと思うんで

すけど、どうですか、事業の選択をもうちょっ

と公的なものに向けたほうがよかったんじゃな

いんですか。

、○佐藤森林経営課長 委員がおっしゃるように

保安林等を中心とした公益的機能の発揮のため

の調査ということですが、先ほどちょっと説明

が足りなかったかもしれないんですけれども、

今度、森林計画制度の中で、森林がどういう機

能を持っているか、どういう機能を果たすべき

かというゾーニングを見直すことになっており

ます。それは市町村森林整備計画の中で決めて

いくんですけれども、それにつきましては、こ

こは木材生産に適した山だとか、ここは傾斜が

急になっていて成長もよくないんで保安林とし

て残すなり伐齢の更新を図るなりというような

のがわかるようなことに最終的には結びついて

きます。今回の市町村森林整備計画のゾーニン

グの中に路網のデータとか傾斜のデータを、Ｇ

ＩＳで駆使して一定の基準をつくるような形で

今後進めていきたいと思っておるところでござ

います。

だから、そういうところを全面に○坂口委員

出された説明をされたほうがよかったんじゃな

いか。公的な役割のところに国費でもって何と

か就職の場を確保しようというところから始

まった事業ですよね。公的な部分を全面に出さ

れた説明をすると、なるほどなと思えるけど、

中野委員の指摘に、本当に釈然とせん部分があ

るよなという受けとめ方したですもんね。

坂口委員の御質問で保安林○森自然環境課長

。の話が出ましたので御紹介させていただきます

昨年度、山地災害危険地区というのが4,410カ所

県内にあるわけなんですが、これは保安林を中

心としまして。そこの再点検を緊急雇用対策で

お願いしまして実施しております。そのデータ

をもう一度活用して災害対策に対応していきた

いと思っております。

、○岩下委員 関連でお聞きするんですけれども
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ＧＩＳのデータ、森林組合を通じて緊急雇用を

使って調査されるんですけれども、県と森林組

合がデータを共有するというふうに見ていいん

ですか。

今、県内の８つの森林組○佐藤森林経営課長

合にデータの整備をお願いしているところでご

ざいますけれども、基本的には、それを一度う

ちのほうで県下全体のデータとして整理し直し

まして、森林組合に再度提供する形で、データ

の共有という形になります。

そうすると、民間業者の皆さんも○岩下委員

かなりいるわけです 民間業者のほうもそのデー。

タを見れば伐採計画とか予定が立つんじゃない

かと思うんですけれども、民間のほうにもデー

タは無償提供できるんでしょうか。データで、

インターネットなり何なりをのぞけば見られる

のかどうか。

基本的には、森林所有者○佐藤森林経営課長

名等が入っておりますので、現在のところ個人

情報という形になっておりますので、一応森林

組合、市町村でとめております。ただ、今、委

員がおっしゃいました伐採計画につきましては

データとして入っておりませんので、その辺は

森林組合等を通じて情報の提供をやっていきた

いと思っております。

木の大きさとか何年ものだという○岩下委員

のが民間業者でもわかれば、伐期が来ているな

というのがわかるわけですよね。山を買いたい

とか、当然民間の経営としては参考になるとい

う気がするんです。森林組合は情報を持ってい

ると 同じ業者として民間業者のほうはそういっ、

たデータは手に入らないとなれば、不利じゃな

いかという気がするんです。素人ながら。

今度の森林法の見直しに○佐藤森林経営課長

よりまして、今、委員がおっしゃいましたよう

なデータの提供についても広めていきなさいと

いうこともございましたので、今のところ取り

扱い上は、先ほど申しましたように森林組合ど

まりになっているんですけれども、昨年調査い

たしましたときにそれほど素材生産業者等も必

要という声がなかったものですから、一応見送

りにはなっておりますけれども、今後その件に

つきましては検討してまいりたいと思っており

ます。

関連で１点だけ。今年度でこれだ○新見委員

けの雇用創出しながら ＧＩＳシステムをきちっ、

としたデータベースとして構築されるわけです

けれども、今後、情報の内容が変わってくると

思うんですが、システムのデータベースの内容

変更ができるのは、どの組織、どの方たちなん

ですか。

今回、雇用対策の金が使○佐藤森林経営課長

えるということで、今までちょっと不足してお

りました 何年に間伐したとかその辺の情報も10、

年間ぐらいまとめて入れましたので、今後は、

県内に５つの森林計画の区域がございまして、

それを毎年調査するんですけれども、その流域

分については小まめに、森林計画を樹立する費

用の中で有効に活用して計画してまいりたいと

考えております。

年度ごとに収集したデータを入れ○新見委員

かえるのは県の方々のみですか。

先ほど申しましたデータ○佐藤森林経営課長

の調査、入力につきましては、地域森林計画を

、立てるときの調査の事項になるんですけれども

、それは基本的に森林組合に委託しておりまして

実際の作業は森林組合にお願いしております。

エコクリーンプラザみやざきであ○押川委員

りますが、今回の補正額１億6,900万円はわかり

ますけれども、今までトータルの県の貸し付け
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はどのくらいになっていますか。

既に現在13億6,000万○福田循環社会推進課長

円貸し付けをしております。今回１億6,900万円

を認めていただければ16億9,800万円になりま

す。県の分はその半額の８億4,900万円になりま

す。

先ほどの話では、貸し付けであり○押川委員

ますから回収が必要なんですけれども、今のと

ころ裁判とかの関係で、それが終わってからと

。いうことでの回収になるということでしょうか

県と市町村で結びま○福田循環社会推進課長

した確認書の中で、最終的な負担割合について

は、法的な裁判等の手続を経て負担割合を決め

るということになりますので、それまでの間は

単年度の貸し付けを繰り返していかざるを得な

いという状況であります。

その後に返済計画が立てられると○押川委員

いうことで了解してよろしいですか。

最終的に負担割合が○福田循環社会推進課長

決まれば、当然、民間事業者の損害賠償がいか

ほど取れるのかという問題もありますし、その

辺を含めまして、最終的には負担割合を決めた

額で県と市町村がその時点で負担をするという

ことになりますので、それについてはまた議会

のほうには予算案件として上程して審議をいた

だいてというふうな手続になると思います。

ほかに質疑はありませんか。○田口委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

なければ、報告事項に移ります○田口委員長

が、よろしいですか。

それでは次に、報告事項に関する説明を求め

ます。

それで○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

は、常任委員会資料の６ページをお開きくださ

い。Ⅲ報告事項の１社団法人宮崎県林業公社に

ついてであります。

地方自治法第243条の３第２項及び宮崎県の出

資法人等への関与事項を定める条例第４条第３

項の規定に基づく社団法人宮崎県林業公社の経

営状況等について御報告いたします。なお、林

業公社の概要につきましては６ページに記載し

ておりますので、参考にごらんください。

それでは、平成23年９月定例県議会提出報告

書の55ページをお開きください。まず、平成22

年度事業報告書であります。１の事業概要をご

らんください。林業公社は、平成19年度に策定

した経営方針及び第３期経営計画に基づき、経

営改善を行いながら業務に取り組んでおります

が、木材価格の低迷等により計画どおりの主間

伐収入が得られていない状況にあります。

次に、56ページをお開きください。平成22年

度は、２の事業実績にありますような各事業に

取り組み収入の確保に努めるとともに、下のほ

うにあります（７）の森林施業受託事業により

植栽未済地の解消等にも取り組んだところであ

ります。

次に、経営状況等の詳細につきまして、出資

。法人等経営評価報告書により御説明いたします

恐れ入ります、報告書の177ページをお開きく

ださい。まず、林業公社の概要でございます。

上から４行目の総出資額は1,160万円で、このう

ち県出資額は500万円と全体の43.1％を占めてお

ります。なお、特記事項にありますように、林

業公社は昭和60年に分収林特別措置法に基づく

。森林整備法人として知事認定を受けております

次に、県関与の状況でございます。人的支援

といたしましては、本年４月１日現在で、15名

、 、の役員のうち 常勤役員として県退職者が１名

非常勤役員として県職員２名及び県退職者１名

が就任しているほか、職員として２名の県職員
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を派遣しております。

また、財政支出等といたしましては、22年度

は森林整備等に関する補助金として２億3,350万

円余の支出を行っているほか、公社へ11億9,246

万円余の無利子貸し付けを行っており、22年度

、末現在の県からの借入金残高は211億202万円余

また、県の損失補償契約に基づく債務残高が128

億440万円余でございます。

次に、実施事業でございます。林業公社の事

業としましては、分収方式による造林及び育林

を行う分収林事業や、植栽未済地を解消するた

め森林所有者から施業を受託して再造林等を行

う森林施業受託事業等を実施しております。

次に、その下の活動指標でございます。林業

公社におきましては、長伐期施業転換面積を活

動指標とし、毎年度の伐採量の平準化を図るた

めに分収林契約の契約延長を進めております。

平成22年度は400ヘクタールの目標に対しまし

て270ヘクタールの変更契約を締結しており、達

成度は67.5％となっております。

次に、178ページをお開きください。財務状況

でございます。まず、表の左側、正味財産増減

計算書の平成22年度欄をごらんください。経常

収益は９億1,565万円余、経常費用は14億1,126

万円余となっており、当期経常増減額はマイナ

ス４億9,560万円余となっております。これは、

伐採した森林に投下した経費に見合った収入が

。得られなかったこと等によるものでございます

これに当期経常外増減額を加えた当期一般正味

財産増減額はマイナス４億9,556万円となってお

り、一般正味財産期首残高がマイナス22億9,697

万円余でありますので、正味財産期末残高はマ

イナス27億9,253万円余となっております。

次に、表の右側、貸借対照表の平成22年度欄

をごらんください。流動資産と固定資産を合わ

せた資産の合計は355億1,135万円余となってお

り、このうち約349億円が造林から育林にかかっ

た投下経費の累積であります森林勘定でござい

ます。次に、流動負債、固定負債を合わせた負

債の合計は383億389万円余となっており、この

うち約339億円が県及び金融機関からの長期借入

金であります。なお、資産から負債を引いた正

味財産はマイナス27億9,253万円余となっており

ます。

次に、財務指標をごらんください。林業公社

においては財務指標として、総収入に占める自

主事業収入比率、役員報酬、職員給与等の人件

費、使用料賃借料等の管理費の３つを指標とし

て設定しており、いずれにつきましても目標値

を達成しております。

次に、直近の県監査の状況について御説明い

たします。昨年度の監査におきまして 「物件購、

入等に係る検査員による検査が行われていない

ものが散見された」との指摘を受けましたこと

から、林業公社におきましては、物品等の確認

及び書類の整備を行いますとともに、再発防止

のため、適正な事務手続を図るよう職員に対し

。 、周知徹底を行いました また県におきましても

公社が物品の購入等に係る書類の整備を行った

ことを支出伝票により確認しますとともに、支

出伝票決裁時のチェックを徹底し適正な事務処

。理に努めるよう指導を行ったところであります

次に、総合評価をごらんください。これまで

御説明いたしました状況を踏まえた県の評価で

ございますが、林業公社は、平成20年度を始期

とする第３期経営計画に基づき経営改善に努め

ているところでありますが、長期借入金残高

が339億円に達するなど、木材価格が低迷する中

で引き続き厳しい経営状況が続くものと思われ

ます。そのため、公社におきましては平成23年
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度に第３期経営計画を１年前倒しして見直し経

営改善に取り組み、計画的な事業収入の確保に

努める必要があると考えております。なお、さ

きの本会議において申し上げましたとおり、現

在、県では、林業公社の存続、廃止を含めた検

討を行っているところであります。また、プロ

、パー職員の減少と高齢化が進んでおりますので

公社を存続させる場合には、円滑な公社運営と

収益確保を図るため、機動性の高い組織・人員

体制を整備する必要があると考えております。

続きまして、23年度の事業計画について御説

明いたします。恐れ入りますけれども、同じ報

告書の62ページをお開きください。１の基本方

針及び次のページの２の事業計画にありますと

おり、林業公社では、計画的な主間伐の実施や

保育、路網の整備とともに植栽未済地の解消等

に引き続き取り組むこととしておりますが、経

営計画どおりの主間伐収入が得られていない状

況でありますことから、先ほど御説明したとお

り、第３期経営計画の改定を行うこととしてお

ります。

次に、64ページをお開きください。３の収支

予算書でございます。まず、Ⅰの事業活動収支

の部は、表の中ほどの事業活動収支差額にあり

ますようにマイナス１億1,457万円余でありま

す。次に、Ⅱの投資活動収支の部は、表の中ほ

どから下の投資活動収支差額にありますように

マイナス155万円余であります。また、Ⅲの財務

活動収支の部は、表の下から４行目の財務活動

収支差額にありますようにマイナス1,381万円と

なっており、この結果、当期収支差額はマイナ

ス１億2,993万3,000円となり、次期繰越収支差

額は7,018万1,000円となります。

環境森林課からは以上でございます。

財団法人宮崎県環境○福田循環社会推進課長

整備公社について御報告いたします。

まずは委員会資料の７ページをお開きくださ

い。公社は、エコクリーンプラザみやざきの運

、（ ） 、営を通して １ の設立目的にありますように

産業廃棄物や一般廃棄物の処理等の事業を行う

ことによって、本県のすぐれた自然環境の保全

や県民の生活環境の保全等に取り組んでいると

ころであります。

（２）の組織につきましては、①役員は16名

で、副理事長及び理事は県環境森林部長と県央

地区10市町村の長で構成しております。また、

②職員は総務課など４つの課で14名となってお

ります。

次に （３）の基本財産は１億110万円で、そ、

のうち県は45.6％に当たる4,610万円を出捐して

おります。

なお、公社は （４）の特記事項の①にありま、

すように、廃棄物処理法に基づき、公共関与に

よる産業廃棄物処理を行う「廃棄物処理セン

ター」として、平成12年12月に厚生大臣の指定

を受け、②にありますように廃棄物処理施設エ

コクリーンプラザみやざきを整備し 平成17年11、

月から操業を開始しております。

、 、それでは 地方自治法及び県の条例に基づき

公社の経営状況について御報告いたします。

次に 平成23年９月定例県議会提出報告書 県、「 （

が出資している法人等の経営状況について 」）

という資料の65ページをお開きください。ま

ず、22年度の事業報告書について御説明いたし

ます。

１の事業概要でありますが （１）日常の廃棄、

物の円滑かつ適正な処理につきましては 県央10、

市町村の一般廃棄物の広域処理及び県内の産業

。廃棄物の処理を円滑かつ適正に行っております

次に （２）諸課題の解決であります。①の安、



- 17 -

心・安全なシステムの構築につきましては、浸

出水調整池の補強工事に鋭意取り組んだところ

でありますが、水槽の底版等に発生したひび割

れの原因調査とその対策に相応の日数を要した

ことなどから、工期をことし12月末までに延長

することとなったところであります。また、浸

出水処理水対策につきましては、下水道接続の

、ための実施設計や各種手続を完了するとともに

工事費に対する県及び関係市町村の支援のめど

がついたことから 工事発注に向けた準備を行っ、

たところであります。

②の原因のさらなる解明と責任の所在の明確

化につきましては、22年４月に業者に対して損

害賠償請求訴訟を提起するとともに、背任容疑

で告訴した元役職員の不起訴処分に関して検察

審査会に審査申し立てを行いました。審査申し

立てにつきましては、不起訴相当との結果が出

ております。

次に、66ページをお開きください。２の事業

実績につきましては、表に記載しておりますよ

うに、一般廃棄物及び産業廃棄物の処理を行う

とともに、環境学習啓発や温浴施設の管理運営

を行いました。

次に、経営状況等の詳細につきまして御説明

いたします。

同じく報告書の175ページをお開きください。

まず、上段の表、左端に「概要」と記載された

表につきましては、先ほどの委員会資料の説明

と重なりますので割愛させていただきます。

次に、中ほどの表、左端に「県関与の状況」

と記載された表をごらんください。まず、人的

支援の状況でありますが、表の右側 「平成23年、

度（４月１日現在 」をごらんください。一番上）

の行が役員数ですが、役員数は16名で、そのう

ち県職員が１名、県退職者が３名となっており

ます。その３つ下の行が職員数になりますが、

職員数は14名で、そのうち県職員が５名、県退

職者が１名となっております。

次に、人的支援の下、財政支出等のところを

ごらんください。その３列目ですが、22年度は

県委託料として1,360万円、これは環境学習啓発

事業の委託であります。また、県補助金（運営

） 、費補助金 として8,000万円を支出しているほか

その下の「その他の県からの支援等」にありま

すように、浸出水調整池の補強工事などの費用

の貸し付けを行っております。

次に 「県関与の状況」の下、左端に「主な県、

財政支出の内容」と記載された表をごらんくだ

さい。先ほど御説明いたしました①の環境学習

啓発事業や、②の運営費補助金のほかに、23年

度は、③浸出水処理水を宮崎市の公共下水道へ

放流するための公共下水道接続工事費負担

金9,400万6,000円や、④環境学習啓発施設改修

事業として展示施設の改修費補助金1,000万円の

支援を行っております。

、 、 「 」次に ページの下段の表 左端に 実施事業

と記載された表をごらんください。公社では、

産業廃棄物や一般廃棄物の処理などのほかに溶

融スラグの有効活用のための調査研究事業も実

施しております。

次に、その下の活動指標をごらんください。

公社では２つの活動指標を掲げております。①

の産業廃棄物搬入量につきましては、目標値１

万2,199トンに対し実績値は6,778トン、達成率

は55.6％、②の施設見学者数につきましては、

目標値１万1,220人に対し実績値は5,993人、達

成率は53.4％となっております。

次に、次のページ、176ページをお開きくださ

い。上段の表、左端に「財務状況」と記載され

た表をごらんください。表の左側半分に正味財
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産増減計算書、右側半分に貸借対照表をそれぞ

れ記載しております。

まず左側、正味財産増減計算書の22年度の列

をごらんください。１行目の経常収益は、市町

村からの運転委託料や産業廃棄物処理料金収入

などで27億6,785万円、その下の行、経常費用は

施設の運転経費や管理費などで27億7,865万円余

となっておりますので、その下の行にあるとお

り、当期経常増減額はマイナス1,080万円余と

なっております。これに当期経常外増減額を加

味しますと、表の中ほどの行、当期一般正味財

産増減額はマイナス9,070万円余となっておりま

す。また、表の下から４行目になりますが、当

期指定正味財産増額額は、宮崎市や国富町が実

施する周辺環境整備事業への補助金支出などに

よりマイナス9,919万円余となっております。こ

の結果、一番下の行にありますように、22年度

末の正味財産期末残高は11億7,789万円余となっ

ております。

次に、右側の表、貸借対照表の22年度の列を

ごらんください まず １行目の資産は47億1,532。 、

、 、 、万円余となっており その内訳は １つ下の行

、 、流動資産 これは現金預金や未収金などですが

、 、 、これが10億4,365万円余 その下の行 固定資産

これは土地・建物などの不動産や機械装置など

ですが、これが36億7,166万円余となっておりま

す。次に、その下の行、負債は35億3,742万円余

となっており、その内訳は、１つ下の行、流動

負債、これは施設運転委託会社に対する未払い

金や銀行からの短期借入金などですが これが20、

億796万円余、その下の行、固定負債、これは銀

行からの長期借入金などですが、これが15

億2,946万円余となっております。次に、表の中

ほど 正味財産は 資産から負債を差し引いた11、 、

億7,789万円余となっており、その内訳は、１つ

下の行、指定正味財産、これは基本財産と周辺

環境整備基金などですが、これが５億8,204万円

余、その下の行、一般正味財産、これは指定正

味財産を除く正味財産のことですが、これが５

億9,585万円余となっております。

次に、財務状況の下、左端に「財務指標」と

記載された表をごらんください。公社では財務

指標として３つ掲げております。①の自己収入

比率は、目標値8.7％に対し実績値6.4％、達成

率は73.6％、次に②の人件費比率は、目標値4.8

％に対し実績値5.1％、達成率は93.8％、③の自

、 、主事業比率は 目標値7.7％に対し実績値6.0％

達成率は77.9％となっております。

次に、中ほどの表、左端に「直近の県監査の

状況 と記載された表をごらんください 昨年10」 。

月に事務局、11月に委員による監査があり、こ

こに記載しておりますように、設計委託手続の

不備など３点の指摘を受けたところであります

が、これらの指摘に対しては既に是正や改善が

なされているところであります。

最後に、下段の表、左端に「総合評価」と記

載された表をごらんください。表の右側上段に

記載しております県の評価であります。一般廃

棄物の処理は順調に行われておりますが、産業

廃棄物の処理については、昨今の景気停滞に伴

う産業活動の低迷や企業のリサイクル意識の高

まりなどから、搬入量が計画値を大幅に下回っ

ており、今後とも産業廃棄物処理料金収入の確

保のため新規顧客の開拓を図る必要があること

や、運営体制の抜本的な見直しに向けた検討な

どが課題であると指摘し、特に財務内容には厳

しい評価をしております。

次に、また少し戻りまして、同じ報告書の71

ページをお開きください。23年度の事業計画書

について御説明いたします。
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１の事業概要についてでありますが （１）日、

、常の廃棄物の円滑かつ適正処理につきましては

県央地域10市町村の一般廃棄物と産業廃棄物に

ついて、自然環境や生活環境の保全に留意しな

がら、これまで同様に円滑かつ適正な処理を行

うこととしております。

（２）の諸課題の解決につきましては、①安

心・安全なシステムの構築に記載しております

ように、浸出水調整池の補強工事につきまして

は、安心・安全な施設の年内の完成に向けて確

実な施工を進めることとし、また、下水道接続

工事等につきましては、早期着工と本年度内完

成を図ることとしております。なお、下水道接

続工事は既に７月に着工しております。また、

②の原因のさらなる解明と責任の所在の明確化

につきましては、引き続き、業者を相手にした

損害賠償請求の裁判に全力で取り組み、システ

ムの機能不全に係る原因の解明と責任の所在を

追及することとしております。

次に、72ページをお開きください。２の事業

計画についてであります。本年度も、一般廃棄

物や産業廃棄物の処理を円滑かつ適正に行うと

ともに、環境学習啓発事業や温浴施設の管理運

営を行うこととしております。

次に、右側の73ページをごらんください。３

の収支予算書についてであります。まず、事業

活動収支の部ですが、１の事業活動収入として

は、②の補助金等収入29億1,630万円余、④の廃

棄物処理収入１億6,500万円などがあり、表の中

ほど、少し上の行になりますが、事業活動収入

の合計は31億5,100万円余と見込んでおります。

次に、２の事業活動支出としては、①の管理

運営費２億1,039万円余、②の施設運転管理事業

費22億8,809万円余、次のページ、74ページにな

りますが、③の産業廃棄物処理事業費１億1,075

万円余、④の周辺環境整備事業費３億円などが

あり、表の中ほど、少し上の行になりますが、

事業活動収支の合計は29億4,701万円余と見込ん

でおります。この結果、１つ下の行、事業活動

収支差額は２億399万円となっております。

次に、その下、投資活動収支の部につきまし

ては、１の投資活動収入として①にある周辺環

境整備積立金取崩収入、２の投資活動支出とし

て①にある建設仮勘定支出などがあり、投資活

動収支差額はマイナス３億436万円余となってお

ります。

その下、財務活動収支の部につきましては、

１の①にある短期借入金収入、２の①にある短

期借入金返済支出などがあり、表の下から５行

目、財務活動収支差額は４億708万円余となって

おります。

これらの結果、下から３行目、当期収支差額

及び一番下の行、次期繰越収支差額は２億9,934

万円余となっております。

私からの説明は以上であります。

それでは、常任委○水垂山村・木材振興課長

員会資料の８ページをお開きください。社団法

人宮崎県林業労働機械化センターの経営状況等

について御報告いたします。

当センターは （１）設立目的にありますよう、

に、高性能林業機械の共同利用や林業事業体の

雇用管理等の改善、新たに林業に就業しようと

する者への就業支援など、低コスト林業の促進

や林業労働力の確保を目的として平成７年に設

立されております。

会員は （２）にありますように、県、宮崎県、

森林組合連合会及び宮崎県造林素材生産事業協

同組合の３団体により構成されております。

（３）の組織といたしましては、役員８名、

職員１名であります。



- 20 -

出資の状況は （４）にありますように、総額、

が900万円で、このうち県が400万円を出捐し、

その比率は44.4％であります。

（５）の特記事項にありますように、当セン

ターは、林業労働力の確保の促進に関する法律

、「 」に基づきまして 林業労働力確保支援センター

。として平成８年に知事の指定を受けております

なお、当センターが行っております林業にか

かわる相談・指導業務や高性能林業機械の共同

利用等の業務は、この法律に基づく業務であり

ます。

次に、報告書の179ページをお開きください。

当センターは、地方自治法第243条の３第２項に

は該当いたしませんので、出資法人等経営評価

報告書により経営状況等の詳細を御説明いたし

ます。

一番上の枠「概要」につきましては、先ほど

の委員会資料の内容と重複いたしますので省略

いたします。

次に、その下の枠「県関与の状況」でありま

すが、人的支援といたしましては、平成23年度

にありますように、役員数は８名で、このうち

県職員は非常勤の副理事長として１名、また県

退職者が非常勤の理事長と常勤の専務理事２名

となっております。

その下の財政支出等につきましては、平成22

年度の欄にありますように 委託料が989万1,000、

、 、 、円 補助金が463万円でありまして その内容は

その下の枠「主な県財政支出の内容」にありま

すように①から④までの４事業でございます。

①の事業は新規就業を希望する人たちへの相

談・指導等を行うもの、②は林業に必要な資格

等の取得を行うもの、③は就業相談会の開催等

を行うもの、そして④は高校生を対象とした林

業体験研修を行うものでございます。

「 」 、（ ）その下の枠 実施事業 につきましては １

の林業にかかわる相談・指導業務から （６）の、

林業機械の共同利用事業まで６つの事業を実施

しております。

その下「活動指標」としては、一つには、①

の相談件数及び職業講習会・研修会等参加者数

を挙げておりまして、目標700人に対し、平成22

年度の実績は704人であります。また２つ目に、

②の共同利用機械実働平均稼働月数を挙げてお

りまして、目標６カ月に対し、平成22年度の実

績は8.0カ月となったところであり、いずれの指

標も目標を達成しております。

その下「指標の設定に関する留意事項」でご

ざいますが、①の相談件数等につきましては、

就業者を雇用する事業体への指導強化のための

指標として設定し、②の共同利用機械につきま

しては、高性能林業機械の共同利用に当たって

経営上必要な稼働月数を目標として設定してお

ります。

次に、180ページをお開きください。財務状況

についてであります。左半分の表の正味財産増

減計算書の22年度の状況でありますが 上から10、

行目の当期一般正味財産増減額として2,028

万1,000円を計上しております。また、その３行

下の当期指定正味財産増減額として2,7 3 2

万2,000円を計上しており、この結果、財務状況

の一番下、正味財産期末残高は１億262万7,000

円となったところであります。

なお、当期指定正味財産増減額2,732万2,000

円のところが20年度と21年度がゼロとなってお

りますが、これは、１つ下の枠「直近の県監査

の状況」にありますとおり、貸借対照表の資産

の計上額が21年度までは誤って計上されていた

との注意を受けまして、22年度決算において適

正に処理した結果でございます。
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次に、財務状況の右半分の表であります。貸

借対照表の22年度の状況でありますが、上から

２行目の資産につきましては、流動資産と固定

、資産を合わせまして１億2,023万7,000円であり

その下の負債につきましては、流動負債と固定

負債を合わせまして1,761万円となっておりま

す。資産から負債を差し引いた正味財産は１

億262万7,000円となっております。

その下の表、財務指標につきましては、①の

自己収入比率を挙げておりまして、目標50％に

対し22年度の実績は63.7％と、目標を達成した

ところであります。

最後に、総合評価でありますが、枠内の右側

の県の評価の１つ目のポツにありますように、

平成22年度を初年度とする経営計画は初年度の

目標を達成しております。また、４つ目のポツ

にありますように、財務関係では県関与の割合

が低くなり自立性が高まっていること、また、

活動指標や財務指標については目標値を上回る

実績を上げていることを評価しております。

説明は以上であります。

ありがとうございました。報告○田口委員長

事項に関する執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はございませんか。

林業公社の関係ですが、何回も委○福田委員

員会で説明を受け、また本会議でもそれぞれの

議員の皆さんが質問をされまして、回答がなさ

れておりましたが、その後、方針がどうなるの

か確信持てないんですが、私ども議員がいろん

な判断をする段階でいろいろお話を聞いており

ますが、方針をしっかり県としてお示しになら

ないと、他力本願的な第三者の委員会とか研究

会で聴取された意見、内容をもとに私ども議員

に説明をされるのはどうかなという気がするん

です。丁寧に説明を事前にいただいたというこ

とで感謝をするのが本当かもしれませんが、正

直言いまして、私は、長い間県政の重要事項を

見てきまして、最終的にはやっぱりトップ、林

業関係、皆さん方がそれになるわけであります

が、その決断が大きなウエートを占めなくては

いけないと考えております。どこどこの先生が

とか、どういう専門家がとかいう言葉で私ども

に説明を受けましても、長い間同じようなこと

を御説明を賜っておりますから、私はどうかな

という気持ちがいたしておりまして、せんだっ

て説明を受けたときも 「それではもう、いわゆ、

る存続・廃止という問題は、存続の方向にハン

ドルを切られるんですね」ということで念を押

したんですが、そういう判断を私どもがせざる

を得ないような説明の仕方というのはどうかな

と思うんです。

部長、本会議の我が会派の中野議員の代表質

問、そしてその後、皆さん方がお示しになった

、 、研究会の報告書をあわせて 私は白紙ですから

ぜひ部長のトップとしての本当の考えをお聞き

したい。特別な大きな項目、数字を指摘するわ

けでもありません。そこをお聞きしたい。

今回は、後ほどその他の○加藤環境森林部長

報告のところで、公社につきまして研究会から

。 、の提言を一応説明させていただきます これは

今、委員のおっしゃったように専門家の意見と

して報告を受けましたので、それをきょうは御

説明させていただきます。この提言を踏まえま

して、県としての考え方を内部で慎重に検討い

たしまして、その検討結果について、また改め

て説明、御報告させていただきたいと考えてお

ります。

後から説明いただくようでありま○福田委員

すが、私は、きょう報告を受けた数字、バラン

スシートの見方はいろいろあると思います。私
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は議員になってからこの数字をずっと追い続け

てきましたが、私が議員に初当選してから負債

が100数十億ふているんです。１回も好転をした

ことはないんです。私ども期待感を持っていま

した。いつかは材価が復帰をして必ず累積欠損

金は解消するという自信を共有していましたか

ら、もう少し見守ろうということで来ました。

数字を見ますと、短期間 短期間というの―

は５年とか10年という感じで私は思っているん

ですが、そういう状況は無理だろうなという感

じをしていますし、先回の委員会でもお尋ねを

しましたが、借り入れの数字にしましても県以

外の金融機関に対する利息の減免等についても

余り動かれた形跡はないんではないかなという

気がします。私は過去の委員会でそういう質問

を何回かしているんですが、そのときいつもこ

ういう答弁をいただきました 「特に公的な金融。

機関、当時の農林漁業金融公庫（現政策銀行）

等から借りたお金を一たん 余裕資金があっ―

たとき低利息でしたから 繰り上げ償還をす―

ると後の借り入れができないから、高利率の利

息等についても借り入れを継続しなくてはいけ

」、 。 、ない こういうような表現がありました 私も

福祉法人等で公的な医療公庫から借り入れをし

。ている責任者の一人ですからよくわかるんです

、 。 、しかし そこは交渉のしようだと思います 今

社会的な目が全国的に林業公社に向いているわ

けですから、その辺は公的な金融機関等につい

。 、てもそんなに抵抗はないんではないか むしろ

破産をしバンクラプトやるよりも、利息の減免

、 、等に応じて 皆さん方が存続を志向されるなら

それに向かって金融機関は今の金融情勢から協

力するものだと思いますが、圧倒的に県のやつ

を無利息にしていますから、後の影響は小さい

とおっしゃればそれまでですが、私はその姿勢

がこれからの皆さん方の林業公社の対応につな

がっていくんではないかと考えております。こ

の辺、林務部長は新しいですから責めちゃいか

んと思いますが、過去どうでしたか、そういう

のは。全然私はそういう経過がないと見ている

んです。一例ですけどね。

利息の軽減措置につい○金丸環境森林部次長

てのお話ですが、林業公社の問題については、

結構長い歴史がある中で 平成17年度から平成19、

年度までを集中改革期間としまして、そのとき

に３年間かけてかなり検討しております。その

検討の中の一つとしまして、現在の日本政策金

融公庫から借り入れている利息の軽減について

かなりの努力をしておりまして、全体で７億円

程度の利息軽減の実績を上げているということ

は一つございます。今、委員からほとんど努力

がないんではないかというお話がありましたの

で、一応それについては御紹介しておきたいと

思います。

ただ、今、福田委員おっしゃるように、今も

なお借入金の中には利率の高いものも確かに

残っております。６％台とか５％台というのも

残っておりますので、これらについてはいろん

な方々に相談しながら、今後、おっしゃるよう

な努力を一生懸命してまいりたいと考えており

ます。

かつて高金利時代は、公的な金融○福田委員

機関からの借り入れは非常に大事であったと思

います。私ども民間においてもそういうことを

いろいろ工夫をしてきました。しかし今、ゼロ

金利時代で、民間の貸し付け利率が１％ないし

１％を切るような状況の中で、依然として高利

率の借入金が残っているというのはやっぱりお

かしいと思います。

さらに、バランスシートをどういうふうに理
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解されるかわかりませんが、民間の企業から見

ますと、これは債務超過で完全な破産企業にな

るんです。しかし、行政、公的機関ですから、

民間の金融機関もそこまで踏み込まない。しか

も一番の貸付先が行政そのものですから、ここ

が動かない限り民間の金融機関は動かないんで

。 。す 損失補償契約も結ばれていますからですね

だから、みずからが動かない限り、金融機関か

らも存続か廃止という問題は起こってこないと

思います。だからこれは県自身の問題、林業公

社の問題ではありません。県自身がどう判断さ

れるか、ここに来ていると思います。議会も何

、 、も責任を回避するわけではありませんが 過去

温存についてもそれなりに議決をしてきている

わけですから。そこを今回は、もう一回精査を

して私どもにお示しいただく時期にもう来たん

ではないか、だれしもこの数字を見ますとその

ように考えると思います。もう一回その辺、中

野議員に本会議場で答えられたことはかなり重

みのある答弁だと見ていますが、どういう気持

ちで答弁されたのか、林務部長お聞かせ願いた

い。

19年度に計画を立てまし○加藤環境森林部長

て、これまで公社並びに県としましてもいろい

ろな努力はしてきたところでございますけれど

も、端的に言いますと、木材価格の低迷により

まして、３年後において今のような状態になっ

ております それで 先ほどから委員からもおっ。 、

しゃっていますように、県としてどうするのか

ということでございますので、先ほども御説明

いたしましたとおり、民間等の各方面の方の意

見もいただいて、そして議会のほうにも説明し

た上で、県としてどうするのかということを慎

重に検討して、また御報告させていただきたい

と思っております。

本件についてはいろいろ検討して○中野委員

再度出すということですから、それで。

要望しておきます。例えば178ページ、22年度

の財務状況がありますが、聞きたいのは、固定

資産は立木だけでいいんですか、中身。

ここに○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

あります平成22年度の380億の大きなものは、長

期借入金の……。

固定資産、349億。○中野委員

森林勘○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

定の349億円になります。

森林勘定の中身を言ってくれんと○中野委員

わからん。

森林勘○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

定は、これまで公社が植栽とか保育とかずっと

やってきた経費を、伐採するまでは収益が確保

できませんので、それまで森林勘定という資産

勘定にストックしているということでございま

す。

もう一つ、分収林としての杉は、○中野委員

勘定は何で上がるんですか。杉の単価、現在の

杉の資産額。

森林勘○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

定の評価ということでございましょうか。

今植わっておる杉の評価はどうな○中野委員

るわけ。この決算上では。

いろん○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

な資産の評価の仕方があるんですけれども、林

業公社が自主的に全国の林業公社と２年前ぐら

いから評価の基準を研究してきました。そのと

きの試算では約280億というような試算評価の数

字があります。

普通、民間の損益で考えれば、投○中野委員

下資本に対して物が大きくなってくるわけで

しょう。本当はその資産というのも出てこんと
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おかしいわけですよね。

今、分収林の杉の所有権はどうなっているん

ですか。

、○福満みやざきの森林づくり推進室長 これは
も り

地上権として公社が所有しております。上物を

地上権設定して分収契約を結んでいるというこ

とです。

、 、○中野委員 こういう資産評価 損益の中には

、 。 、現在の杉 これだけ投下資本があって…… 今

高千穂辺の人に聞いたら、１ヘクタール30万で

もとにかく買い手もいないというような話だっ

たから、その辺の資産評価はどれぐらいあるの

か。今、投資経費しか出ていないけど、杉の現

況を見ないといかんのかなと思います。

もう一つ。私はこの事業はだれがいいとか悪

。 、 、いとかいう話じゃないと思う 結局 戦後45年

全国で分収林制度をやって、そのころはみんな

杉材で家をつくるのが普通です。そのときに不

燃材とかツーバイフォーとかあったわけじゃな

。 、 、い これは基本だけど 何ぶ専門家を集めても

物の値段というのは需要と供給で決まるわけで

す。そこを幾らしても、時の流れと一緒で、売

れない。それに杉材を使ってくださいといって

その補助金も出ているわけだから、貸付金以外

に。この中で、今後もどんどん補助事業も入れ

、 、てやりなさいと言っているけど 造林とか伐採

間伐材を切ったりするのには県の補助金出てま

すよね。

保育も○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

あるんですけれども、間伐とかの補助事業を導

入しています。その補助事業には、国庫補助だ

けではなくて県の上乗せも入ってございます。

今度検討するときには、今、我々○中野委員

は貸付金だけ言っておるけど、貸付金プラス補

助事業でも販売促進とか出しているわけです。

こんな世界はないですよ。マンゴーが売れない

からといって、マンゴー買ったら何ぶかあげま

すからマンゴー買ってくださいと、農産物はな

い。こんな政策があるのは杉だけだ、極端な言

い方すると。そういう金も入れて今後の計画は

ちゃんとしてもらわんといかんと思います。

、 、 、それと 資料２の８ページ 経営改善の方向

いつもこれが出てくる 「災害発生頻度の低い県。

土の保全等森林の公益的機能の発揮や森林整備

に伴う山村地域の雇用創出に寄与して 、これは」

もうだれでもわかっておるわけでね。機能とい

うのは、国土保全とか多面的機能とか公益性と

か言っているけど、もともと杉を植えなかった

。ら自然林でそれ以上の公益性があったはずです

それを政策的に杉に変えてきたからこういうこ

とが今言えるだけで、要は失敗策がそういう結

果を生んでいるという話。私は、自然林に返せ

ばまだこれ以上の国土保全とか公的機能という

のは出てくると思うんです。私はそんな考え方

はおかしいなと思って 「伐採跡地造林の受託な、

」 、どに積極的に取り組むよう検討していく とか

、 、結局 また県の補助金とって事業をやりなさい

。貸付金以上にまだ補助金をとって入れましょう

こんな抜本的経営改善、改革という考え方はな

いと思う。要は今後を見込んで、みんな２～３

年したらかわるけど、無責任じゃなくて、しっ

かりそこ辺も考えて……。また次回でしょうけ

ど、一応要望しておきます。

要望書類、借入先と金利の高い部○坂口委員

分だけでもいいんですけど、借りかえの問題が

ずっとなって、国のほうも５％ぐらいを基準に

繰り上げ償還いいですよというので、県債とか

すべて含めて例外的にやったことがあったです

ね。今聞いていると５％、６％がまだあると言

われるから、高い金利の部分、どこからどれだ
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け借り入れているのかというのを、午後の委員

会で資料として。

暫時休憩します。○田口委員長

午後０時２分休憩

午後１時１分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

引き続き、質疑はございませんか。

まず、さっきの金利の問題です。○坂口委員

今、例えば臨時財政対策債なんかでも、財政需

要額決定のときの基準金利でさえ２％ぐらいだ

と思うんです。本県が運用する実際の金利は、

宮銀あたりの引き受けでも20年もので１％ぐら

いのものだと思うんです。算定のときの金利よ

りも安く運用しているというのが各自治体の実

態で、ましてや政府系金融機関あたりに出して

いる財政対策債なんていうのは１％を割るぐら

い、これが公的金融機関の実態。民間金融機関

もそれなんですよね。保証されている債権です

から。政府系金融機関、６％なんていったら高

利貸しより悪い金利です。先ほどのように、こ

れを繰り上げ償還したら次の必要な金を貸さな

いよなんていう、そんなばかはないと思うんで

す。だから、やっぱり福田委員が言われるよう

に、そこのところへの努力は徹底してやってい

くべきではないかということが一つ。今までそ

こらが欠けていたんじゃないのか、姿勢の問題

として。ぜひそこらは強く取り組んでほしい。

それで、お尋ねなんですけど、ここに研究会

から、やっぱりこういうことだから今後も公社

を存続させるほうが一番賢い選択じゃないんで

しょうかという提案が上がってきているんです

けど、そもそも公社を残すか残さないかという

のを、県の財政負担という損得で判断していく

ことができるのかできないのか。今、公社を廃

止したほうがいいですよ、県民負担はそのほう

が軽く済みますよということになったら、本当

に公社を解散するのかどうかということです。

どうなんですか、こういう協議をずっとやって

いって、よし公社をなくそうとか、県有林化を

していこうという選択があり得るんですか、そ

のほうが得となっても まだここは入ってい―

ない。答弁は後からでいいです。

57ページの貸借対照表ですけれど○押川委員

も、問題になっております長期借り入れ、339億

円の内訳を再度教えてください。市中銀行はわ

かるんですけれども、市中銀行ではなくて、339

億は県は幾らになりますか。市中銀行は、この

資料でいくと67億7,900万ですよね。339億の中

。からこれを引いた残りは全部県でいいんですか

、○福満みやざきの森林づくり推進室長 それと
も り

上のほうにあります日本政策金融公庫が60億ほ

どございます。残りの211億が県の貸し付けとい

うことになります。

これで一番問題なのは、返済する○押川委員

。金額がどのくらいになるかということですよね

これが存続でもやめられても、県の分の211億は

別としても、金融機関から別のものを含んだと

きの残高約117億はどうするのかということで

す。その考え方をお聞きしたいということで、

今質問しています。

県の貸○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

し付け以外の外部資金の残高が117億円というこ

とでございます。将来にわたって発生するであ

ろう金利を17～18億と今のところ見込んでござ

います。単年度で申し上げますと、22年度が２

億5,800万ほどの利子を返済しているということ

になります。

本日の資料に載っていますけれど○押川委員

も 339億全額 県が市中銀行あたりに返済をやっ、 、
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ていかなくちゃならないという事態は発生しま

せんか。最悪の場合。

現在、○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

単年度の計画といたしましては、約12億の県の

貸し付けを毎年度公社に行っております。その

内訳としましては、市中銀行と公庫資金の償還

財源に充てております。それを今のところは毎

年度無利子の貸し付けで補って利子の負担軽減

につなげていることになります。

今のところは償還がなされている○押川委員

ということでいいんですか。

今のと○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

ころ償還は毎年約定どおり行っているというこ

とでございます。

175ページの県の環境整備公社、こ○福田委員

の中で産業廃棄物の搬入量の関係が記載されて

います。私は当初、スタート時点で、県が環境

整備公社に関与する一つの大きな要因が産廃に

あったと思うんです。産廃がなければ市町村が

単独でやってもいいと思っていたんですが、産

、業廃棄物の処理の大きな役目がありましたから

県としては中心的になって公社を設立し施設を

つくっていったわけです。176ページに県の評価

。の中でそこを危惧することが書いてございます

今、実態経済が縮小均衡の中にありまして、一

方では県の公社と産廃の処理で競合する民間の

施設もあります。語弊がありますかね、産廃の

奪い合いのような格好になるんです。半分ぐら

いの稼働ですから、もう少し対策を講じないと

将来の運営にかなり厳しいなという感じがする

んですが、その辺はどういうふうにお考えでご

ざいますか。

委員おっしゃるとお○福田循環社会推進課長

り、活動指標に対して55.数％という達成率に

なっております。22年度の１万2,199トンという

目標値は、エコクリーンプラザの整備計画を立

てる時点で将来の搬入量ということで立てた計

画がございました。それに基づいて整備をして

きたわけですけれども そのときには おっしゃ、 、

るように民間の産業廃棄物処理施設も今のよう

にはできていなかった状況の中で立てられた計

画の目標値が、そのまま目標として立てられた

というところがございまして、結果的に実際の

搬入量が、景気の低迷や大企業のリサイクル意

識の高揚などで少なくなってきているというこ

とで、目標値と実績値の乖離が出てきていると

ころであります。

しかしながら、おっしゃるように公社の安定

的な経営のためには座して待っているわけには

いきませんので、県のほうからも指導してハッ

パをかけまして、今年度は200社程度に営業をか

けて、大きな企業から大口は取れなくても、小

口でもいいです、たくさんの企業から取って、

それを積み重ねて100トンでも200トンでも上積

みをして少しでも収支を改善していくような方

向に持っていくということで公社も努力をして

おりますので、そこに期待をしているところで

あります。

かつて例の公社の浸出漏れ等で大○福田委員

騒ぎになったときに、市と県の責任のなすり合

いが発生しました。そのとき議会でも何人かの

方がお話しになりましたが、産廃の問題がなけ

れば宮崎市が単独でやっておっていいというこ

とですよね。私は、１回お聞きしたと思います

が、宮崎市が90数％ですから、当時の市長から

地元県議に対して意見を求められました。私は

そのとき、当時の市長にストレートに聞いたん

です 「どうですか市長、もうこの際、そんな責。

任のなすり合いをするよりも、市のやつを圧倒

的に処理している施設だから、市で責任持って
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」 。運営されたら ということもお話ししたんです

、 、そこで 産廃の量が少ないということになれば

県が関与する理由が非常に薄れてくるんです。

むしろ県としては、その中心的な処理をしてい

る市にすべてを任せて責任を持ってもらったほ

うがいいんです。こういうなすり合いなんかせ

んでいいですから。その辺からも、私はこの産

廃の確保というのは大事だと思います。民間と

比べて処理施設が非常にグレードが高いですか

ら、努力をして100％稼働しないともったいない

と感じます。

おっしゃるように、○福田循環社会推進課長

今、エコクリーンプラザで処理をしているごみ

の一般廃棄物と産業廃棄物の割合というのは 96、

％が一般廃棄物、４％程度が産業廃棄物という

ふうになっています。さらに全体の８割程度は

、宮崎市の一般廃棄物という実態がありますので

このことについては外部調査委員会の報告の中

でも、実態を踏まえた抜本的な運営体制の見直

、しをしなさいという指摘も受けておりますので

今年度あたりまではエコクリーンプラザ問題と

いうものが大きな課題としてありました。これ

の見通しがほぼ立ってきた状況ですので、次の

テーマとしては、エコクリーンプラザが産廃を

扱っているわけですけれども、一方で営業努力

をしながらも、産廃の取り扱いについてどうす

るかも含めて抜本的な検討を始める時期に来て

いるというふうには思っております。

ちょっと教えてください。58ペー○中野委員

ジ、経常費用のうちの費用が２億9,500万、その

うち植栽費というのが１億5,400万入っているん

です。これは、分収林契約した、そして切った

後に植栽しておるわけですか。

この植○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

栽費というのは、再分収造林ではなくて、先ほ

ど来御説明しましたけど、植栽未済地対策の中

で所有者から施業受託を受けて実施した造林事

業の分でございます。

これは分収林とは関係ない話。○中野委員

分収林○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

事業ではございません。

林業公社の中の事業収益を見ると○中野委員

植栽費が１億5,400万とか出ているけど、これは

。 。受託事業…… これはもうかっているんですか

森林施○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

業受託事業会計だけを見てみますと、収入が２

億4,000万、支出が２億3,900万余りということ

で 収支としては74万ほど公社に収益として残っ、

ております。

その70万というのは、上の経常収○中野委員

益のところではどこに上がってきているんです

か。

森林施○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

業受託事業の収入の分につきましては、補助金

収入が一番多うございまして （１）の③受取補、

助金の受取造林補助金というのがございますけ

れども、この２億3,300万のうちの約２億ほど、

施業受託に係る補助金収入、これが一番大きゅ

うございます。

ほかに質疑はありませんか。○田口委員長

その他の報告事項に移ってよろしいですか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは次に、その他の報告事○田口委員長

項に関する説明を求めます。

それでは、常任委員会資○山内環境森林課長

料９ページをお願いいたします 「みやざき県民。

の住みよい環境の保全等に関する条例」の一部

改正についてであります。

、（ ） 、 、まず １ の改正の目的でありますが 現在

この条例では、一定量以上の温室効果ガスを排
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出する事業者に対し排出抑制計画書等の提出を

義務づけておりますけれども、今回の改正は、

産業部門に加え、業務及び運輸部門での取り組

みを強化し、着実に温室効果ガス排出量を削減

することを目的とするものであります。

（２）の経緯でありますが、ことし３月に環

境審議会に諮問しまして、その後、事業者、関

係団体への説明会等を開催し、そのときいただ

いた意見を踏まえて、７月には条例改正検討専

門部会での２回にわたる審議がなされ、また、

条例の一部改正に係る素案について、７月の常

任委員会で説明をさせていただいたところであ

ります。その後、８月末には、答申案を環境審

議会で審議いただきまして、このたび （３）の、

とおり答申がなされたところです。本日は、そ

の概要について報告いたします。

①の見直しの概要でありますが、１）のとお

り、新たに、コンビニエンスストアなどの連鎖

化事業者や運輸事業者へも対象を拡大すること

としております。

お手数ですけれども、１枚めくっていただい

、 。て 11ページをごらんいただきたいと思います

これは条例の対象となる事業者の基準を示した

ものであります。上段が現行の基準、下のほう

。 、（ ）が改正案であります 改正案の上から２つ 改

Ａ （新）Ｂとあるところですけれども、この対、

象となる事業者の基準は、エネルギー使用量の

合計が1,500キロリットル以上、その下の（改）

Ｃというところですけれども、これについては

エネルギー起源ＣＯ 以外の温室効果ガス3,000２

トン以上を対象事業者としております。これら

は、省エネ法とか温暖化対策の温対法と言って

おりますが、これの法令と整合性を持たせた基

準としております。その下の（新）Ｄとある運

輸事業者については、県独自の基準として、ト

ラック バスはそれぞれ35台以上 タクシーは70、 、

台以上、加えて、トラック、バスなど２種類以

上所有している事業者の方については、係数を

乗じて得た数値の合計が35以上と設定をしてい

るところであります。

基準については、簡単ですけど以上でありま

す。

申しわけないんですが、もう一度戻っていた

だきまして、10ページをごらんいただきたいと

思います。事業者の拡大以外のその他の見直し

項目についてであります ２ の提出された 計。 ） 「

画書」及び「報告書」を県のホームページで公

表すること。その下の３）の温室効果ガス排出

削減目標を達成する手段として、森林の整備・

保全に伴うＣＯ 吸収量などの環境価値を活用２

すること。４）の勧告に従わなかった場合の事

業者の公表、この４点が改正の主な内容であり

ます。

今回の答申では、特に、②その他のところで

すが、条例の運用に当たって配慮すべき事項に

ついて、環境審議会のほうから要請があったと

ころであります。まず、１）条例の見直しの内

容について、わかりやすく県民及び事業者の方

に周知をすること。次に２）としまして、事業

者に対し、必要な情報をきめ細かに提供すると

ともに、事業者の取り組みを引き出すような仕

。 、 ） 、組みを検討すること 最後に ３ としまして

取り組みの推進に当たって、事業者が過度な負

担を強いられることのないよう配慮することで

あります。今後、この答申に基づきまして条例

案を作成し、11月議会に議案を提出させていた

だきたいと考えております。

なお、詳細な報告書については、資料１とし

て添付をしておりますけれども、この内容は７

月の常任委員会で説明いたしました内容とほと
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んど変更ありませんので、申しわけないんです

けど、説明は省略をさせていただきます。また

後ほどごらんいただきたいと思います。

説明は以上であります。

続きま○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

して、常任委員会資料の12ページをお開きくだ

さい。社団法人宮崎県林業公社についてであり

ます。

まず （１）の林業公社の今後のあり方に関す、

る検討状況についてであります。公社は、19年

度に策定した第３期経営計画どおりの事業収入

が確保できていないことから、２段目にありま

すように、県では、公社のあり方を含む経営計

画の見直しを検討するため、本年４月に、学識

経験者等で構成する宮崎県林業公社改革研究会

を設置しました。今般、研究会から県への提言

がなされましたので、その内容を御報告するも

のです。

（２）の今後の検討スケジュールですが、本

日の研究会の提言の御報告や今議会での本会議

での御意見を踏まえるとともに、この常任委員

会での委員の皆様方の御意見をお聞きしたいと

考えております。そのような手順を踏んだ上

で、10月以降に公社のあり方に関する県執行部

における方針案を決定し、11月以降に県方針案

を県議会に御説明したいと考えております。

恐れ入りますが、説明は別添の資料２の「林

業公社のあり方に関する意見とりまとめ」で行

わせていただきたいと存じます。

１ページをお開きください。１のはじめにで

あります 林業公社のあり方については 平成19。 、

年３月に林業公社基本問題等研究会において、

県あるいは県民の負担を最小限に抑制、国等の

支援措置が最大限活用可能、分収林を最も効率

的に管理・運営できる形態という３つのポイン

トを総合的に勘案し、この段落の下から２行目

にありますように、公社が 「森林管理の公的担、

い手としての役割を果たすことを前提に、その

機能を充実、強化しながら公社を存続させる」

との提言がなされております。

次に、２ページをごらんください。２の林業

公社経営の現状であります （１）は本県公社の。

特徴及び第３期経営計画と実績の乖離について

の記述であります。公社が管理します１万473ヘ

クタールのうち、上から３行目にありますよう

に、杉の67％、ヒノキの32％は標準伐期齢に達

するなど、収穫を伴う間伐や主伐対象の森林が

大半を占め、平成16年度からは本格的な主伐が

開始されております。

表の１には、20年度から22年度までの主伐等

の収入や年度末資金残高などの計画と実績を対

比してまとめてあります。左上網かけの区分の

下の主伐の欄で、上の面積の行から３行目の売

上収入の一番右端のＨ20～Ｈ22合計の欄をごら

んください 計画では11億4,164万2,000円となっ。

ておりましたが、実績は７億1,120万8,000円と

約４億3,000万円の減収となっています。特に22

年度末では、一番下の行の年度末資金残高をご

らんいただきますと、４億841万7,000円の計画

に対し、２億7,545万7,000円と減少しておりま

す。

３ページをお開きください （２）計画と実績。

における主伐収入乖離の要因であります 平成20。

年度から22年度における主伐の売上収入の約４

億3,000万円の収入減の要因としましては、①木

材価格低迷による影響が約70％、②収穫材積が

計画どおり得られていないことによる影響が

。 、約30％と考えられます ①の木材価格低迷では

世界同時不況などによる市場の変動によるもの

と、計画策定時よりも運搬コストが大きく、条
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件の不利な森林の伐採が多かったことにより、

売り払い価格が低かったことも原因と分析して

おります。これらの条件不利地域は、路網整備

しながら長伐期施業による収穫を計画していま

したが、所有者の意向もあり、早期に伐採せざ

るを得ない団地が多かったようでございます。

②の収穫材積が計画どおり得られていない要因

も、当初計画していなかった成長の悪い奥地の

伐採を行わざるを得なかったことによるものと

考えられます。

次に （３）資金残高の見通しであります。第、

３期経営計画では、長期借入金の償還を県の無

利子貸付金だけでなく公社の自主財源で賄うこ

ととなっております。しかし、一番下の段落の

「なお」書きにありますように、平成24年度以

降の経営収支の試算に当たりましては （２）で、

述べましたとおり、計画と実績の乖離の要因が

木材価格及び収穫材積の違いによるものであり

ますことから、木材価格については、これまで

で過去最低であった平成21年度の県森連の原木

市場の木材価格や、20年度から22年度の公社の

公売実績に基づいた収穫材積を用いて試算して

おります。

ここで、木材価格の説明をさせていただきま

す。恐れ入りますけれども、資料の12ページを

お開きください。附表の２に、県森連の杉の共

販実績や５カ年及び３カ年平均と最低価格

（Ｈ21）の３種類をお示ししております。研究

会でいただきました「厳しい条件で試算を行う

べき」との意見を踏まえ、今回の試算では右端

の最低価格を採用しております。例えば、Ａ材

の16～22センチでは１万1,429円を採用してござ

います。

13ページをお開きください。附表の３に同じ

くヒノキの価格を示しておりますが、ヒノキに

つきましても杉と同様、右端の最低価格を適用

しております。

、 。次に 14ページの附表の４をごらんください

収穫材積は、このような５年ごとの齢級別の蓄

積区分で材積を算出してございます。

15ページ以降には、このほかの収支を試算す

る際の基礎といたしました丸太の利用率や素材

生産経費等を19ページまで載せておりますが、

今回の試算にはこのようにさまざまな要因を加

味したところでございます。

恐れ入ります、４ページに戻っていただきた

いと存じます。表３の年度末資金残高等の計画

及び実績見込みをごらんください。これは、た

だいま御説明いたしましたように、これまでの

最低価格を採用するなど厳しい条件のもとで、

さらに現在考えられる細かな要因を含めた試算

をした結果でございます。表３にあるように、

平成23年度末の資金残高は、上段の計画４億800

万円であったものが１億600万円まで減少する見

込みで、さらに、このまま推移しますと24年度

末には8,000万円の資金不足が生じ、公社の運営

ができなくなることが見込まれます。

なお、一番下の行の年度末資金残高の24年度

以降の見込みにつきましては、７月20日の閉会

中常任委員会よりも少し下がっておりますこと

を御容認いただきたいと存じます。これは、先

ほど来御説明したように、研究会での「より厳

」 、しい試算を行うべき との意見を受けてまして

材積の見込みを厳しい条件で見直したことによ

るものでございます。

次に （４）の平成80年度までの長期収支の見、

通しであります。平成19年度の長期収支の試算

では、２行目にありますように14年度から18年

度までの公社の公売実績に応じた立木価格の平

均値で試算しておりましたが、今回、過去最低
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の平成21年度の木材価格と実績に応じた収穫材

積で試算したところ、次の段落にありますよう

に、平成80年度の公社の最終収支は約205億円の

赤字となっております。しかしながら、３段落

目にありますように、公社設立の昭和42年度か

らこれまでの44年間に木材価格が大きく変動し

ていることを考えても、今後60年間の木材価格

。の変動を正確に予測するのは至難でございます

そのような中で、木材価格を一定額に固定した

上で超長期の試算として得られた数字は極めて

不確実なものでありますので、冷静に見る必要

があるとの意見を研究会からいただいておりま

す。

次に、５ページをお開きください。こうした

超長期の見通しは現実的でなく、むしろ短期の

試算が必要であるとの研究会の意見を受けまし

て、３林業公社の存廃に係る平成24年度以降の

県財政収支の試算をいたしたところでございま

す。平成24年度から29年度の県財政収支を改め

。てより正確に検証するための試算でございます

その試算結果を表４の今後の県財政収支とし

てまとめております。中央の試算１では、価格

は過去最低価格であった平成21年度の木材価格

を使用し、公社を存続した場合と公社を廃止し

て県営林化した場合を対比しております。試算

２は、実績であります14年度から18年度の公社

公売平均価格による同様の試算でございます。

なお、収穫材積については、いずれの試算にお

いても20年度から22年度の公社の公売実績に基

づいた収穫材積を用いております。表の上段の

①には、24年度から29年度までの６年間に県の

歳入として見込める額を、下段の②には、逆に

県の歳出が必要な６年分の額を計上しておりま

す。

試算１の公社存続の場合の県の歳入と歳出で

ございます。まず、県の歳入として見込める額

は、これまでの県からの貸付金に対する償還額

が24年度から29年度までの６年分で９億円を計

上しております。なお、６ページには表４の試

算内容を解説してございますので、参考にして

いただきたいと思います。

もとの表４にお戻りいただきまして、次に、

貸付金償還額９億円の２つ下の行に括弧書き

、で10億円とありますのは国からの特別交付税で

年度末における県の無利子貸し付け残高に対し

まして年度ごとに交付される一定の財政支援額

の６年分でございます。

また、表の中ほど、②の公社営林に係る今後

の県歳出は、公庫等の長期借入金に係る償還額

を県の貸付金で賄っておりますことから、29年

度までの必要額として69億円を見込んでおり、

また、県の派遣職員を現行の２名分をそのまま

維持する費用として人件費１億円を計上してお

ります。この結果、平成29年度までの６年間の

。県財政収支はマイナス61億円となっております

その下の参考には、平成80年度まで見通した

試算を示しております。公社存続した場合の24

年度から80年度までの県財政収支はプラス９億

円、無利子貸し付け残高に対する特別交付税を

見込んだ場合は、括弧書きの106億円になるとの

試算結果となっております。

現在の公社経営の現状から、24年度以降とは

いえ、なぜプラスになるのかということにつき

ましては、表の枠外の（注４）にありますよう

に、今後、立木の成長による材積の増加に伴う

販売増益があり、県貸付金への償還の増加が見

込めること、また償還額自体も減少することか

ら、平成38年度または40年度以降は単年度の県

の財政収支が黒字に転換することによるもので

ございます。
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一方、公社を廃止して県営林化の場合を説明

。 、 、いたします まず ①の県の歳入としましては

公社から引き継ぐ分収林の伐採に伴う事業の収

支８億円があります。次に、特別交付税（三セ

ク債利息分）２億円であります。公社の廃止に

伴いまして、公庫等の借入金に対する損失補償

契約に基づきます県の財政負担が必要になりま

すが、県の一時的な財政負担を緩和するため設

けられました国の支援措置である第三セクター

等改革推進債（三セク債）を活用しまして損失

補償契約を履行し、起債分を10年間で償還する

という前提で試算しております。その際見込ま

れます三セク債の利息に係る特別交付税２億円

を計上しているところでございます。

次に、その下の試算１の県営林化した場合の

②今後の県歳出です。元利償還金89億円とある

のは、ただいま説明しました損失補償の財源と

して起債した三セク債の償還金で、10年で返済

する全体額の６年分を計上しております。その

下には、損失補償する際に、公庫等から損失確

定までの日数に応じて年率14～16％程度の遅延

損害金が請求されることから、その額を９億円

と見込んでおります。また消費税５億円は、公

社の森林を県で受け入れた場合 森林資産をもっ、

て公社が県からの借入金の一部を返済するとい

うことで、対価を得て行う資産の譲渡とみなさ

れ、課税される見込みの消費税額であります。

なお、人件費は、県営林化することで事業量が

増加することから、県職員の増員を見込み、計

５名分の必要額２億円を計上しております。そ

の結果、平成29年度までの６年間の県財政収支

はマイナス97億円と試算しております。

その下の参考にありますように、公社廃止し

て県営林化した場合の24年度から80年度までの

県財政収支はマイナス５億円、無利子貸し付け

残高に対する特別交付税を見込んだ場合はマイ

ナス２億円との試算結果となっております。

表４の右、試算２では、試算１よりも高い木

材価格である14年度から18年度の公社公売平均

価格で試算しておりますが、試算１と同様に県

、 、の歳入歳出を試算してみますと 県財政収支が

公社存続でマイナス49億円、県営林化でマイナ

ス85億円となり、その下の参考の80年度までの

収支は、プラスの170億円、156億円となってお

ります。特別交付税を加味した額は括弧書きの

とおりであります。

ここで御注目いただきたいのは、公社存続と

県営林化の差額でございます。試算１のＨ29ま

での県財政収支（①－②）をごらんいただきま

すと、その差が36億円。存続の場合のほうが県

の負担が少なくなっていますが、試算２の14年

度から18年度の木材価格が高い場合の差額を見

ていただきますと、その差も36億円と同じ差額

。 、 、でございます これは 木材価格が高くなれば

県営林化した場合、県歳入となる分収林事業収

支がふえますが、公社存続の場合には、木材価

格が高いので、その増額分ほどが県の貸付金が

減額されることとなり、両者の差額は変わらな

いということになります。ちなみに、試算１が

過去最低での試算でしたが、価格がこれよりも

下がった場合でも同様に、公社存続と県営林化

の差額は同額の36億円になると考えられます。

以上のような試算結果から、５ページの下か

ら５行目にありますように、試算１・２ともに

公社を存続させた場合のほうが県財政にとって

は負担額が小さいことがわかります。これは、

県営林化した場合、県は、公社の日本政策金融

公庫及び市中銀行からの借入金に対し、損失補

償契約に基づく負担や遅延損害金の支払いを行

う必要があることや、県債務の代物弁済時に課
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税される消費税など、公社存続の際には必要の

ない負担が生じることの影響額が大きいためで

ございます。

７ページをお開きください。４林業公社のあ

り方に関する意見であります。一番上の段落に

ありますように、今回、19年の検討ポイントで

ある、①県負担を最小限、②国の支援活用最大

限を中心に公社存廃の議論を行いました。これ

まで御説明したとおり、公社を廃止した場合、

損失補償契約に基づく負担や遅延損害金、消費

税の負担が発生し、さらには県の無利子貸し付

け金に対する特別交付税措置が適用されなくな

ることから、短期的にも長期的にも、公社を存

続する場合より大きな県（県民）負担を生じさ

せる結果となりました。なお、特別交付税は、

平成19年度の公社存続決定時よりも措置が拡充

されていることから、当時よりも県財政面での

公社存続のメリットは高まっております。

一方、３段落目になりますが、公社を廃止し

た神奈川県、大分県及び廃止を決定した群馬県

の状況との比較をしてみますと、各県とも若齢

林が多く、引き続き森林整備に多額の費用を要

することのほか、素材生産コストが高いことな

どがわかり、本県の場合、既に主伐期に入って

おり、保育経費に多くの金額を必要としないこ

、 、となどから 他県と比べ公社営林の価値が高く

これらの県の公社を先例または参考として廃止

。の判断を行うことは適切でないとしております

公社は県内唯一の森林整備法人で、通常より

も高率の補助を活用した森林整備を行えるとと

もに 公社営林の１団地当たりの面積がまとまっ、

ていることから、施業の集約化による生産コス

トの低減が期待できます。それらのメリットを

生かして、高率補助を活用した複層林施業や伐

採跡地造林を初め、新たな森林経営計画におい

ても間伐の集約化が必要となるので、公社営林

を核にして民有林を取り込んだ団地を対象に路

網整備や間伐の集約化を図ることが考えられま

すので、公益性の高い森林整備や林業の生産性

向上を牽引していく役割を担うことができると

しております。

、 、このように 県財政負担が最も小さいことや

森林整備及び林業生産活動における公益性の面

での高い役割が期待できることなどを総合的に

判断すると、当研究会としては、公社を存続さ

せて、不断の経営改善が行われるよう、県民の

監視のもと、常に経営改善しながら透明性の高

い効率的な経営を継続すべきとの結論に至って

おります。

８ページをごらんください。最後になります

が、５経営改革の方向といたしまして、公社の

これまで果たしてきた森林の公益性の発揮や山

村地域の雇用創出などの役割をさらに発揮させ

るために、公益的機能の高い複層林施業や伐採

跡地造林の受託などに積極的に取り組むことに

加え、複層林施業の導入に当たっては、裸地で

はなく複層林として所有者に返地されるほか、

補助制度の活用により通常の主伐と比べ多くの

収益が見込めますことから、当該所有者との間

、で分収割合の見直しについての検討を行うべき

あるいは公社の収益増加を図るための木材の有

利販売に向けた方策について検討を求めたいと

しております。

最後に、県においては、公社の自助努力につ

いて指導・監督はもちろん、その努力を行って

もなお公社の資金が不足する場合には、一定程

度の運営資金が確保できるよう支援を行ってい

くことを強く望むということがつけ加えられて

おります。

研究会から提言のあった「林業公社のあり方
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」 、に関する意見とりまとめ の報告は以上ですが

冒頭申し上げましたように、この提言を受けま

して、県では今後、公社のあり方等方針につい

て検討してまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

環境管理課からは２項に○橋本環境管理課長

つきまして御報告させていただきます。

恐れ入りますが、常任委員会資料の13ページ

をお開きください。まず、環境放射能水準調査

。の結果につきまして御報告させていただきます

県におきましては、文部科学省の委託を受け

まして 昭和63年から環境放射能水準調査を行っ、

ているところでございます。これまで御報告し

ておりますとおり、福島原発事故以降、降下物

及び茶につきましてごく微量の放射性物質が検

出されておりますが、その値は過去10年間と同

、 。じレベルであり 健康への影響はございません

また、水道水や大気浮遊じんからは放射性物質

は検出されておらず、空間放射線量率は過去５

年間の調査結果と同じレベルであります。本日

は、７月20日の当常任委員会以降調査を行いま

した土壌及び牛乳につきまして、その結果を御

説明いたします。

初めに （１）の土壌についてであります。表、

にありますとおり、毎年、宮崎市の総合農業試

験場の土につきまして ０～５センチ及び５～20、

センチの深さで調査を行っております。結果に

つきましては、表右端の欄のとおり、１キログ

ラム当たりセシウム137がそれぞれ1.7ベクレル

及び2.1ベクレルとごく微量検出されております

が、下の欄にありますとおり、過去10年間の調

査結果と比較いたしますと同じレベルとなって

おります。

次に （２）の牛乳についてでありますが、例、

年どおり高原町の畜産試験場で調査を行いまし

て、放射性物質は検出されておりません。

環境放射能につきましては、今後も文部科学

省と連携を図りながら、正確な状況把握とわか

りやすい情報提供に努めてまいりたいと考えて

おります。

続きまして、浄化槽の法定検査についてでご

ざいます。

大変恐れ入りますが、右肩に「別紙」として

枠で囲んでおります１枚紙の資料をごらんいた

だきたいと思います。浄化槽法定検査につきま

しては、昨年度より、検査を受けておられない

方々へ文書等で啓発を行っているところでござ

、 、いますが 県に対しまして問い合わせ等も多く

また委員の皆様方のところにも近隣の方々から

御意見等が多く寄せられていると伺っておりま

す。本日、少々お時間をちょうだいいたしまし

て、改めて御説明させていただきたいと存じま

す。

浄化槽の維持管理につきましては、浄化槽法

におきまして保守点検、清掃及び法定検査を行

。 、うことが義務づけられております １のとおり

保守点検は、ポンプの点検や消毒剤の補充など

を年３回以上行い、清掃は、不要な汚泥の除去

などを年１回以上行うものであります。法定検

査は、これら保守点検と清掃が適正に行われ、

浄化槽本来の機能が十分に発揮されているかを

水質検査などにより確認するもので、年１回の

検査が義務づけられております。この法定検査

におきまして、処理後の排水のＢＯＤ値が高い

などによりまして不適正と判定された場合は、

県におきまして必要な助言・指導を行うことが

できることとなっております。

次に、２の検査の実施状況についてでありま

すが、表にありますとおり、本県、全国とも低

。 、い状況が続いております 本県につきましては
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今回の文書等での啓発を行いました結果、実施

率につきましては、平成21年度の14.2％から平

成22年度は22.4％と上昇しております。

次に、３の受検率が低い主な理由ということ

でございますが、法定検査の意義や法律への理

解不足、保守点検と法定検査との区別がわかり

にくいといったことなどが考えられているとこ

ろでございます。

このように受検率が低いということでござい

まして、国におきましては平成17年度に、法定

検査についての都道府県知事の監督権限の強化

を主な内容といたしました法律の改正が行われ

たところでありますが 県におきましては平成18、

、 、年度から浄化槽台帳の点検 精査を行いまして

その台帳をもとに昨年度から、４にありますよ

うに緊急雇用創出基金を活用しまして浄化槽適

正管理強化事業を行い、検査を受けておられな

い方への文書等による指導を行っているところ

でございます。

今後は、５にありますとおり、市町村等と連

、携しましてさらに指導啓発を行いますとともに

指定検査機関や保守点検業者等と連携いたしま

して検査を受けやすい仕組みを構築するなど、

浄化槽管理者の方々に法定検査の意義を十分に

理解していただき、できるだけ早くすべての方

にこの法定検査を受検していただくよう取り組

んでまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

もう一度常任委員会資料○佐藤森林経営課長

に戻っていただきまして、資料の14ページをお

願いいたします。植栽未済地対策について御報

告させていただきます。

まず （１）でございますけれども、背景につ、

きましては、植栽未済地は全国的に問題が顕在

化しておりまして、本県でも、林業採算性の悪

化等により平成19年度末には民有林の植栽未済

地が2,523ヘクタール確認されておりました。こ

のまま放置いたしますと森林の有する公益的機

能の低下が懸念されることから、植栽未済地総

合対策を平成20年度から22年度まで３年間、県

の重点施策として取り組んできたものでありま

すので、今回、御報告するものでございます。

次に、②の年度別解消実績でございますけれ

ども、平成22年度までに2,523ヘクタールすべて

解消することを目標に各種の施策を講じてきた

ところでございます。再造林につきましては、

公益上重要な森林を対象に、林業公社が市町村

のあっせんを受けて植栽を代行する植栽未済地

解消対策事業を実施いたしますとともに、広葉

樹を植栽する「水を貯え、災害に強い森林づく

り事業」などに取り組んできたところでござい

ます。また、地形が急峻で路網からも遠く、杉

などの植栽が不向きな場所などでは、天然更新

による広葉樹への転換も図ってきたところであ

ります。この結果、対象とする森林につきまし

、ては更新を完了したところでありますけれども

再造林等につきましては、一番右の欄の「％」

というところを見ていただきたいんですけれど

、 。も 率として61％となったところでございます

次に （２）の今後の課題でございますけれど、

も、木材価格が引き続き低迷していることなど

から、新たな植栽未済地も発生しております。

県では平成17～18年度に、伐採された森林の植

栽未済地につきまして衛星データを活用した調

査を行った結果、平成21年度末で476ヘクタール

の発生が見られ、今後も発生する可能性が高い

ため、公益的機能を発揮するという観点から、

引き続き取り組みが必要と考えております。

最後に （３）の今後の対策等であります。植、

栽未済地総合対策は、県、市町村、森林組合、
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林業事業体など林業関係者が一丸となって取り

組んだものでありますけれども、この動きを契

、 、機といたしまして 素材生産業者と森林組合が

伐採、地ごしらえ、造林の一連の作業を連携し

て行い再造林コストを低減するといった取り組

みも始まったところでございまして、今後も関

係者が連携して以下のような取り組みをしてい

くことにしております。まず、①にありますよ

うに 「水を貯え、災害に強い森林づくり事業」、

による広葉樹への転換や再造林に対するかさ上

げ措置、②にありますように、伐採時における

高性能林業機械等での地ごしらえと、年間を通

して植栽が可能でございますコンテナ苗の導入

による再造林コストの低減等に取り組むことと

しております。また、④及び⑤にありますよう

に、人工衛星データを活用した伐採跡地の的確

な把握・監視を行いますとともに伐採パトロー

ル等にも取り組みまして、今後、植栽未済地対

策に取り組んでいくこととしております。

報告は以上でございます。

ありがとうございました。その○田口委員長

他の報告事項に関する執行部の説明が終了しま

した。

その他の報告事項についての質疑はございま

せんか。

一つは金利の問題です。姿勢とし○坂口委員

て、損得の金額の多寡じゃなくて、それが欠け

てきていたということが、特に政府系の金融機

関５％、６％なんていう話にならん金利ですよ

ね。その姿勢を福田委員も言われるんだと思う

んです。

まず、木材価格は将来見通せんから３年ぐら

いでとか、それはテクニックの問題ですよね。

そのときに、こういうことだったら破綻させた

ほうが県民への負担は少なくて済むよと、そう

いうことが判断できるような木材価格というも

、 、のが仮にあったとき そこに当てはまったとき

だから公社として存続するのが得ですよ。県民

への負担の損得計算をやられたときに、そうい

う数字を出して判断ができるのかというのが一

つと。一つは解散させる、破綻させるというこ

と。もう一つは、県が買い上げたほうが得です

よということができ得るのか、県有林化すると

いうことはですね。木材の価格とか今後の投資

金額の多寡で、判断が分かれるようなことがこ

の検討で出る可能性があったのかということで

す。最初から存続ありきでいくしかなかったん

じゃないのかということ。そこらはどんななん

ですか、価格次第ではほかの判断が出ることも

あり得たんですか。だから、今なら破綻させた

ほうが負担が少ないとか、今なら県有林化で買

い上げたほうが県費の負担が少ないし、県民へ

の負担が少ないよということが出るようなこと

。 。があるのかということです 木材の価格次第で

まず、１点目の金利に○金丸環境森林部次長

つきましては、午前中も申し上げましたけれど

も、努力をしてまいりたいと思います。

２点目につきましては、５ページ、非常にわ

かりにくい資料かと思うんですけれども、今、

坂口委員がおっしゃった県営林化する場合とし

ない場合を比較した表でございます。試算１と

試算２の２つのやり方をとっているんですが、

簡単に言えば、試算１は木材価格が低い場合、

試算２は木材価格がそれよりも高い場合、そう

いう条件だけが違います。ほかの条件は全部一

緒です。そういう場合において、先ほど福満室

長のほうからも少し申し上げたんですが、試算

１、試算２いずれも公社存続のほうが県民の負

、 。担は小さいということが まず第１点言えます

もう一つは、今度は公社存続と県営林化を比
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較するのではなくて、試算１と試算２を比較し

た際に 「Ｈ29年までの県財政収支（①－② 」、 ）

という欄を見てみますと、三角の61億円と三角

の97億円、三角の49億円と三角の85億円の関係

ですが、いずれの場合も36億円、公社存続のほ

うが県民負担が小さいという結果が出ておりま

す。ここでは２つの試算しかしておりませんけ

れども、試算３、試算４、試算５とした場合、

すなわち木材価格を別の木材価格に設定したと

しても同じ結果が出るということが言えます。

そういう意味で、委員がおっしゃった、いずれ

の場合でも、この計算方式を理詰めにやってい

くと、今は少なくとも公社存続ということが県

民にとっては一番影響が小さいという研究会の

報告でございます。

当たり前のからくりだと思うんで○坂口委員

す。足りん分を補てんするわけだから。当たり

前なんです。どんなことをやったってこれは存

続なんです。こんなばかなことを我々に一生懸

命汗かいて検討させる、そのことです。数字の

からくりです。途中で制度が変わって、県がど

ういうことをやったって国は一切補てんしませ

んよ それは何か 一括交付金でやっているじゃ。 、

ないかという場合に、今後いろんな仕組みが変

わったとき、県の一般財源から補てんしていか

にゃいかんなるわけです。今は使っただけ補て

んするから、からくりで36億は変わっていかな

。 。 、いんです だからそこを言うんです 木材価格

木材価格と言われるけど、価格が幾らになった

ら県費が小さくなりますよとなるのがあるのな

ら、木材価格を中心に議論させてもいいけど。

怒っているんです。ばかにするなと言いたい。

それで、今度は県有林がいいですよとなった

ら じゃ共有林ですね 明治何年登記の何の何々、 。

兵衛外何名の所有林ですというのがいっぱいあ

るじゃないですか、そこで県の登記にできるん

ですか。地上権だけ持っているけど、土地の権

利を県に変えるんですか。どれだけの作業が何

。 、十年かかるですか そんなのを詰めていったら

これは公社でやっていくか破綻させるしかない

ということと、今後の見通しを 専門家の先―

生方か何か知らんけど、国の補助金制度がどう

変わるのかを勉強して出直してこいと言って、

この人たちはもう一回委員会に出さないと 我々、

は少なくともこの人らより知識持ってますよ。

本気で議会にこれで検討させるんですか。我々

。 。が出した意見が尊重できるんですか そこです

もういい加減にしてくれと言いたいわけ、こん

な資料を出すのは。その見通しをどんなぐあい

。 。にしたわけ 36億円の判断なんてからくりです

、 、補助率が変われば 38になったり20になったり

ゼロになればどうなったりというのは出てくる

んですよ。そうじゃないんですか。僕の考えが

おかしいかな。

現行の制度で特別地方○金丸環境森林部次長

交付税制度等もございますので、現行の制度の

枠の中で試算１と試算２という両方のことをや

りましたらこういう結果が出たということで、

これは委員がおっしゃるとおり、どういう木材

価格を設定いたしましてもこういう結果に、現

行制度ではなるということでございます。

この検討委員の名簿も出してくだ○中野委員

さい。どういう専門家か、存続派ばっかりのメ

ンバーか。それとこの検討委員会、民意とか県

民協働とか言っておるけど、こんな問題は、本

当に県民納得するかという話です。この検討委

員会はオープンでやったのか。密室でやったわ

け。記者やら投げ込みしてやったわけ。

今回の○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

研究会のメンバーにつきましては、大学教授が



- 38 -

、 、 、２名 それと弁護士が１名 公認会計士が１名

公社の監事が１名と県の職員が２名という７名

構成でございました。この研究会につきまして

は非公開で議論をしております。

こういうのを非公開というのはお○中野委員

かしい、無責任な発言ばかりしておる。公開に

して、そういう先生たちがどう言ったかしっか

り公開しなさい。でないと、あと58年、無責任

だ。現状でといったら、20年先でも、長期計画

見てごらん、人口は減ってプラスになるような

話は何もない。そういう中で現行の考え方がそ

のままいけるか。材木の需要と供給、価格設定

が、ここ何年かの最低価格が58年先まで通用す

るかというそこの議論をはっきりさせないと、

、 、前提を ただ過去の平均でやったと言ったって

これは何も根拠はない、今の社会情勢からいっ

て。ただ確かに、いろいろ見たけど、個人住宅

だけはふえておる。人口は減っているけど。だ

、 、 、けど それが木造かというと そこ辺も含めて

今後需要が何が出てくるか。今、30年ものが台

湾やら行って高く売れるとか、40年以上になっ

、 。たら高く売れるか そんな保証はどこにもない

例えば県の補償分、330億ぐらい。整理しても

後の木材がどうなるかだけど、民事再生でやっ

ているところだってある。民事再生でやれば

県が保証人になっているからだめなわけ。―

結局、最終的には県で責任とらんといかんとい

う話で。私たちはまだ長いけど、あなたたちは

１年で部署がかわってしまうでしょう。結局、

無責任になってくるわけ。これはどこかで線を

引かんと。

今、言われたように研究会の意見、議事録を

出して、どんな委員がどんな発言しておるか、

そこまで責任とってもらうような公開にせんと

だめ。今後の条件として、その委員会を公開に

して記者も呼んでオープンの中でやらない限り

は、密室でやったやつなんか、ここだけ公の場

でやって、それはおかしい。

そういうことで、私が言いたいのは、この前

提、過去の平均値でいいかどうか、将来の需要

と供給、ここをしっかり研究会で議論して、絶

対それ以上最低はないという保証があれば。交

付税でもあと58年続くとは限らない、今の財政

の中で。これは、今後２月の予算が出てきます

ね。そのときが最終段階になるから、一応要望

しておきます。何かあれば。

その前に、名簿が要りますか。○田口委員長

名簿を出してください。○中野委員

研究会○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

のメンバーにつきましては、７月20日の閉会中

の常任委員会の際に提出させていただいており

ます。

先ほど予算の審議という○加藤環境森林部長

話がありましたけれども、まず、これは専門家

の意見を聞いたことでありますので、先ほど福

田委員からもありましたように、これを受けて

県としてどうするのかという方針を立てて御説

明をしたいと思っております。

それから、その前提の話ですけれども、木材

価格とか社会情勢いろいろあります。これは正

直言って不透明でございます。だから、ある一

定の条件のもとに計算をせざるを得ない。それ

、 。から 60年近く後のことをとおっしゃいました

試算上は、最終が80ですから80年までをやらざ

るを得ないんですけれども、今、県財政収支で

計算していますのは、５ページにありますよう

に24～29年度でしております。あとはそのまま

延長した段階でしているということでございま

、 、して これはそのときそのときで判断するなり

いろんな前提条件のもとに経営計画を見直さざ
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るを得ないと考えます。

いずれにしても、専門家というの○中野委員

は公にして自信を持って言ってもらいたいわけ

です。要望として、そんなのをオープンにしな

、 、い限り 密室でやった研究会なんかを出されて

私はそのまま、はいそうですかとは言えません

よということです。

それと、いずれにしても、過去の平均価格が

これから５年の中で通用するかというと、わず

かな差かもわからんけれども。これも県営林に

、 。した場合は10年返済 さっき説明であったよね

県の負債が、10年の借入金で計算した場合どう

のこうの説明があったけど、いずれにしてもこ

んな簡単なものじゃ納得できんということで、

別途詳しい研究会の資料を出してもらって検討

するか。次は12月にありますから。これでは私

は納得できんということだけ。

今言ったように、交付される金、○坂口委員

これが交付されますよというけど、それはその

ために出ますと。だから、ここに入れるとこん

がらかるばっかりです。まず、県有化すること

が可能なのかどうなのかです。県有化がいいと

いう結論を我々が出したときに、執行部もなる

ほどそれがいいなと判断できるのかどうか。こ

ういうネックがあるというところで、一番単純

、 、なのは 我々が道路改良をお願いするだけでも

道路を曲げんといかんぐらい所有権の移転とい

うのは難しいんです。それを山となったら、神

社庁の山から、何の何兵衛外何十人という山か

、 、ら 相続が３代前ぐらいにさかのぼる土地とか

地権者は全世界に散らばっています。そんなこ

とが可能なのか。そんなばかなことを我々に一

。 、生懸命検討させているんじゃないのか だから

県有化の結論が仮に出たとき、県有化は物理的

。 、に可能なのかということです 不可能となれば

それはこの選択の中から外さなきゃしようがな

い。

今のように２つ数字を比較しろと言うけど、

こうすれば入ってきますよ。しかし、その金は

そうしたときは出ていっているんです。それを

損得の比較の中に入れるとなれば、数字を膨ら

。ませておかしなからくりになっていくですよね

だから36億円と一緒です。絶対得という結論が

出るようなからくりです。だから、単純に、ま

ず一つには、何十年先のことはわからんから、

損益分岐点として木材価格がこうなったときは

どちらがいいですよという２分の１ずつの判断

です。これ以下のときは破綻させたほうが県民

負担が大きくなりますよとか、今なら破綻させ

たほうが県民の負担は小さくて済みますよとい

う損益分岐点が出るのか出ないのか、木材価格

の。出るのか出ないのかということです。

もう一つは、それは置いておいて、今、いい

ことを言われました。県が持つことが最後には

、 。プラスになるし 県費としても得だという判断

そのほかにも公的な機能も果たせるとか、管理

していくのにもそのほうが有利だと言われたけ

ど。もう一つ、そうしたほうが、これが続く続

かないにしろ、100％県が責任を果たすべき債務

をすべて果たしていったときですけど、所有者

は物すごく得をしますよね。物すごく得をしま

す。だから、県民で分収育林にかかわっていな

、 。い人たちとの公平性 これは物すごく差が出る

県として、やっぱり公社が管理して分収林化し

たほうが得だという結論、県費でも得だという

なら 今から全部 そうでない人も入れてしまっ、 、

て公平性確保したほうが こういう計算していっ、

たら得だということが出るんです。この数字の

からくりじゃ。そうじゃないから、破綻させる

なら、木材価格が何ぼになったときにやれば、
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そのほうが対等で将来の重みを背負わないで済

、 。 、みますよと 今なら そのために損害遅延金だ

やれ違約金だというのを銀行に払わんならん、

、 、どこに払わんならんけど そんなの交渉すれば

それは相手の考えでどうにでもなることじゃな

いですか 「取ることができる」で「必ず取る」。

ということじゃないじゃないですか、それが整

理するときの常識の交渉事です。そんなのまで

。 、やっていけばその分得するんです 今比較して

ここでやれば、県費は将来破綻させたほうがま

だ損が少なくて済むよという線が出る。でなけ

れば、我々が破綻という方法はとれないです。

判断ができない。まして今後道州制になる何だ

と、いろんな行政的な政治的な要素というのは

あるんです。道州制になったとき、そんなの受

け入れるかどうかというのもある。だから、そ

んないい加減なことを入れずに、単純に何ぼな

ら破綻させたほうがましというのを出したほう

が、僕はわかりやすいと思う。

この中に、木材価格もそうですけ○押川委員

れども、立方当たりの試算もかんがみて出して

ほしいということと、御案内のとおり、川上、

山元がどうもならないような状況です。川下に

なってくるとある程度経営というのは見えてく

るんですけれども、今後も山元に返す金という

のは、私はそう期待できないという判断をして

います。今２つ、我々に提示されているんです

けれども、もっと深くそこらあたりも試算を入

れてみてもう一回出してもらわないと、この状

況だけでは私たちもどうも納得いかんなという

ふうに思います。今までもそうですから、今後

も、企業のいろんな部品等と一緒で、安いとこ

ろから供給しようということが今の日本社会の

システムでしょうから、恐らく山においてもそ

ういうことが言える。現場はそれだけ困ってお

るという中で 今後も期待できない中での今後60、

年を見据えるわけですから、もう少しそこらあ

たりのものまで入れて もっと厚みのある 我々、 、

が判断ができる資料でないと、今、坂口委員や

隣の中野委員が言われるように、私も言いまし

たけれども、数字のからくりは幾らでもできる

わけですから、現状にあって、そして今の流れ

の中でどうなんだというものまで見えてこない

と、これは判断ができないし、今やめたほうが

県費を投入するのが安いかもしれんと私も思っ

ていますので、そういう判断ができる資料をお

願いしたいと思います。

今回、○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

、２つの選択肢として比較させていただいたのが

このまま存続と、県営林化というのは、公社を

廃止して分収造林をそのまま県が引き受けて県

営林化、県行造林ということになりますけれど

、 。も その２つの比較をしたところでございます

ほかに破産という選択もあったわけですけれど

も、それは弁護士等の意見から、破産管財人に

渡っての処置になっていくということで、その

経費が多額になるというのはもちろんあるんで

すけれども、それよりも資産を短期間に処分し

ていくというようなことが出てくるということ

で、通常の例ですと時価評価の10分の１以上で

売れることはまず考えにくいという評価を受け

ております。ということは、資産価値が物すご

く目減りしてしまうということで、場合によっ

ては土地所有者との債務不履行ということで損

害賠償請求ということも可能性がありますとい

うような御指摘を受けておりまして、今回の選

択からは外しておるところでございます。

それを詰めていったら、今のまま○坂口委員

でいく方法しか選択肢はないんじゃないのかと

いうことです。幾ら詰めてもそれしか選択肢が
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ないんじゃないの。そうならそうで、どうやっ

て今後の負担を小さくしていってどういう努力

をやっていくか。それには金利の交渉もあるで

しょう。１番は、さっき公平性を僕が言ったで

、 、 、すけど 徹底して 知事が出向いていってでも

分収割合を変えてくれ、常識的にこれはあり得

ないぐらいのことなんです。今の世間とあわせ

てですね。そのために何百億という金をつぎ込

んでいるんだ。そこらのところの理解はできな

いのかという交渉をやったり、やっぱり実のあ

る努力をしていかないと、幾らこんなことやっ

たって、絶対これはやめろ……。

僕は県営林というのを勘違いして、土地まで

県のものにして財産としてそれを持つのかと

思ったけど、だれがやるかの名義変更みたいな

ものです、事業主のですね。そうなるとその選

択は、さっき言ったように分岐点でどうしてい

、 、くかだけど 将来のことを見据えられないとか

破綻すれば、県が保証しているから１円も負け

ないという主張を通したらそれを通さざるを得

、 、ないとか 売れば10分の１でしか処分できない

当たり前のことです。当たり前のことなら、そ

の選択は出てこないということです。損益を比

較しても、数字として。ということは公社を存

続していくしかありませんということじゃない

ですか、結論は。現実的にですよ。理屈で比較

すればこっちが得かなというのがあるけど、実

際やってみたら、やっぱり損ですよというよう

。なことしかあり得ないのが今の経済の実態です

もうちょっと努力して、こういう負担を減ら

していこうとか、何ぶ経費節減しようとしたっ

て、一番ネックは、昔の物すごくよかった、将

来ももっとよくなるだろうといったときに、何

対何でもうけを分けようやというもうけの分け

前の話です。実態が違ってきたんだから、こう

なったときはまた四分六に戻しましょう、今の

ところは五分五分 あるいは６：４にやりましょ、

うという交渉をやっていって、それで納得がで

きる人たちはその都度判こもらっていけばいい

じゃないですか。それでも、いいやだめだとい

う人たち、得する人たちがどこにいてどんなこ

とをやっているかというと 宮崎にいないんじゃ、

ないかと思う。そういう宮崎の立場をわかって

くれない人はですね。それは余談だけど。

だから、やっぱり県として責任持って、今ま

でのミスはミスだった、公社を存続するしかな

いんだ、その理由はこうだと。現実的に物理的

な壁がある。不確定要素が余りにもある。不確

定要素があったときは知事は判断できますか、

こういうことで県有林化していくことが得です

ということを出して、あるいはここで成立する

ことが得ですということを出して、それができ

ないということが予測されたら、よう踏ん張り

込まんです。もし買い手がつかんかったらどう

しようとか、もし同意がもらえなかったらどう

しようということで、その方向は絶対、行政の

責任者はよう出し切らないと思うんです。そこ

のところは県民の皆さんに説明して、かくかく

しかじかで続けるしかないということを決断し

ていって、そのかわりこういう努力をするとい

う実のある判断をしたほうが、僕は得だと思う

んです。それしか結論出せないと思うんです。

出せますか、部長、これを詰めていってほかの

判断が。公社からどういう方向をとろうという

のが。出せる条件というのが出てきますか、現

実的な条件。

先ほどから言っています○加藤環境森林部長

ように、私ども、専門家の意見も聞いて県とし

て慎重に判断したいというふうに思っておりま

したので、正直なところ、今はまだ県としては
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検討中でございます。今の段階でこの場で方針

は出しかねますので、いましばらく時間はいた

だきたいと思いますが、坂口委員やほかの委員

の意見も十分参考にさせていただきたいと思っ

ております。

だから、何をもって専門家の意見○坂口委員

、 、と こんなものに重きを置くのかわからんけど

専門家がこんなばかな判断材料を示すわけがな

いんですよ。さっきの36億円のからくりとか、

木材価格がどうなればどうのこうのとか わかっ。

ていてそれをやったときに、そういうことが実

際履行できるかできないか、そこまで判断する

ような人と、それからこういった補助金だ何だ

とここにのっているときは、将来の行方がわか

るような人たちであればだけど、県職員の２人

と職員の１人、３人じゃないですか、行政がわ

かっている、あるいは交付税なり補助事業なり

制度がわかっている人たちというのは。弁護士

だ大学の先生だでしょう。だから、こんなもの

を尊重して検討していくんじゃなくて、現実的

な選択というのはどうあるのか県の責任におい

てやらないと、いかにも大層なものみたいに出

すけど、これなんて全く絵にかいたもちだと僕

は思うですよ。わかっている人はこんなばかな

ことは書かないですよ。

、○中野委員 今ここに出ている平成24～29年度

いずれにしても県から10億以上出資し続けない

と回らないという話ですね。それは間違いない

。 、ですね ここで県の貸付金が69億ということは

毎年10億ぐらいは従来どおり出していかんと

やっていけんという話でしょう。

はい、○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

そのとおりでございます。

要は、そんな考え方できたら、今○中野委員

のところ木材価格が一番安い価格をとって10億

ずつは出していかんといかんということであれ

ば、木材の売り値が上がらない限りは、今のよ

うな経費節減しても、どっちみちは県費をつぎ

。込んでいかんといかんということだと思います

債権というか整理の方法というのは、県有化の

方法だけど、民もいろいろあるし、ほかの例、

法的にやると単なる裁判に出るという話とか、

どっちみち最終的には、今の借金というのは遅

かれ早かれ県が負担せんといかんのです。債務

保証しておる。だからいつするか。今言ったよ

うに、ちょっとでも値上がりを期待してずっと

ずらして借金が膨れるか、思い切ってここで何

とか出さん方法を考えるか、それしかない。く

どいようだけど、今後検討する場合は、これは

財政改革にも透明性がどうのこうのと書いて

あった。そういうことで無責任なことを言わん

ように、研究会はオープンでやってください。

そんなやつじゃないと、密室でやったやつを私

は信用できん。要望しておきます。

それぞれの委員から御意見出まし○福田委員

たが、私もその方向かなと思っているんです。

先ほど借り入れ残高の利息が出ましたが、これ

は長期借り入れ資金で、期間が同じじゃないと

思うんです。起算のとり方がありますから。こ

れと、例えば民間銀行、政策銀はピッチが小さ

く刻んで利率が書いてございますけど、宮銀あ

たりは50億を２％未満ということで大きくく

くってありますが、ここあたりは委員会に出す

資料としては不親切かなと思うんです 今 0.02。 、

の世界ですから、１％というのは大変な金利な

んです。その辺を考えますと、かなり荒っぽい

資料づくりだなということを感じました。

それと今、委員のそれぞれの意見を聞いてい

まして、やっぱり嫌なこと、つらいことを避け

て今日までお互いが来た。これが林業公社の現
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、 。在に至っておる こういうふうに考えるんです

利息の減免等についてもかなり前から委員会、

あるいはそれぞれ指摘があったと思うんです。

努力はされたとおっしゃっていますが、今、民

間の対金融機関との交渉を見てみますと、血の

出るような取引をやっているんです。県のいろ

んな借り入れ利率を見る機会があって見せても

らいましたが、民間の借り入れの利率からする

とかなり甘いという感じがいたしまして、特に

公社についてはそういう感じがいたします。ぜ

ひ、これは公社任せではなくて、林務のほうも

サポートしてやってください。当面、廃止をす

るわけじゃないんですから、存続の方向の意見

が強いんですから、一番できることは金利の減

免なんです。これ以外にコスト削減する道はな

いと思います。これを頑張ってください。

それから、試算の中で、県の210億はずっと継

続して無利息の前提条件で計算をされているん

ですか。

無利子○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

貸し付けという前提で試算をさせていただいて

おります。

そうしますと、県は県債等で調達○福田委員

していますから、恐らく平均の調達コストが１

コンマちょっとかかっていると思うんです。公

社の数字では無利息かもしれませんが、行政全

体としてコストがかかっているんです。その辺

も私は、おっと思って考えたんですが、これは

資料は出ていませんからお聞きしないとわから

ない。無利息前提ということは。

県の無○福満みやざきの森林づくり推進室長
も り

利子貸し付けの残高になるわけですけれども、

この特別交付税というのは 私の説明漏れがあっ、

たかもしれませんけれども、県の無利子貸し付

け残高に対する国の財政支援ということで金利

の負担をしております。平成22年度の実績で申

し上げますと、約１億2,000万円が特別交付税で

県のほうに交付されているということになりま

す。

現時点ではそういうシステムがあ○福田委員

りますから、先ほど坂口委員がおっしゃったと

おりそれは未来永劫ではないんです。私はいつ

も東京からお見えになる財政課長にお話を聞い

。「 」 、ていました これは続くんですか と言ったら

歴代の東京から来られた財政課長で、最後は逃

げられました 「それは厳しいかもしれん」と。。

。最後はこういうことを言われた方がありました

「さあ、政権がかわればわからんでしょうね」

と。しかしそれは冗談でしょうけどね。私は未

来永劫じゃないと思うんです。無利息資金とは

いえ、現時点の制度を適用しているだけですか

ら、数十年先の問題ですから、ぜひその辺も念

頭に置いて 恐らく坂口委員がおっしゃった―

内容は、我々も本当、毎回毎回こういう問題を

議論してきてむなしく思います。やっぱり最終

的にはトップが責任を持って、トップというの

は林務と思います。責任を持って関係者を説得

する、それが大事であろうと思います。もうお

。 、答えは要りません 御苦労が多いと思いますが

ひとつ私どものほうからもよろしくお願いをし

ておきます。

。先ほど浄化槽に対する御説明いただきました

法定検査でございます。ちょうど委員会に出向

く前に、何人かの会派の議員から 「ぜひ環境管、

理課長にお聞きをしてください」と。課長は高

千穂の出身だそうですが、そこまで聞いてまい

。りましたからお尋ねをしておきたいと思います

これは法定検査ですから、当然実施をしなくて

はならないと思います。法律条項ですから。そ

こで、実施率が22.4％、かなり前年度より引き
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上がってはおりますが、会派の中で言われたこ

とは、いわゆる料金についてもう少し安価にし

て実施率を高めたほうがいいんではないか、こ

れをぜひ聞いてくれと、こういうふうに聞かれ

たんです。私も以前の委員会で課長に質問した

ことがあったんですが、どうでしたか、これも

法定条項でしたか。

法定検査の料金につきま○橋本環境管理課長

しては、法定検査機関であります環境科学協会

と県のほうで相談するという形で決めているも

のでございまして、先般御報告はしたかと思い

ますけれども、3,800円というのは九州の他県と

比べましても一番安うございます。ちなみに一

番高いところは、九州内では福岡県、長崎県あ

たりが6,000円となっております。全国平均で申

しますと5,100円程度となっております。

これは単独槽も合併槽も同じだと○福田委員

思うんですが、そこで関係する委員にいろいろ

お話聞きますと、合併処理槽の場合、都市下水

と同じ効果があるわけですけど、年間、標準的

な５人槽で幾らと試算をされていますか。こう

いう法定検査費、年１回完全にくみ取りをしな

くちゃなりませんね。それから平均的なブロワ

を回す電気料金、それから維持管理費、これは

どういうふうに試算されていますか。

おっしゃるように維持管○橋本環境管理課長

理には３つの義務がございます。それぞれ料金

がかかるわけでございます。電気料金を除きま

、 、して この３つの維持管理を行いますためには

業者さんによりましても料金設定違うところも

ございますけれども、１年間３万円から４

万5,000円程度というふうになっているところで

ございます。

その方は６万円近い金額を試算さ○福田委員

れておりましたが、都市下水と比較をした場合

にかなり不公平感が出る。あるいはまた法定検

査を拒絶している人 河川の浄化はみんなが―

協力しないと効果が上がらないんです。ぜひ工

夫されまして、これは環境科学協会が一手に引

き受けてやっておられますが、これについても

いろんな意見があります。それはさておきまし

て、ぜひ、唯一の検査機関でありますから、県

民が受けやすいように、そして河川の浄化も効

果が上がりますようにやっていただきたいと、

こういうふうにお願いをする以外ないです。22

％じゃ寂しいですよ。

法定検査の受検率につき○橋本環境管理課長

ましては、確かに昨年度は22.4％となっており

ますが、ことしも未受検者の方々に対して文書

、等でお呼びかけをさせていただいておりまして

その効果は上がってきているものと考えており

ます。今年度末には受検率はさらに上がってく

ると考えておりまして、せっかく受検率上がっ

てきて、皆様方の御理解もいただいてきたとこ

ろでございますので、この機会をとらえて、今

、後もしっかり法定検査を受けていただくように

この受検率がどんどん上がっていくように、そ

れによって河川の浄化が進みますようにやって

いきたいと思います。先ほど説明いたしました

ように、例えば、受検料につきましてはいきな

り引き下げることはできないかもしれませんけ

れども、保守点検業者さんなどさまざまなノウ

ハウを持っていらっしゃる方々もおられますの

で、そういった皆さんのお力もおかりしながら

法定検査を受けやすい仕組みをつくっていきた

いと考えております。

河川の浄化を考えますと、これは○福田委員

非常に大事な仕事なんです。ぜひそのようにお

願いをしたいと思います。

それと、受検率の向上のために、はがき一本
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でおどかしめいた文書よりも、検査機関が巡回

をされる。浄化槽台帳は市町村にあるわけです

から、ぜひこれを実施してもらいたい。もうや

られているところがあるかもしれませんが、こ

れをやりますと非常に相手の受け方も違うと思

うんです。ああ、そういう大事な件ですかと。

はがき一本でおどかしめいた文書では感情の逆

、 、なでになりますから その辺は御配慮賜りたい

。 。このように考えております 以上でございます

委員のほうから御意見い○橋本環境管理課長

ただきましたように、やはり１対１で顔を見合

わせて丁寧に御説明する、それは大変必要であ

ると考えております 今後そのような努力もやっ。

ていきながら、さらに検査率の向上に努めてい

きたいと考えております。

同じく法定検査です。７条検査と○押川委員

いうのはあるわけだからいいんですけれども、

何回も言うように、11条検査というものは不公

平が発生しているわけですから、科学協会だけ

では手が回らないというのが現状ですから、今

後の取り組みの中で、保守点検業者にモデルで

もいいから、特に遠隔地あたりをやらせていた

だいて、検査率が上がってくるということにな

れば、お互いがすみ分けをしていけば、おのず

から検査率は上がってくるわけです。検査機関

一つだけに固執しておるがゆえに不公平が出て

。 。いる これは前から言っているじゃないですか

だから、そういう方向の中で、やるということ

でやってみないと……。何遍もこれは聞いてい

ます。平等性は欠いたらいかん。平等にするた

めにはみんなが受けるということが これは―

法定化されておるわけですから、今までは緊急

、雇用対策でＰＲとかいろんなことがあったけど

これがずっとやられるわけでもないし、内容が

わからない人たちが保守点検11条をやってくだ

さいということで、現場では混乱が起きている

ということが事実です。保守点検業者は、設置

される、そして十分内容を知っておられる、そ

ういう方々が行って説明をされる、そして11条

検査受けてくださいということになれば、検査

率は上がるんです。そしてそこに平等感が出て

くるわけですから、今言われるように不平等感

が出ているからいろんな問題が起きているわけ

です。部長、どうですか。

おっしゃるとおり、法定○加藤環境森林部長

、 、検査ですから 不平等感をなくすということは

検査率を上げて、最終的にはすべての方が受け

ていただくということでございます。

この検査機関につきましては、いわゆる検査

機関ですので、法律的にも一定の条件がござい

ます。先ほどモデル的にとおっしゃいましたけ

れども、モデル的に他の機関にさせることは、

、 、当面 今の段階では無理だと思いますけれども

いろんな工夫の仕方はあると思いますので、先

ほど課長が言っておりますように、保守点検業

者等との連携といった仕組みは検討してみたい

と思っています。

保守点検業者との仕組みづくりと○押川委員

いうことになると、ある程度すみ分けをしてい

かないと。業者さんとの連携は、部長の考え方

。としてはどういう形を想定されているんですか

例えば、検査機関、これ○加藤環境森林部長

まで14％なり22％ということで、台帳は整備し

ましたけれども、個々の家のことまではまだ知

りません。先ほど福田委員もおっしゃったよう

に、検査機関が巡回指導するほうが効果がある

ということもありますので、保守点検業者は設

置者の場所とか状況とか知っておりますので、

そういった意味では連携すれば何らかまたいい

。仕組みができるんじゃないかと思っております
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保守点検業者に案内をしなさいと○押川委員

、 、いうことだろうと理解しますけれども 現状で

例えば科学協会に近い宮崎市以外のところと遠

隔地、どれだけの件数ができているかという比

較が出ていますか。高千穂に行って何件できま

すか。そこらあたり、おのずから不平等がそこ

に出ているんです。検査機関が１つで手が足り

ないというのがわかっているわけでしょう。そ

こを何とかしていかないことには、これは絶対

上がってきませんよ。

受検する人は一緒。６年も７年もしない人は

しない。そして８年目に来て適格とされたら、

それが通ってしまうということです。全然検査

をしないのが何で適格になるんですか。法定検

査というのは検査を受けて初めて適格と認めが

できることであって 設置して６年も７年もたっ、

て１回も受けていない人が何で適格になるのか

と思うんです。そういう不平等が実際発生をし

ております。それと、宮崎から出ていったら検

査件数もおのずから違うと思うんです。そこら

あたりを、今言われるようにはがき一本出して

も、清掃をしているからおれたちはいいよとい

うことで、保守点検をしない人はそれで済む、

受ける人は受ける、だから不平等があるという

ことなんです。そこらあたりをもう少し何らか

の形で取り組んでいかないとおかしいんじゃな

いかと思います。

今の件に関して、私は当事者なん○中野委員

です。一県民として、ある日突然紙が来て、そ

ういう仕組みになっていますから受けてくださ

いと。受ける方はそこに電話して予約、日程を

決めて検査に来る日を決めてください。今まで

ずっと保守点検して何のためにしている、そん

なのはほっとけと。今までずっとしておっ

て……。また次、督促状が来ました。結局、保

。守点検は何のためにしておるのかという話です

年に何万か出してね。その上になおかつ、法定

で受けんといかんから環境科学協会に電話して

日にちを決めて何とかしてくださいでね。そこ

まではせん。今、急にやりだしたのは雇用対策

で出てきた人間でやっておるわけでしょう。あ

れがなくなったらどうするかということです。

その分また補助金出してやるかという話。それ

よりか、保守点検に毎月１回ずつ来てくれてお

る。そこに委託して、そこで3,500円取って別に

。 、やれば済む話 そこ辺を合理的にするためには

今の雇用助成金が続けばいいけど、それがなく

なったときはどうするかとなると、我々として

は一々電話したりせんで、保守点検している人

たちに委託してもらえばいいわけです。

法定検査機関につきまし○橋本環境管理課長

ては、先ほど部長のほうからも答弁されました

ように、検査の結果によりましては、法律によ

ります勧告など法的な措置を講じるということ

にもなりかねませんので、責任の持てる機関に

おきまして公平、公正に行われるべきというこ

とで、現在、国のほうの法律によりまして、県

が指定する機関によっての検査ということに

なっております。法定検査をやれる能力があり

ましても、的確性を判断しなければならないと

いうことでございます。

先ほど来、中野委員のほうから、自分で申し

込まなければ検査を受けられないというお話ご

ざいました。保守点検業者さんとの連携という

ことを考えます上で、申し込みなどにつきまし

て、例えば保守点検業者さんあたりで仲介がで

、 、きないかとか 私どもが今考えておりますのは

管理者の方と保守点検業者の方々との常日ごろ

からの関係を活用させていただくような仕組み

ができないかということでございまして、今後
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そのあたりをもっと具体的に検討していきたい

と考えているところでございます。

課長から今、ありがたいお言葉を○押川委員

聞いたんですが、そこです。ちょっと勘違いさ

れているんですけれども、保守点検業者が正し

い水質検査をしているかということが11条検査

ですから、それでいいんですけれども、そして

さっき部長に聞いたけど、課長が言われるよう

に、保守点検業者とそこらあたりのすみ分けを

しながら検査率を上げる努力をするということ

であれば、お願いをしたいというふうに思いま

す。そして平等性を、私は受けてます、こちら

は受けてないということですから、議会でも不

平等が出ているわけです。こういうことを是正

することがいい水を河川に流すということです

から、ぜひお願いしておきます。

ほかに質疑はございますか。○田口委員長

それでは、以上をもって環境森林部を終了い

たします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時56分休憩

午後３時０分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

農政水産部の審査は、あす午前10時から行い

たいと思いますが、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○田口委員長

す。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようですので、以上を○田口委員長

もちまして本日の委員会を終了いたします。

午後３時０分散会
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平成23年９月15日（木曜日）

午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 田 口 雄 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 福 田 作 弥

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 野  明

委 員 押 川 修一郎

委 員 新 見 昌 安

委 員 岩 下 斌 彦

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 岡 村 巖

緒 方 文 彦
農政水産部次長
（ 総 括 ）

押 川 延 夫
農政水産部次長
（ 農 政 担 当 ）

那 須 司
農政水産部次長
（ 水 産 担 当 ）

永 山 英 也
畜 産 ・ 口 蹄 疫
復 興 対 策 局 長

農 政 企 画 課 長 郡 司 行 敏

鈴 木 大 造
ブ ラ ン ド ・
流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 奥 野 信 利

連 携 推 進 室 長 工 藤 明 也

営 農 支 援 課 長 山 内 年

農 産 園 芸 課 長 加勇田 誠

農 村 計 画 課 長 三 好 亨 二

畑かん営農推進室長 宮 下 敦 典

農 村 整 備 課 長 宮 川 賢 治

水 産 政 策 課 長 鹿 田 敏 嗣

漁業・資源管理室長 成 原 淳 一

漁 村 振 興 課 長 神 田 美喜夫

農業改良対策監 戸 髙 憲 幸

消費安全企画監 上 山 伸 二

漁港整備対策監 与 儀 新 二

復興対策推進課長 日 高 正 裕

畜 産 課 長 児 玉 州 男

家畜防疫対策室長 岩 﨑 充 祐

工 事 検 査 監 中 尾 正 史

総合農業試験場長 串 間 秀 敏

県立農業大学校長 井 上 裕 一

畜 産 試 験 場 長 税 田 緑

水 産 試 験 場 長 山 田 卓 郎

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 阿 萬 慎 治

総務課主任主事 押 川 康 成

委員会を再開いたします。○田口委員長

初めに、今回、当委員会に付託されました補

正予算関連議案等について、部長の説明を求め

ます。

。○岡村農政水産部長 農政水産部でございます

よろしくお願いいたします。

それでは、座って説明させていただきます。

お手元の環境農林水産常任委員会資料を１枚

お開きいただき、説明項目をごらんください。

本日、農政水産部からは、議会提出議案５件、

議会提出報告１件、委員会報告事項３件の説明

を予定しております。

まず、委員会資料の１ページをごらんくださ

い。議案第１号「平成23年度宮崎県一般会計補

正予算（第２号 」及び議案第２号「平成23年度）

（ ）」宮崎県就農支援資金特別会計補正予算 第１号
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についてであります。今回の補正は、口蹄疫復

興対策や国庫補助決定等に伴う補正でございま

す。補正額につきましては、平成23年度歳出予

算課別集計表の中ほどの列、一般会計の合計の

欄にありますように２億108万円の増額補正をお

願いしております。また、特別会計の補正額に

つきましては、下から２段目の合計の欄にあり

ますように3,614万9,000円の増額補正をお願い

しております。この結果、農政水産部全体の補

正後の予算額は、一番下にありますとおり396

億382万5,000円となります。補正内容の詳細に

つきましては、後ほど関係課長から説明させて

いただきます。

次に、資料の２ページをごらんください。繰

越明許費についてでございますが、農村整備課

の公共土地改良事業の１カ所につきまして2,139

万7,000円の繰り越しをお願いしております。こ

れは、関係機関との調整に日時を要したことに

よるもので、現時点で繰り越しが見込まれるも

のでございます。

次に、飛びますが、６ページをお願いいたし

ます。議案第６号「公の施設に関する条例の一

部を改正する条例」及び７ページ、８ページの

議案第19号、議案第20号、土地改良事業執行に

伴う市町村負担金の変更につきましては、関係

課長から後ほど説明させていただきます。

続きまして、９ページからは、農政水産部所

管の県出資法人につきまして、①から⑦まで７

つの法人の事業概要等を記載しております。こ

ちらにつきましては、地方自治法第243条の３第

２項及び宮崎県の出資法人等への関与事項を定

める条例第４条第３項の規定に基づき、経営状

況等を御報告するものでございます。

最後に、委員会報告事項でございますが、資

料の20ページから早期水稲の生産状況など３つ

の項目につきまして資料を整理しております。

あわせまして関係課長から説明させていただき

ますので、どうかよろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

部長の概要説明が終了いたしま○田口委員長

した。

初めに、議案に関する説明を求めます。

地域農業推進課でご○奥野地域農業推進課長

ざいます。

お手元の歳出予算説明資料の63ページをお開

きください。地域農業推進課の９月補正予算額

は、一般会計で3,614万9,000円の増額、特別会

計で同じく3,614万9,000円の増額、合わせまし

て7,229万8,000円の増額補正をお願いしており

ます。この結果、９月補正後の一般会計予算額

は、右から３番目の欄にありますように27

億7,762万円、特別会計を合わせた全体の予算額

は、その上の30億828万3,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。65ページをお開きください。一般会計でご

ざいます （事項）青年農業者育成確保総合対策。

事業費3,614万9,000円についてであります。説

明欄のところにありますが、１の就農支援資金

対策事業につきましては、認定就農者が新たに

農業経営を開始するために必要な無利子資金の

貸し付けを行い就農の促進を図るものでござい

ますが、この資金は、昨年度まで農業改良資金

とあわせて農業改良資金特別会計において経理

しておりましたけれども、国の制度改正があり

まして、農業改良資金の貸し付け業務が県から

日本政策金融公庫のほうに移行されたことに伴

いまして、県では就農支援資金を単独で経理す

る必要が生じたということで、今年度の４月か

ら新たに就農支援資金特別会計を設置して経理

をしているところでございます。そういう経緯
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がございますけれども、今回の補正は、昨年度

末で廃止されました農業改良資金特別会計に就

農支援資金分の決算剰余金を、今年度設置した

就農支援資金特別会計に繰り出すものでござい

ます。

続きまして、66ページのほうですが、今度は

就農支援資金特別会計になります。これの（事

項）就農支援資金対策費でございますが、先ほ

どの一般会計にて繰り出した剰余金を就農支援

資金特別会計に繰り入れて貸付金等の増額を行

。 、うものでございます 説明欄にありますように

貸付金、保証制度円滑化対策費補助金、取扱手

数料補助、合わせまして3,614万9,000円となっ

ております。

以上でございます。よろしくお願いします。

。○山内営農支援課長 営農支援課でございます

同じく歳出予算説明資料の67ページをお願い

いたします。営農支援課の９月補正額は、一般

会計で2,000万円の増額補正をお願いしておりま

す。したがいまして、９月補正後の最終予算額

は、上段右から３番目の欄にありますように26

億5,854万4,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。69ページをお開きください （事項）協同。

農業普及事業推進費の農業改良普及センター運

営事業 （１）普及センター防疫機能向上事業、

の2,000万円の増額についてであります。この事

業につきましては、口蹄疫に伴う本県畜産の再

生・復興を進めるに当たり、二度と口蹄疫を発

生させないためにもしっかりとした防疫体制を

構築することが大変重要であることから、県内

８カ所の農業改良普及センターに車両用消毒装

置を設置し、必要な消毒を行うことにより防疫

体制の強化を図るものであります。

営農支援課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

農産園芸課でございま○加勇田農産園芸課長

す。

同じく、お手元の歳出予算説明資料の71ペー

ジをお開きください。農産園芸課の９月補正予

算額は、一般会計で4,108万5,000円の増額補正

をお願いしております。この結果、９月補正後

の予算額は、右から３番目の欄でございます

が、12億382万4,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

。 。 、（ ）ます 73ページをお開きください まず 事項

みやざき米政策改革推進対策支援事業費の778

万5,000円についてであります。説明の欄にあり

ます戸別所得補償制度導入円滑化対策事業でご

ざいますが、この事業は、戸別所得補償制度の

円滑な推進を図り、需要に応じた計画的な米の

生産や地域振興作物の生産拡大などを図るもの

で、国庫補助決定に伴います推進指導費の増額

補正であります。

次に、２つ目の（事項）青果物価格安定対策

事業費の新規事業、産地構造品目転換促進支援

事業につきましては、別冊の環境農林水産常任

委員会資料で御説明いたします。

常任委員会資料３ページをお開きいただきた

いと思います。まず、１の事業の目的でござい

ますが、口蹄疫からの再生・復興に当たり、畜

産と耕種のバランスのとれた産地構造への転換

を推進するため、ホウレンソウなどの土地利用

型野菜を対象といたしまして、大雨や低温など

の天候不順等による生産リスクを軽減し、畜産

からの円滑な参画と生産農家の経営安定及び産

地の育成強化を図るものでございます。

事業の概要につきましては、右側、４ページ

のフロー図をごらんいただきたいと思います。

まず、左上の囲みでございますが、畜産と耕種
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のバランスのとれた産地構造への転換に向けま

しては、特に畜産経営の中止等により使用しな

くなった飼料畑や、新たに整備されました冷凍

加工施設の活用等を推進するといった視点で、

また畑かんの利用促進も図りながら、土地利用

型野菜の導入拡大を図ってまいりたいと考えて

いるところでございます。しかしながら、右側

の囲みにございますように、技術不足や生産リ

スクへの不安、気象災害のリスクによる継続し

。た安定生産への不安といった問題がございます

このため本事業では、天候不順等によるリスク

の軽減のための支援対策を構築し、品目転換や

土地利用型野菜の生産拡大に取り組みやすい環

境づくり、いわゆるセーフティーネットの構築

を目指すこととしたものでございます。

事業の仕組みでございますが、その下、中ほ

どの図のとおり、契約取引による予定収入、こ

れは契約価格に取引予定数量を掛けた額になり

ます。この予定収入に対しまして実収入が減少

した場合に、予定収入の90％から50％の範囲内

で補てんするものでございます。したがいまし

て、この補てんに要する資金につきましては、

補てんが発動する90％から下限の50％を引い

た40％分が必要となりますので、その造成額を

予定収入の40％に設定し、青果物価格安定資金

協会において造成することとしております。ま

た、資金造成の負担割合につきましては、県が

２分の１、出荷団体と生産者がそれぞれ４分の

１としております。なお、２つ目の黒丸、対象

品目でございますが、キャベツや里芋、ホウレ

ンソウなどのうち、既存の価格安定対策などほ

かのセーフティーネットの対象となる品目は除

外することにしてございます。

本事業の活用によりまして、一番下にござい

ますように、生産者の不安の軽減や、再生産可

能な農業経営への移行、加工・業務用野菜の原

料の確保等の効果が見込まれると考えておりま

す。

左側、３ページにお戻りいただきまして、２

の事業の概要にありますように、予算額は3,330

万円で、事業期間は平成23年度から３カ年を予

定しております。なお、本事業の予算につきま

しては、口蹄疫復興対策基金を活用するもので

ございます。

農産園芸課は以上でございます。よろしくお

願い申し上げます。

。○鹿田水産政策課長 水産政策課でございます

お手元の歳出予算説明資料の75ページをお開

きください。当課の補正予算額ですが、一般会

計で387万1,000円の増額補正をお願いしており

ます。この結果、９月補正後の予算額は、一番

上の段の右から３番目の欄にありますが、一般

会計と特別会計を合わせまして18億6,071万円と

なります。

それでは、補正の内容につきまして、77ペー

ジをごらんください。下の欄の（事項）水産業

試験費の387万1,000円の増額補正についてでご

ざいます。補正理由につきましては、受託決定

に伴う補正となっております。この相手方は独

立行政法人水産総合研究センター及び宮崎県産

業支援財団となっております。

説明欄 １ の沿岸漁業調査試験費287万1,000（ ）

円でございますが、内容につきましては、日向

灘におきますシラス漁業につきまして、漁模様

の推移と水温や塩分濃度、潮流等の海況の変動

の関連性を明らかにするとともに、漁場形成に

関係します海況情報を利用者に提供するシステ

ムの構築、またその情報をもとに効率的な漁場

探索を可能とするための指針の開発につきまし

て取り組む内容となっております。
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次に、説明欄（２）の水産加工試験費100万円

の補正でございます。こちらにつきましては、

現在、加工残滓として廃棄されております魚の

皮に含まれますコラーゲン成分を有効活用する

ために、その抽出・精製技術の実用化、また用

途開発、事業化調査等に大学や民間企業と共同

で取り組む内容となっております。

水産政策課は以上です。

畜産課でございます。○児玉畜産課長

歳出予算説明資料の79ページをお開きくださ

い。畜産課の９月補正額は、一番上の行、一般

会計で9,997万5,000円の増額補正をお願いして

おります。その結果、右から３列目の補正後の

予算額は30億9,692万1,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。81ページをお開きください。まず、１番目

の（事項）畜産団地整備育成事業費の2,249万円

の増額でございます。肉用牛の繁殖から肥育に

至る地域的な一貫生産体制を確立するために、

肉用牛の飼養管理施設等を整備するものでござ

いまして、国庫補助決定に伴うものでございま

す。

次に 中ほどの 事項 家畜防疫対策費の7,368、 （ ）

万5,000円の増額についてであります。１の家畜

伝染病リスク管理体制強化事業の4,599万2,000

円につきましては、高病原性鳥インフルエンザ

の発生予防に万全を期すため、養鶏場での野鳥

の侵入防止に必要な防鳥ネットを整備するもの

、 。であり 国庫補助決定に伴うものでございます

２の新規事業、家畜防疫体制強化事業の2,769

万3,000円につきましては、後ほど別冊の常任委

員会資料で御説明します。

次に 一番下の 事項 家畜保健衛生所費の380、 （ ）

万円の増額についてであります。新規事業、口

蹄疫等初動防疫対応備蓄庫整備事業であります

が、口蹄疫等の蔓延防止につきましては、初動

防疫の迅速な実施が重要でありまして、未整備

となっている都城家畜保健衛生所に資材を保管

。するための備蓄庫を整備するものでございます

次に、別冊の環境農林水産常任委員会資料の

５ページをお開きください。新規事業の家畜防

疫体制強化事業についてであります。

１の事業目的にありますように、口蹄疫から

の再生・復興を推進するに当たりまして、二度

と同じ事態を引き起こすことのない防疫体制を

構築することは、畜産農家や産業界が安心して

事業を展開するための最優先の課題でございま

す。家畜伝染病の防疫上最も重要なことは、発

生の予防と早期発見，早期通報、さらには初動

、 、対応ですが このうち発生予防につきましては

現在、国において家畜伝染病予防法に基づく飼

養衛生管理基準の見直しが行われておるところ

。 、でございます このため本県といたしましては

飼養衛生管理基準の遵守の徹底を図るため、畜

産関係職員を家畜防疫員に任命し、全戸巡回指

導を現在実施しているところでありますが、さ

らなる体制強化を図るため、家畜防疫員として

の民間獣医師の活用や、県職員獣医師確保対策

を講じる必要があり、今回、支援策をお願いす

るものでございます。

２の事業概要をごらんいただきたいと思いま

すが、予算額といたしまして2,769万3,000円を

お願いすることとしております。事業期間は平

成25年までの３カ年といたしまして、事業主体

は県と宮崎県畜産協会を予定してございます。

具体的には （４）の事業内容にありますとお、

り、①の民間獣医師活用事業では、民間獣医師

を県の非常勤職員として任用いたしまして、家

畜伝染病予防事業等の業務に従事していただく

ための予算として2,129万3,000円、②の民間団
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体獣医師活用事業では、ＮＯＳＡＩ等の団体獣

医師を任用いたしまして、家畜保健所で継続し

て業務に従事していただくための予算として400

万円、③の獣医師確保対策事業では、本県へ就

業を希望いたします６年生の獣医学部学生２名

に対し修学資金を給付いたしまして、獣医師確

保対策の強化を図るための予算として240万円を

計上してございます。

続きまして、６ページをごらんいただきたい

と思います。議案第６号「公の施設に関する条

例の一部を改正する条例」についてでございま

す。延岡家畜保健衛生所の移転に伴いまして、

住所が延岡市小野町4234番地に変更になったも

のでございます。

畜産課につきましては以上でございます。

。○三好農村計画課長 農村計画課でございます

引き続き、お手元の常任委員会資料７ページ

をお開きください。議案第19号「国営都城盆地

土地改良事業執行に伴う市町村負担金徴収につ

いての議決内容の一部変更について」御説明い

たします。

これは、平成23年２月定例県議会において議

決をいただきました、国営都城盆地土地改良事

業執行に伴う都城市外１町からの負担金徴収に

ついての議決内容について、国の負担金の確定

によりまして市町村負担金を変更するものであ

ります。平成22年度に完了いたしました国営都

城盆地土地改良事業につきましては、関係市町

、から負担金の全額繰り上げ償還の申し出があり

２月定例県議会で負担金と徴収期間について議

決をいただいたところであります。今回、１の

負担金につきまして、国の負担対象事業費の確

定に伴い関係市町の負担金の変更があり、国営

都城盆地土地改良事業負担金徴収条例第３条第

３項の規定に基づきまして議決内容の変更を求

めるものでございます。

なお、今回、合計で51万3,189円の増額となり

ますが、負担金の変更につきましては、既に関

係市町に対し意見を求め同意を得ております。

２の徴収期間については、変更はございませ

ん。

次に、８ページをごらんください。議案第20

号「国営綾川二期土地改良事業執行に伴う市町

村負担金徴収についての議決内容の一部変更に

ついて」御説明いたします。

国営綾川二期地区につきましても、先ほどの

議案第19号と同じく、今回、１の負担金につき

まして、国の負担対象事業費の確定に伴い、関

係市町の負担金が合計で292万4,258円の減額と

なることから、条例に基づき議決内容の変更を

求めるものでございます。

なお、負担金の変更につきましては、既に関

係市町に対し意見を求め同意を得ております。

２の徴収期間については、変更はございませ

ん。

農村計画課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

ありがとうございました。議案○田口委員長

に関する執行部の説明が終了いたしました。

議案についての質疑はございませんか。

３ページです。産地構造品目転換○福田委員

促進支援事業の青果物の価格安定事業、これは

非常に時期を得た事業のスタートと思います。

加工野菜に対する価格安定事業というのは少な

かったんですが、これがスタートできたことに

よって、かなり生産者に思い切って推進ができ

ると考えておりまして、評価をしたいと思いま

す。

そこで大事なことは、これは県単でスタート

するわけでありますから、この後の継続が大事
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なんですね。本県は青果物の価格安定事業では

全国屈指の積み立て造成なんかやっているわけ

でありまして歴史もあります。国関与あるいは

県単ありまして。ぜひ加工野菜についての県単

青果物価格安定事業の継続性を求めたいと思い

ますが、この内容についてもう少し詳しく説明

をしていただきたいと思います。

この事業は口蹄疫の基○加勇田農産園芸課長

金を使うということで、３カ年間というふうに

設定をしております。右側の４ページの大きな

四角囲みの対象品目、黒丸２つ目にございます

が、その後ろのほうに契約野菜収入確保モデル

（ ） 。事業 ＰＱ事業 というのがあるかと思います

これは国が、加工野菜等契約取引によるものの

収入安定対策といたしまして、本年度から新た

にモデル事業として始めたものでございます。

我々としましては、国の事業にのせたいといっ

たこともございましたが、このモデル事業につ

きましては過去に契約取引の実績がないとのる

ことができないといったことがございます。し

たがいまして、本年度から特に西都・児湯地域

においてホウレンソウ等に取り組むといった場

合についてはなかなかこれにのりづらいという

ことがございますので、まずは県単事業におい

て実績をつくりながら、国の事業は恐らく来年

度から本格的な実施が始まると思いますので、

そちらのほうにできるだけ移行できるように実

績づくりをしていきたいというのが一つござい

ます。そういった仕組みで、この事業そのもの

につきましても国のモデル事業に準じた形でつ

くっているところでございます。

そういう方向で移行できれば大変○福田委員

望ましいと考えております。

そこでもう一つ、負担割合で、青果物価格安

定事業の場合、産地市町村も関与するケースが

多かったんですが、今回はスタート時点では市

町村は入っていないようであります。これはど

ういう考えですか。

実は国のモデル事業に○加勇田農産園芸課長

つきましては、出荷団体にも負担を求めていな

い、国と生産者直接といったことになっており

ます。それは、資金を造成する負担を生産者以

外に求めたときに、場合によっては、出資でき

ないということで取り組むことができない場合

も想定されるといったことで、国と生産者と２

分の１ずつにしていると伺っております。しか

しながら、県におきましては産地づくりを行う

といった意味では、きちっとコントロールして

いくといった意味でも、最低限、ＪＡについて

はこの事業に間に入っていただきたいといった

こともございますので、この場合は県と出荷団

体と生産者の３者で設定したところでございま

す。

、○福田委員 青果物価格安定事業のスタートは

生産者サイドの価格安定を念頭にスタートした

事業であるように思い違いするんですが、実は

消費者の皆さん方の消費価格の安定化のために

東京都からスタートしているんです。群馬県の

嬬恋村。それを考えますと、消費者、生産者両

方に関係する市町村行政の関与も、将来の安定

した価格安定事業の資金造成から取り組むべき

ではないかと、要望しておきたいと思います。

もう一点、次は土地改良事業の負担金支払い

方法でありますが、これは今、本県の市町村は

ほとんど全部を一括償還しているんですか。

市町村の地元負担○宮下畑かん営農推進室長

金等につきましては、一般的な事業には２つ償

還方法がございます。まず基本的には、据え置

き２年の17年で償還する元利均等年支払いとい

う方法がございますが、全部もしくは一部につ
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きまして一時支払いする繰り上げ償還が認めら

れておりまして、近年は、利子負担の軽減等の

ために繰り上げ償還を求める市町村が多くなっ

てきております。

、○福田委員 そこでお聞きしたかったんですが

今、国民があまねく享受しています住宅ローン

等の金利、35年、フラット35の金利が１％台か

ら２％ちょっと乗せるぐらいですか、そのとき

の金利変動によりますが。期間も半分以下で年

利５％という設定は、今の時期にそぐわないん

ではないかという感じがします。過去、５％と

いう金利は安かったんです。私どもは綾川の土

地改良事業に関係してまいりましたが、当時10

％を超える金利もございましたから、５％とい

う金利は安かったと思いますが、それから随分

たっていますし、今、市中金利がゼロ金利時代

ですから、この５％という金利は国に見直しを

問うぐらいの時期に来ているんではないかと

ずっと考えていましたが、きょうはあえて発言

をいたしました。今、一括償還、繰り上げされ

ているから実害はないと思いますが、将来、財

政状況が窮乏化して分割支払いになった場合、

負担になると思います。どうでしょうか。

この金利につきま○宮下畑かん営農推進室長

しては５％ということで、現在の市中金利等に

対しまして非常に高い利率となっていると思い

ます。そのようなこともありまして、過去、国

のほうに利子の軽減等求めたこともございまし

たけれども、これが財投資金を活用していると

いうこともございまして、なかなか難しいとい

う回答でございました。ただ、国営の事業負担

の県の支払い分等につきましては、最近は1.2％

等と、低い現在の金利に近いものとなっている

ところでございます。

ぜひ、大事な問題ですから、きの○福田委員

、うも林務のほうで同じような案件が出ましたが

粘り強く国に要求をしていただきたいと思いま

す。以上です。

説明資料の３ページ、産地構造品○中野委員

目転換促進支援事業、これを見るとさらっと見

えるけど、この中身を見ると……。１つずつ聞

きます。出荷団体というのは、具体的に言うと

何社もあるわけですか。

一応ＪＡを想定してお○加勇田農産園芸課長

ります。

それと、再度確認ですが、対象農○中野委員

家というのは、児湯・西都地域の畜産をやめた

人が対象になるわけですか。

口蹄疫からの再生・復○加勇田農産園芸課長

興ということで西都・児湯地域をメーンには考

えておりますが、加工原料用の野菜を生産して

出荷するのは西都・児湯地域だけではございま

せんので、対象は全県ということにしておりま

す。

全県と言われると、今、葉たばこ○中野委員

をやめる人とか、６次産業を全体的に広める中

で、はっきり言うと、ＪＡ西都と取引する人以

外でもできるわけね、冷凍施設なんかは。その

辺はどうなりますか。

それは可能になると思○加勇田農産園芸課長

います。

農家としては、ＪＡ組合員以外で○中野委員

もできるということでいいわけ。

加工原料用野菜の産地○加勇田農産園芸課長

の育成といった観点からは、個々の生産者だけ

ではなかなか推進ができない、取り組めないと

いったこともございますので、そういった意味

で出荷団体、ＪＡの役割は非常に大きいと考え

ておりますので、個々の農家につきましては、

ぜひＪＡのほうから指導いただきましてこの事
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業にのっていただきたいと考えておりますが、

そのほかＪＡを通さないケースとしては法人が

考えられると思っています。農業生産法人につ

きましては出荷団体を通すことがございません

ので、出荷団体の分と生産者４分の１、合わせ

て２分の１を負担いただくという形で、運用の

中で考えていきたいというふうに考えておりま

す。

私もＪＡさんといろいろ話はして○中野委員

、 、 、いますけど 今までの価格安定制度とか 結局

ＪＡの組合員だけが対象になるような話なんで

すね。今からは、周りを見てみると、みんな農

業法人、農商工連携とか、６次産業にしてもし

かり。今、大きいところはみんなやりよる。そ

ういうところをしっかり対象になるようにしな

いと、これは大事なことだから、しっかりそこ

辺は頑張ってもらいたいと思います。

それから、私は埋却地にこだわっていますけ

ど、畜産課長、５ページの説明、初動捜査とい

う言葉。初動といったら口蹄疫が発症した後の

１週間ぐらいを初動捜査というんですよね。私

は素人だから確認するけど。

先ほど御説明いたしました家○児玉畜産課長

畜伝染病予防のための重要な点ということで、

発生予防と早期発見・通報、さらに初動対応と

いうことでお話ししましたが、まさに発生して

いかに１例目で抑えるか、そういった最初の対

応を言っております。

具体的に言うと何ですか。初動捜○中野委員

査の大事なこと。

まず、消毒ポイントの設置、○児玉畜産課長

それから防疫を行うための資材の準備、人員の

確保、埋却地の確保、そういったことが初動に

なってこようかと思います。

埋却地の確保はどうするわけ。○中野委員

、○児玉畜産課長 埋却地の確保につきましては

現在、飼養衛生管理基準の巡回指導をしていく

中で確認をしておりますが、10月を目途にその

辺の確認をしていきまして、不備な部分につき

ましては、飼養衛生管理基準の指導で回る間に

確保していきたいと考えております。

今、一生懸命防疫体制やられてい○中野委員

るのはわかるけれども、絶対発生しないという

ことはないでしょう。

近隣諸国の発生状況等を見ま○児玉畜産課長

すと 日本以外のアジアはほとんど汚染国になっ、

ておりますので、いつ何どきまた国内に入って

。くるか予断を許さない状況だと思っております

去年のやつは24時間以内殺処、72○中野委員

時間埋却、これが大前提だったんです。今、全

、 。然そんなことを言わんやろ 畜産課長も含めて

あの時点は、くどいようだけど、あれだけ拡大

したというのは国と県の責任だと思っている。

部長、今の法律で、仮に発症した、ああいうふ

うに埋却地が手に入らなかった、その場合は県

の責任はないですか。

たとえ確保していても、○岡村農政水産部長

そこが水が出るとかいろんなことで埋却できな

い場合がありますので、そういうものに備えて

ちゃんと県としても公有地等の確保をしておき

なさいという規定になっていますので、そこは

県も十分にバックアップしながらやっていく義

務があると考えています。

義務。責任はない。○中野委員

防疫については、国また○岡村農政水産部長

県、市町村等の協力を得ながら全体で抑え込む

ようにやっていくというのが、改正後の法律の

趣旨だと思いますので、そういう意味では全体

。的に県としての責任は大きいと考えております

。 、○中野委員 法律では努力義務ですか 最終の



- 57 -

個人的に埋却地が確保できなかった場合の、３

番目ぐらいに協働で行政が云々と書いてある、

あれは努力義務ですか。

10月１日に○永山畜産・口蹄疫復興対策局長

定められます防疫指針の中では、まずは農家が

確保していただくことになっていますが、それ

が使えない場合に備えて県としてはしっかり備

えなさいということになっておりますので、県

有地、市有地、あるいは国有地も含めてになり

ますけれども、公有地をしっかり確保すること

は県の責任だというふうに認識しています。

起こらんほうが一番だけど、万が○中野委員

一そういうのが発症して、埋却地 前回だっ―

て最初の分はうまくいっておったんです。だけ

ど後からどんどん埋却地の話が出てきてできん

かった。だからそこに備えて、今一生懸命防疫

して この間テレビで出ておったけど、種牛―

―のところに入るときにＩＴなんかの企業が

そこから先行ったら野天だからね。この間種牛

のところを見に行ったら、人間だけいるところ

はみんな消毒して入りよる。木があったら、ヒ

ヨドリかムクドリかがわんわん群れて飛んで

おった。人間ばっかり一生懸命消毒しておるけ

ど、人間が100％うつすという確証は何もない。

。 、何がうつすかわからん これはかなり長い時間

感染ルートの解明というのは難しいと思う。そ

れと同時に、前回の教訓を生かして、埋却地を

しっかり鹿児島みたいに、これはインターネッ

ト情報だけど、それを確保するべきだ。県が責

任があるというのは ここは議事録は残らん―

けど、もう一回本会議で確認するけど（ 議事録「

に残るそうです」と言う者あり 。もしそういう）

のがそこ辺で出らんかったら、私は責任を絶対

追及していきますよ。

埋却地に関○永山畜産・口蹄疫復興対策局長

しましては、疑似患あるいは患畜の場合にはど

うしても農家の近くでないと運搬できないとい

う問題がありますので やはり農家においてしっ、

かり確保してもらうのが原則ではありますが、

今回、それができない場合をしっかり防疫指針

に定められたわけですから、現在、10月末を目

途に、各農家における確保状況の集約とあわせ

まして、県有地、国有地、市町村有地のリスト

アップという作業を進めておりまして、10月末

時点で不足している部分があれば、３月に向け

てさらに塾度を高めていくというスケジュール

。で真剣に取り組んでいきたいと考えております

関連してですけれども、３ページ○坂口委員

。の民間獣医師活用事業というのがありますよね

これは非常勤で一応県職の立場になる、そして

家畜防疫員に任命するということ。これは口蹄

疫が発生した場合ですね。常時、防疫員として

の立場で任用になるんですか。

この民間獣医師活用事業につ○児玉畜産課長

きましては、民間獣医師は団体、開業含めて350

名程度おりますけれども、その中の１割強、40

名の方を月４回程度任用したい。計算しますと

毎日８名ぐらいの方を家畜防疫員として業務に

ついていただくということで、主に飼養衛生管

理基準の指導についていただきたいと考えてお

ります。

ということは、口蹄疫発生時じゃ○坂口委員

なくて常時ということでいいんですね。

はい、そのとおりでございま○児玉畜産課長

す。

、 、○坂口委員 家畜防疫員というのは 一つには

今、定数の中で定める県職の防疫員がいますよ

ね。定数とこことの関係ですけど、僕も認識不

足かわからんけど、家畜防疫員については定数

で持っていて、それは各自治体の考えるところ
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によって。本県は基準的な部分で３人の家保の

所長とか獣医師何名、防疫員何名を常時……。

それで家伝法の中では、万が一足りないときに

は知事は獣医師の資格を持っている人を任命で

きますとなっていますね。そこらとの家伝法と

のこれを、常時それだけの数を防疫員として持

つということとはどんななんですか。飼養衛生

管理基準の遵守についての指導とかは防疫員

じゃないとできないのか、委託でやれるんじゃ

ないのか。これの根拠はどんなになっているん

ですか 僕の常識では 家伝法では足りなくなっ。 、

たときに知事が任命できると、知事にその権限

を持たせてある。それはあくまでも口蹄疫対応

で足りないときということだったような気がす

るんですけど、ここらは根拠はどんなになるん

ですか。

家畜防疫員の任命に○岩崎家畜防疫対策室長

つきましては、いわゆる有事の際の家畜防疫員

が足りない状況の中での任命じゃなくて、これ

は、ある一定の知識等があれば県知事が家畜防

疫員の任命ができると。その際に、例えば31条

の農家への立ち入りの際のいろいろな権限等ご

ざいますので、それにつきましては家畜防疫員

の証というのを発行しまして、それに基づいて

立ち入りすると。当然それは病気等の知識をあ

る程度持った人間に対してですので、今回、県

職員の畜産職を対象に任命しますけれども、当

然畜産職の方はある程度の防疫の知識を持って

いらっしゃいますので、その人たちを任命して

農家巡回等に当たらせるということでございま

す。

一つには、それは何のためかとい○坂口委員

うと、もちろん病気を出さないというのがある

と思うんです。今度は出たときの対応というの

が。優先的に県職にある人が実態を知る、常に

、 、 、現地を知る 現場を知る 状況を知るためには

まずそこを優先してきて、足りないときに必要

な分だけを任命していくというのが本来あるべ

き姿じゃないかと思う。これは判断の分かれる

ところだからいいです。

それで、今の関連ですけれども、改正家伝法

ばかり前面に出す、そして従来の家伝法の中で

、は対応できなかったから法が改正されましたと

今度はしっかりやっていきますと言うけど、今

の家畜防疫員と、24時間、72時間の殺処理の件

ですけれども、前の家伝法では、農場で発生し

た。そしたらまずそこに24時間防疫員を張りつ

けなさいとなっていたでしょう。その防疫員は

何をするかというと、感染拡大を防ぐという業

務と、殺処理とか埋却をやっていくということ

があった。これには対応されたんですか。防疫

員を発生農場に１人ずつつけていって24時間寝

泊まりさせる、そして指導させる。

改正前の家伝法の中○岩崎家畜防疫対策室長

。で24時間の家畜防疫員を張りつけるという……

違う。マニュアル、指針。○坂口委員

防疫指針におきまし○岩崎家畜防疫対策室長

ては、72時間の農場の閉鎖、封鎖等の規定がご

ざいます そういう中では家畜防疫員が立ち会っ。

て、いわゆるウイルスを蔓延させない対応はし

ております。

それは張りつけられたんですね。○坂口委員

発生農場に。

今回、全農家できた○岩崎家畜防疫対策室長

かと言われればですね。

最初です。全農家になる前に、最○坂口委員

初発生した時点で的確にやられたかどうか。

農場内に24時間家畜○岩崎家畜防疫対策室長

防疫員が寝泊まりはしておりません。

そこらが一つ反省材料、何のため○坂口委員
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に寝泊まりするかというと、殺処、埋却、感染

拡大防止のため。そのときに、今、土地の問題

も出たし人員の問題も出たけど、人も土地もな

くてどうしようもない。しかし、生体の中でこ

そウイルスは増殖していくわけですから、そこ

で殺処理が終われば増殖は終わっちゃうわけで

す。呼吸とかで毒素分を出すこともない、そこ

でシールドできれば。そのときは旧指針はどう

いうことを言っていますか。

とにかく24時間、殺○岩崎家畜防疫対策室長

処分を急げということが明記されております。

だから急げないときです。まず患○坂口委員

畜をやりなさいと そして 決めたような４メー。 、

、 、ターの 水がどうの何ので適地が見つからない

運び出せないときは、仮の埋却をやりなさいと

いうこともあるでしょう。

防疫指針の中に具体○岩崎家畜防疫対策室長

的に、例えば発症家畜を優先して殺処分しなさ

いという規定は明記されておりません。

、 。○坂口委員 じゃ 指針じゃないかもわからん

何かわからんけどそういうのがあるでしょう。

殺処理が間に合わないときは、まず患畜をやり

なさい、仮埋却しなさい。もう１年以上前のこ

とだから指針だったかマニュアルだったか知ら

んです。家伝法に基づいた系統的な中であった

はずです。

昨年の有事の際は、○岩崎家畜防疫対策室長

国のほうからいろんな通達、緊急のマニュアル

等が発出されております。その中では疑似患畜

を優先すべきというようなことで対応しており

ます。実際、１日に15件出たときもございまし

た。そういうときには疑似患畜を優先して殺処

分をした事例がございます。

だから、15件、20件になる前に、○坂口委員

的確に感染を拡大させないための対応を、あら

ゆることを想定して、それは急に国が指導した

ことじゃないですよ 家伝法に基づいてのマニュ。

アルとか指針の中で、その当時の中から、それ

を目にした、そこにあったことを言っているわ

けですから、それは必要なら探してきます。と

にかくそういうことをやられなかったところと

いうのは反省しなきゃだめだということを言い

たいんです。

例えば、感染が拡大する前に、豚なんかでも

どんどん子ができてどうだこうだで飛び出した

のもありましたね。そういうときも淘汰的殺処

理というのが任せてあるじゃないですか。国の

検査で疑似患畜だ、患畜だということが証明さ

れる前に、飛び出すようなときは淘汰的な殺処

理ができます。そういうイロハを守らなかった

ということは これは責めるんじゃないんで―

す。そういうことがかなり落ちていたというこ

とをここで認めて、そしてその反省に立ってい

かなきゃ、説明が家伝法のせいみたいに聞こえ

るんです。今度は改正されたからうまくやりま

す。前は法律がだめだったんです。そうじゃな

くて、法律に基づいたマニュアルなり指針なり

に沿って忠実にやらなかった。初動体制の判断

ミスとおくれがあったということを、今の指摘

みたいに認めてスタートしないと、同じことを

繰り返すんじゃないかと思うから聞いているん

です。そこらはどんな総括されましたか。

今回の口蹄疫を経験○岩崎家畜防疫対策室長

しまして、いかに初発を見つけ、いかに初発の

中で迅速な防疫措置をするということが 口―

蹄疫は非常に感染力が強いということは頭の中

ではイメージしておりましたけれども、実際に

飛び火したえびのなり都城市含めて、初動を迅

速にやれば、１例で、あるいは１頭だけで抑え

られる病気でもあるのかなというのは痛感して
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おりますので、委員が言われましたように、そ

の部分は十分反省しながら今後の防疫の強化に

対応していきたいと考えています。

もしあのときというのは、過ぎた○坂口委員

ことは証明できないですよね。よくあれでとめ

たということにつながっていたかもわからんの

ですけど、常識的に考えると、もっと早くとめ

られたんじゃないかということを反省すべきだ

と思うんです。それで、入ってきたらの対応、

もう一回そういった反省に立ってやってもらう

だけど。

どういうルートで、どこの国から、どの地点

から、だれがどう持ち込んで、どこに落とした

んだという感染経路が全くわからない中で、こ

の前一般質問でもありましたように、今度、宮

大のセンターが宮崎の第１農場以降は徹底して

やってくれるんでしょうけど、第１農場にどこ

からどういうルートで来たというのがわからな

い限りは 「入ったらやりましょう。農家は頑張、

れよ」と言ったって、入った農家はたまったも

。 、のじゃないですよ 県のこれまでの説明を見た

海外からの水際作戦、ことごとくが人さま任せ

ですよね。消毒マット、空港にもお願いしまし

た。港にもお願いしました。それでもどうして

もいかんときは、今度はいよいよ東南アジアあ

たりが蔓延がひどいと思ったときは旅館とかそ

んなところもお願いするんですよ。こんなんで

水際作戦と言えますか。

国の疫学調査チーム○岩崎家畜防疫対策室長

の中間取りまとめの中では、少なくとも東アジ

アの口蹄疫発生国から人あるいは物を介して日

本に入ってきたと。確かに、例えばあの人がこ

うやって持ち込んだという特定はできておりま

せんけれども、少なくとも東アジア、いわゆる

Ｏタイプの遺伝子の相同性からいけば、香港あ

るいは中国大陸との相同性ございますので、少

なくとも人あるいは物が持ち込んだ可能性は非

常に高いということが言われておりますので、

そういう意味では水際防疫というのは非常に重

要なことかと。その水際防疫の象徴としては、

やはり空港あるいは港湾等でいかに入れさせな

いかということでございますので、我々として

は直接空港に行って水際を徹底できませんけれ

ども、国が所管しております動物検疫所のほう

で水際についてはお願いせざるを得ないのかな

というふうには考えております。

今、東南アジアのＯタイプと言わ○坂口委員

れたけど、あのときは、僕の記憶では４つ国の

名前が挙がりましたよね、香港、ミャンマー、

韓国、中国。その中で香港、ミャンマーについ

てはいろいろ株を調べて類似性、共通性を見出

したと。Ｏ型の７つのタイプの中の同一タイプ

だ。韓国、中国は返事もくれない。イギリスの

。研究機関でもその株に係る情報を持っていない

だからわかりませんだったじゃないですか。今

の対策監の説明では、大体この国だと特定でき

たというけど、この２つと似ているというとこ

ろで、この２つのものがより類似性があるか何

かもわからないわけです。だから、いつ入って

きても上等だ、やってやろうじゃないか、ここ

でぴしゃっととめてやろうじゃないかという水

際。そのためには港あるいは空港というのはわ

かります。そこに消毒をお願いしました。飛行

機の中でこちらに来るお客さんに、あなたは口

蹄疫のウイルスを付着させている可能性ないで

すよねということに係る質問状を書いてくださ

い。飛行機の中で紙配ります。イエス、ノー、

○○と。それに本当に正直に書いてくれて、消

毒液を浴びたり徹底した検査を受けて日本に行

こうとする観光客が果たして100％期待できるか
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どうかということです。だから、お願いします

じゃなくて、我々がやりますというものをやら

ないと。ウイルスは靴の裏についているばかり

。 、 、じゃないです それこそ体に付着する 髪の毛

たちの悪いのは口の中とか鼻の中、目の中、話

せば飛んでいく。だから、ここらをもうちょっ

と責任持って。限界はあると思うんです。限界

はあるだろうけど、お願いしたからもう大丈夫

なんだ。農家は土地を買え何をやれ、密度を下

げろと言ったって、それで本当に防げるかどう

かです。ここらはやっぱり、この家畜防疫体制

強化の中で徹底して県が責任持って取り組むん

だという 感染経路 あるいはもうちょっとしっ、 、

かりした県が直接責任持つ水際対策、こういっ

たものの予算を持ってこないと、民間獣医師活

用、これは農家の責任、農家の責任と、責任を

すべて農家に持っていく。だから、臨時職をふ

やしてでも徹底して指導をやるぞ、権限を持た

せるぞ。民間の獣医師じゃない、県の権限持っ

てきたんです。言うこと聞きなさいよ。農家、

農家、農家です。反省の上に立って、行政がや

れるだけのことをやって農家を守るんだという

こと。

後はその他でやりますけど、この議案関係を

超すといかんから。そこらです。

水際防疫が一番大事○岩崎家畜防疫対策室長

なことかと思います。それでも抜け道といいま

すか入ってくる可能性は十分あります。先ほど

畜産課長が言いましたように、いつどこで発生

してもおかしくない状況でございます。次の段

階としましては入ってきたウイルスを農家に入

れない。そのためには、今回国が示しました飼

養衛生管理基準を遵守する。もちろん農家の方

にお願いせざるを得ない部分があります。今、

家畜保健衛生所に47名獣医がいますけれども、

ほとんど毎日農家巡回をさせております。この

農家巡回を、新たに10月１日に施行されます飼

養衛生管理基準の周知と、今回、衛生管理区域

というのを設けることにしましたけれども、そ

の衛生管理区域の周知等含めて、家畜保健衛生

所も含めて、家畜防疫員、日夜指導に当たって

いる現状でございます。

大事なことです。入ってきたらで○坂口委員

すね。入らないという保証がない。それでも入

らないという保証に近い努力をしてくださいと

いうこと、入ってきた後のこと、その前のこと

もやりましょうということ。後でまたその他で

やります。

坂口委員と同じですけれども、民○押川委員

間獣医師をいかに使うかということが、昨年の

口蹄疫発生の中であったと思うんです。今回、

そういう事業を取り組んでいただくということ

でありますから、これは本当にありがたいとい

うふうに思います。なぜなら、やっぱり民間獣

医師の方々が農家個々を十分認識されている、

。 、そして連携の中でそのことができる 疑似患畜

患畜、早く発見をして殺処分、埋却であります

から、そういう方向の中でこれもやってほしと

いうふうに思います。もう回答は要りません。

３ページの今回のモデル事業の中で、これは

例でありますけれども、それぞれ品目ごとに契

約をしていくわけであります。そして量という

ものが過剰になればおのずから下がってくるわ

けでありますから、最初はいいとしても、皆さ

ん方がどのような価格設定の中でこの事業あた

りを今後推進されていかれるというものがある

のか、考え方があれば聞いておきたいと思いま

す。

価格設定でございます○加勇田農産園芸課長

けれども、それにつきましては一番想定してお
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りますＪＡフーズさんがございます。それ以外

にもこれまでに加工用野菜等に取り組んでい

らっしゃる法人等もございますので、そういっ

たところ辺の情報を踏まえまして、価格設定は

ホウレンソウでキロ当たり60円ということでこ

の予算組みはしたところでございます。

ホウレンソウはわかるんですけれ○押川委員

ども、生産性がとれないとだめなわけでありま

すから、ここらあたりはどういう考え方の中で

計画があるのかないのか、どういう設定でして

いくか この対象品目の中で ホウレンソウは60、 。

円とこの契約の中でありますけれども、里芋と

か大根とかニンジン、こういったものもある程

度目安があるのかないのか。

、○加勇田農産園芸課長 23年度につきましては

９月補正ということでございますので、対象と

なりますのは、11月中旬から３月ぐらいまで出

荷されますホウレンソウのみという想定でござ

いますので、今回はホウレンソウだけで想定を

しております。24年度以降につきましては里芋

とかも出てくると思っておりますので、その辺

につきましてはまたいろいろと情報等集めまし

て価格設定等を詰めていきたいと考えておりま

す。

わかりました。これはあくまでも○押川委員

西都に今回稼働を始めました冷凍野菜工場の分

ということで理解します。大事なことは、こと

、し明けてから作付が始まってくるわけですから

そのことをきちんと契約を決めながら、そして

ある程度バランスをとっていかないと、偏って

しまうと、幾ら契約でも、１年はよかったにし

ても次の年に継続ができないというようなこと

も出てくるでしょうから、そこらあたりを相手

方との価格設定の中で十分やって、早目に値段

あたりを出していただくと、農家の皆さん方も

助かるんじゃないかと思いますので、要望して

おきたいと思います。

関連して、そういうのを十分調査○坂口委員

した上での計画と思うんですけど、まず、西都

にできた工場の稼働能力、どれぐらいの作付面

積まで対応可能なのか。ホウレンソウなりので

すね。

ホウレンソウで見ます○加勇田農産園芸課長

と、現在計画されているのは11月中旬からでご

ざいますが、日量20トンというふうに聞いてお

ります。これは１日８時間ぐらいの稼働と伺っ

ております。実際に動かしていませんので動か

、してみないとわからないところでございますが

見通しとしては最大で日量30トンぐらいいける

のかなというふうに伺っております。それで、

出荷期間等を勘案してみますと、23年度で

は2,500トンぐらいの処理をしようとしています

が、フルに稼働すればこの倍ぐらいはいけるの

かなと、計算上そういった見通しだと伺ってお

ります。ホウレンソウの反収を10アール当た

り1.5トンとして見た場合に、単純計算で370ヘ

クタールぐらい、400ヘクタール弱ぐらいの能力

はジェイエイフーズの工場ではあると見ており

ます。

１日８時間プラス４時間ぐらい、○坂口委員

朝１時間余計、５時以降３時間ぐらいというこ

とでフル稼働ということになるんですけど。そ

、れと４～５カ月間続くという勘定になりますか

ホウレンソウならホウレンソウが入ってくるの

が。

そうですね。それぐら○加勇田農産園芸課長

いは続くと思います。

問題は、フル稼働しないとトン当○坂口委員

たりのコストがどうしても高くなる、当たり前

の話ですけど。ですから、最終的にはフル稼働
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で極力コストを下げていくということですね。

投資コストもランニングコストも。まず、売り

先ですね。価格決定のためには売り先があって

有利に販売できなきゃ価格が設定できないわけ

ですよね。売り先とかの見通しはどんなぐあい

に把握されていますか。ニーズ。

現在、販売計画としま○加勇田農産園芸課長

しては、これまで経済連等が加工野菜として取

引のあったところを中心にと伺っております。

あとは学校給食、生協とかもあると伺っており

ますが、国全体としまして加工分野については

輸入品が多いといったこともございますので、

販売先につきましてはまだまだ確保できるもの

と考えているところでございます。

シビアに見通していかないと、ま○坂口委員

た見込み違いでもいけないんですけど 今ちょっ、

と気をつけたいのは、輸入品がふえているのも

含めてそう理解していいんでしょうけど、ホウ

レンソウの場合は、例の東日本大震災での放射

能イメージで、産地が遠隔地のものに今はオ

ファーがあると思うんです しかし 将来はやっ。 、

ぱり価格競争になっていく。そこらまで見据え

たときにどう見通しておられるのか。今のマッ

クスで需要を見ておられると、思わぬ不都合が

出てくる。そのときにはこういったもので対応

、しようというものがあればいいんですけれども

そこがなくて 宮崎のもの人気あるわとか もっ、 、

ともっとオファーがあるということだけで、余

り甘いと 万が一のときの対応を考えておかにゃ。

いかん。伸ばさにゃいかんけれども、いろんな

条件、将来課題が出てきたときに対応できると

いうものをやっておかないと、契約栽培という

のは将来ずっと安定させなきゃだめだと思うん

です。一年一年契約料が変わって、ことしは減

反を何ぼやってくれとか、だれかつくってくれ

んか、Ｂ品でもＣ品でもいいよと、これじゃだ

めだと思うんです。産地をつくっていってブラ

ンド化していくというのは。そこらは、この場

合はＪＡですけど、そことの協議とかさまざま

なリサーチなんかやられているんですか。

、○加勇田農産園芸課長 販売先につきましては

経済連系列でございますので経済連も入りなが

、 、ら確保されるだろうと考えておりますが 当然

ホウレンソウも需要の増減が将来的にはあるか

もしれないといったこともございますので、ホ

ウレンソウに限らず、ほかの品目等もやってい

くという話は一つございますし、産地づくりに

つきましては、当然ＪＡがかんでいただいてき

ちっと供給できるような体制をつくっていく。

、 、そのためには 我々が一つ考えておりますのが

西都・児湯地域においてホウレンソウの生産組

織がないといったことがございます。個々の農

家で対応するのはなかなか難しいところがござ

いますので、生産の組織化を目指さなければな

らないと思っています。その辺にはやはりＪＡ

さんの力が非常に必要だろうと思っています。

そういった意味でも、今後とも生産体制の強化

につきましてはＪＡ系統と検討を重ねてまいり

たいと考えております。

当然、ＪＡと加入農家、８割、９○坂口委員

割、できれば100％なんですけど、一番そこが大

切ですけど。予期せぬことですよね、今言われ

たようにホウレンソウの加工なんていうのはつ

い最近のことで、まだ専用の品種があるわけで

もない。だから、まちまちな品種、それぞれが

。自分の得意に応じて栽培されていくでしょうし

それと新燃岳です。葉っぱを活用する、しかも

広がる野菜ですから、こういった思わぬ課題が

あると思うんです。試行錯誤部分もかなりある

と思うんです。それからＴＰＰだってどんな行
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方になるかわからない。ＪＡ、農家に頑張って

。 、いただくというのは当たり前のことです ただ

そういうものをしっかり将来を見据えながら

やっていかないと、今言われたように、これだ

けの能力を持っている、この能力をフル稼働し

たときに初めて利益が確保できるぐらいの厳し

い競争の中にあると思うんです これも10年 15。 、

年という償却期間も見ておかなきゃいかんとい

うことで、とにかく持続できなきゃだめだと思

。 、 。うんです だから そこをお願いしておきます

答弁は要りません。

５ページの（４）事業内容の○二見副委員長

③獣医師確保対策事業の240万についてですが、

これは本県への就業を希望する獣医学部の学生

に対し修学資金給付を行うということらしいん

ですけれども、詳しい内容を教えていただけな

いでしょうか。

、○児玉畜産課長 この修学資金につきましては

この事業では２名を予定しておりまして、今年

度、12カ月間、一月10万円ということで240万を

お願いしているところでございます。

これは修学資金の給付という○二見副委員長

ふうになっているんですけれども、本県へ希望

して給付をしたとして、卒業時にもし本県に来

なかった場合はどうなるんですか。

本県に来ずに別に行かれたと○児玉畜産課長

いうことになれば、返還をしていただくことに

なっております。

一応そういう内容で給付の契○二見副委員長

約をするということでいいんですか。

はい、そのとおりです。○児玉畜産課長

質疑はよろしいですか。○田口委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは次に、報告事項に関す○田口委員長

る説明を求めます。

地域農業推進課連携推進○工藤連携推進室長

室でございます。社団法人宮崎県農業振興公社

の経営状況について御報告を申し上げます。

お手元、常任委員会資料の９ページをお開き

ください。１の公社の沿革ですが、昭和35年９

月に社団法人宮崎県農業開発機械公社として設

立、以後、農地保有合理化事業や畜産経営環境

整備事業に取り組みまして、平成19年に宮崎県

農業後継者育成基金協会と組織統合し、現公社

として設立いたしました。

２の組織ですが、役員22名、職員14名の体制

となっております。

３の出資金等ですが （１）の出資金6,000万、

円 （２）の農地保有合理化事業基金３億3,700、

万円 （３）の農業担い手確保・育成基金９、

億3,000万円余でございます。

次に、10ページ、４の事業でございます。ま

ず （１）の農地部門につきましては、規模を縮、

小しようとする者から農地の買い入れ等を行い

まして、規模拡大を図ろうとする認定農業者等

に売り渡し等を行いますとともに、耕作放棄地

。の再生・整備に関する事業を実施しております

（２）の担い手部門では、就農希望者への相

談活動や先進農家での受け入れ研修、また、技

術習得に必要な資金を無利子で貸し付ける事業

を実施しております。

（３）の畜産施設部門では、草地・飼料畑等

の造成整備や家畜ふん尿処理施設等の整備など

を実施しております。

（４）の新農業支援部門につきましては、農

商工連携の取り組みを推進するため平成21年度

に設置した部門でありまして、各種連携のコー

ディネートや業務用農産物の契約取引の支援、

また他産業と農業法人・団体との連携によるビ

ジネスモデルの構築を支援しております。
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なお、下段の参考でございますが （１）の長、

期保有地につきましては、昭和63年度には56ヘ

クタールほどございましたが、平成22年度末の

保有量は0.8ヘクタールとなっております。

（２）の一般正味財産期末残高につきまして

は、平成22年度の当期一般正味財産増減額

が5,000万円余減少したことから、6,700万円と

なっております。

次に 公社の平成22年度事業報告並びに平成23、

年度事業計画について御説明いたします。

お手元の平成23年９月定例県議会提出報告書

をごらんください。ページは99ページでござい

ます。１の事業概要につきましては、ただいま

の説明と重複しますので省略いたします。

２の事業実績ですが （１）の農地部門関係事、

業では、事業費３億2,265万円余で、売買事業で

は、69.2ヘクタールの農地を買い入れ、34.1ヘ

クタールの売り渡しを行っております。貸借事

業では、22年度末で33.7ヘクタールの貸し付け

を行っております。以下ごらんのように （２）、

の担い手支援部門関係事業、100ページになりま

すが （３）の畜産施設部門関係事業を実施して、

おります。また （４）の新農業支援部門関係事、

業につきましては、みやざき発・業務用農産物

生産拡大事業によります契約野菜155ヘクタール

の生産拡大への支援等を行ったところです。

次に、経営状況等の説明につきまして、出資

法人等経営評価報告書により御説明いたしま

す。187ページをお開きください。上段の概要及

び中ほどの「県関与の状況」の人的支援につき

ましては、これまでの説明と重複しますので省

略いたします。

その下の財政支出等ですが、県委託料が3,600

万円余、その主な内容につきましては、下の④

のみやざきフロンティア農地再生事業等でござ

います。県補助金は５億7,700万円余、下の①の

畜産担い手育成総合整備事業等でございます。

次に、県交付金・負担金・出資金が400万円余と

なっております。右の欄の県借入金残高につき

ましては、就農支援資金など8,500万円余、県の

損失補償契約等に基づく債務残高は、農地保有

合理化事業による農地の買い入れ資金に係るも

ので、９億700万円余となっております。

次に、下の表の活動指標をごらんください。

３つの指標につきましてそれぞれ目標を設定し

たところでございます。①の農用地等の買い入

れ面積が69ヘクタール、②の就農相談件数が404

件、③の農商工連携・六次産業化の取り組み数

が５件となっており、それぞれ目標を達成した

ところでございます。

次に、188ページをお開きください。上段の財

務状況でございます。左側の正味財産増減計算

、 、書ですが 22年度の経常収益は10億6,600万円余

経常費用は10億2,400万円余で、当期経常増減額

は4,200万円余となっており、これに退職金引当

などの経常外増減の部を加味した当期一般正味

財産増減額はマイナス5,000万円余となっており

ます。これは、本年度中の公益社団法人への移

行を目指し、財務状況の健全化を図るため、退

職給与引当金を一括して計上したことによるも

のでございます。また、下から４行目の出資金

や基金等の当期指定正味財産増減額はプラ

。 、ス3,700万円余となっております これらの結果

一番下の正味財産期末残高は14億9,300万円余と

なっております。

次に、右側の貸借対照表でございます。資産

は、一番右側の欄でございますが、41億4,900万

円余で、主なものは、中間保有しております農

地や事業基金でございます。３つ下の負債につ

きましては26億5,500万円余で、畜産施設等整備
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などの工事が年度末までかかったことによる３

月末時点での事業未払い金や、農地の買い入れ

資金残高などであります。この結果、資産から

負債を引きました正味財産は14億9,300万円余と

なっております。

その下の財務指標でございますが、①の県補

助金等比率は、目標値90％に対し実績値109.6％

。 、となりました ②の管理費比率につきましては

経費の節約等によりまして達成度150％と、目標

を上回る結果となっております。

次に、総合評価の右上の県の評価についてで

す。公社につきましては、みずから５年間の経

営改善計画を作成し計画的、効率的な事業運営

に努めているとともに、公益社団法人への移行

の検討など経営改善に向けた取り組みに対する

評価は高いと考えております。財務面につきま

しては、管理経費等の経費節減に積極的に取り

組んでおりますが、さらなる財務の適正化に向

けた取り組みが必要であると考えております。

組織面につきましては、事業規模に応じた職員

の配置となっておりますが、年齢構成などを配

慮した体制への取り組みも必要であると考えて

おります。なお、農地保有合理化事業を活用し

た口蹄疫埋却地の確保について、計画的な防疫

措置の一翼を担ったことは評価できると考えて

おります。

平成22年度の事業報告は以上であります。

続きまして、23年度の事業計画につきまして

。 。御説明いたします 114ページをお開きください

平成23年度の事業概要、事業計画は記載のとお

りでございますが、公益社団法人への移行を見

据えまして、公益事業としての農地集積や耕作

放棄地の再生整備、さらには担い手対策や農商

工連携を総合的に推進していくこととしており

ます。

次に、115ページの３の収支予算書ですが、収

支は （１）の総括表、右端の合計欄の下から３、

行目でございます。当期収支差額は514万円余の

マイナスとなっております。

なお、116ページから119ページにつきまして

は会計別の収支予算書となっておりますが、説

明は省略させていただきたいと存じます。

以上で、社団法人宮崎県農業振興公社の経営

状況についての報告を終わります。よろしくお

願いいたします。

水産政策課漁業・○成原漁業・資源管理室長

資源管理室でございます。財団法人宮崎県内水

面振興センターの経営状況等について御報告さ

せていただきます。

。常任委員会資料の11ページをお開きください

財団法人宮崎県内水面振興センターの概要につ

いてでございます。

１の沿革についてでございますが、内水面振

興センターは、県内の内水面における漁業及び

養殖業の振興を図るとともに、水産動植物の保

護培養等を行い内水面の振興に資することを目

的として、平成６年11月に設立をされておりま

す。

２の組織につきましては、役員が理事長以下

計18名となっております。また、職員数は11名

で、管理班、業務班、警備・監視班の３班体制

でございます。

３の出資金等につきましては、総出資額

が3,000万円で、このうち県の出資額は1,500万

円、出資比率は50％となっております。

４の事業についてでございますが、当財団で

は、ここに示しております４つの事業を実施し

ております。詳細につきましては議会提出報告

書で御説明させていただきたいと思います。

それでは、地方自治法第243条の３第２項及び
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宮崎県の出資法人等への関与事項を定める条例

第４条第３項の規定に基づき、内水面振興セン

ターの経営状況等について御報告いたします。

お手元の平成23年９月定例県議会提出報告

書121ページをお開きください。内水面振興セン

ターの平成22年度の事業報告書についてでござ

います。

１については先ほどの説明と重複いたします

、 。（ ）ので ２の事業実績について御説明します １

の内水面の増養殖用種苗の採捕・供給等に関す

る事業では、右端の事業実績の欄にありますよ

うに、大淀川と一ツ瀬川でウナギ種苗の採捕を

行い、ウナギ種苗111キロを供給し、採捕収

入6,542万円余でございました。

（２）の内水面における秩序維持対策に関す

る事業では、河川の巡回パトロールによる河川

環境の監視及び河川利用秩序の指導に努めたと

ころであります。

（３）の内水面における水産動植物の違法な

採捕及び流通の防止に関する事業では、大淀川

と一ツ瀬川を主とする県内河川におきまして、

県が行う取り締まりの補助的業務や「うなぎ稚

魚の取扱いに関する条例」に基づきます書類及

び現地調査による情報収集を行ったところでご

ざいます。

122ページに移っていただきまして （４）の、

内水面の水産動植物の保護培養及び環境保全に

関する事業におきましては、アユやウナギの放

流等を行い、資源の保護・培養に努めたところ

でございます。

次に、経営状況等の詳細につきまして、出資

。法人等経営評価報告書により御説明いたします

報告書の195ページをお開きください。中ほど

にあります「県関与の状況」の欄から御説明し

たいと思います。人的支援の状況についてでご

ざいますが、平成23年４月１日現在、役員は18

名で、そのうち２名が常勤でございます。いず

れも県の退職者でございます。残る16名は非常

勤でございまして、うち４名が県職員となって

。 、ございます 常勤職員数は11名でございまして

うち２名が県職員となっております。

その下の県財政支出等につきましては、県委

託料が4,300万円余、県補助金が2,800万円余の

ほか、その下にあります経営基盤強化対策資金

１億4,300万円余となっており、詳細につきまし

ては、その下の表「主な県財政支出の内容」の

ところに示してあるとおりでございます。

次に、活動指標についてでございますが、①

の県内で採捕されるウナギ稚魚全体に占めるセ

ンターの採捕量の割合につきまして 目標値を30、

％としておりましたが、実績は26％ということ

で、達成は86.7％となっております。全国的な

不漁となったことから目標の達成には至りませ

んでした。②の県内各河川の監視・指導回数に

つきましては、目標値200回に対して実績が291

回、達成度は145.5％となりました。③の稚魚放

流量につきましては、目標値12万尾に対し実績

は19万尾、達成度は158.3％となっております。

続きまして、196ページをごらんください。平

。成22年度の財務状況について御説明いたします

左側の正味財産増減計算書の平成22年度の欄を

ごらんください。内水面振興センターの事業活

動による経常収益は１億3,800万円余、経常費用

は１億4,400万円余で、当期の経常増減額はマイ

ナス551万円余となっております。経常外増減は

ございませんでしたので、当期一般正味財産増

減額はマイナス551万円余となり、期末残高はマ

イナス9,766万円余となっております。指定正味

財産増減の部につきましては、増減はありませ

んでしたので、指定正味財産期末残高は、期首
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残高と同様の8,000万円となっております。その

結果、一般正味財産期末残高と指定正味財産を

合わせまして、正味財産期末残高は1,766万円余

のマイナスとなっております。

次に、右側の貸借対照表をごらんください。

一番右側の欄でございますが、資産につきまし

ては１億4,800万円余でございまして、その主な

ものは基本財産や経営安定対策積立金でござい

ます。負債につきましては、短期借入金などで

。 、計１億6,500万円余となっております この結果

資産から負債を引いた正味財産はマイナス1,766

万円余となっております。正味財産の内訳です

が、指定正味財産として8,000万円、一般正味財

産としてマイナス9,766万円余となっておりま

す。

次に、財務指標でございます。①の自主事業

収入の確保につきましては、平成22年度目標

値9,700万円に対しまして実績は6,542万円余と

なり、達成度は67.5％となりました。②の短期

借入金の縮小につきましては、平成22年度目標

値2,000万円に対して、事業収入が伸びなかった

ことから借入金の縮小には至りませんでした。

なお、一番下の総合評価の枠の右上、県の評

、 、価につきましては 採捕量が過去最低となる中

経費の圧縮等により正味財産赤字の増加を最小

限に抑えるなど努力は認められるものの、不漁

による自主事業収入が不安定化の中で、事業の

実施体制の見直し等による一層の経費の節減な

ど、財務状況の改善に向けた取り組みが求めら

れると考えてございます。

平成22年度の事業報告につきましては以上で

あります。

続きまして、平成23年度の事業計画について

御説明いたします。

同じ報告書の128ページをごらんください。今

年度の事業計画につきましては、そこに示して

ありますように、昨年と同様の内容を実施する

予定でございますが、一層の経費節減などの取

り組みを進め、内水面における漁業、養殖業の

振興のため事業を推進していくこととしており

ます。

次に、129ページに移っていただきまして、３

の収支予算書でございますが、事業活動収支の

部につきましては、表の中ほどの欄にあります

ように 収入を１億6,100万円余としており 130、 、

ページの下から11行目の支出のところをごらん

いただきたいと思いますが、支出を１億3,839万

円余と見込んでおり、その下の欄、事業活動収

支差額が2,261万円余としております。

投資活動収支の部につきましては、131ページ

のほうに移りますけれども、上から３行目の投

資活動収支差額をマイナス261万円余、財務活動

収支の部につきましては、短期借入金圧縮額と

なります、下から５行目の財務活動収支差額を

マイナス2,000万円と見込んでおり、当期の収支

差額につきましては最終的にゼロとしておりま

す。

内水面振興センターにつきましては以上でご

ざいます。よろしくお願い申し上げます。

復興対策推進課でご○日髙復興対策推進課長

ざいます。公益財団法人宮崎県口蹄疫復興財団

の概要につきまして御説明いたします。

委員会資料の13ページをお開きください。ま

ず、１の沿革についてでございますが、当財団

は、口蹄疫により重大な影響を受けました県内

経済の回復等を図ることを目的に、本年３月に

一般財団法人として設立されたところでありま

す。また、９月１日には公益認定を受けました

、「 」ことから 公益財団法人宮崎県口蹄疫復興財団

と名称を改めたところでございます。
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次に、２の組織でございますが、役員は、理

事長が１名、常務理事が１名、理事が４名、監

事が２名の計８名となってございます。なお、

役員のうち、副知事が理事長に、農政水産部長

が常務理事に、県民政策部長が監事に就任して

ございます。職員につきましては、事務局長を

畜産・口蹄疫復興対策局長が、事務局次長を復

興対策推進課長が務めておりまして、ほかに事

務局員が１名ということになってございます。

続きまして、３の出資金等でございますけれ

ども （１）の出捐金は1,000万円でございまし、

て、全額を県から出捐いただいてございます。

また （２）の運用型ファンドといたしまして、、

県が地方債を発行して調達した資金1,000億円を

借り受け基金を設置したものでございます。

、 、 、次に ４の事業でございますけれども まず

（１）の市町村復興支援事業でございます。西

都・児湯地域の市町村が広域的な統一コンセプ

トに基づきまして実施する象徴的な事業を支援

することとあわせまして、それ以外の市町村が

地域活性化に資するために実施する特徴ある事

業を支援するということでございます。

次に （２）のみやざき観光再生事業でござい、

ますが、修学旅行などの誘客対策等の事業のほ

かに、地域観光支援といたしまして、市町村等

が実施する取り組みに助成する県域観光団体の

事業を支援するということでございます。

続きまして、右側のページ （３）の商工業等、

経済復興支援事業についてでございます。県域

の商工団体等が直接行う商談会の開催など販路

拡大につながる取り組みや、地域の商工団体等

が行う同様の取り組みに対しまして、提案公募

方式により支援するとともに、金融対策支援と

いたしまして、経済回復や雇用創出につながる

中小企業等の設備投資などに対して支援を行う

というものでございます。

次に （４）の産地構造・産業構造転換推進事、

業についてでございます。農畜産業者が取り組

みます６次産業化に係る施設の整備、もしくは

耕種転換推進としてバランスのとれた地域農業

への構造転換、農商工等連携推進といたしまし

て加工、製造業との連携強化や誘致等に係る施

設整備等を支援するというものでございます。

続きまして （５）の家畜防疫・経営再開推進、

事業についてでございますが、畜産経営再開等

支援や市町村自衛防疫推進協議会等支援といた

しまして、安全・安心で付加価値や収益性の高

い畜産経営の推進や、自衛防疫推進協議会が行

います地域防疫の充実につながる活動を支援す

るものでございます。

最後に （６）その他でございますが、連携・、

協働復興支援や防疫・畜産振興研究等支援とい

たしまして、西都・児湯地域におきます「ここ

ろと身体のケア」などの取り組みなり、科学的

な知見に基づきます防疫や畜産振興等に資する

研究や研修・教育事業等の取り組みを提案公募

方式により支援するものでございます。また、

口蹄疫終息・復興アピール支援といたしまして

関連イベントを支援してまいるということにし

てございます。

次に、財団の22年度事業報告及び23年度事業

計画について御説明させていただきます。

お手元の議会報告書の153ページをお開きくだ

さい。１の事業概要、２の事業実績につきまし

ては、先ほど御説明したとおりでございますの

で、内容等重複しますので省略させていただき

ます。

次に、経営状況等の詳細につきまして、出資

法人等の経営評価報告書により御説明させてい

ただきたいと存じますので、211ページをお開き
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ください。平成23年度宮崎県出資法人等経営評

価報告書、復興財団でございます。作成年月日

が７月22日時点でございますので一般財団とい

、 、うことになってございますが ９月１日時点で

先ほど申し上げましたように公益財団法人に移

行してございます。

この中で、まず、一番上の概要につきまして

は、これまでの説明と重複いたしますので、こ

れも割愛させていただきまして、中ほどの「県

関与の状況」でございます。県関与の状況の人

的支援のところにつきましては、先ほど御報告

したとおりでございまして、９月１日現在と同

様の人的支援になってございます。

その下の枠の財政支出等についてでございま

すが、平成22年度に、財団の活動に必要な資金

といたしまして県の補助金4,000万円、その下に

県の出資金といたしまして財団設立の際の1,000

万円の出捐ということで財政支出をいただいて

おります。また、右側のほうになりますけれど

も、ファンド設置のための1,000億円を借り入れ

してございます。

一番下の活動指標でございます。活動指標と

、 、いたしまして３つ掲げてございまして 一つは

畜産経営再開状況といたしまして農場数の状況

を掲げておるところでございます。また２番目

といたしまして、交流人口の回復・拡大を図る

という観点から観光客数の目標を掲げてござい

ます。さらに３番目といたしまして、事業計画

に基づく適切な執行を図るために支援団体数を

掲げておるところでございます。

次に、１ページめくっていただきまして、一

番上の表の財務状況でございますが、22年度の

実績ということで、まず左側の正味財産増減計

算書をごらんいただきたいと存じます。一番上

にございます経常収益は4,493万2,000円となっ

てございます。その下の経常費用は63万9,000円

でございまして 当期経常増減額は4,429万3,000、

円となってございます。

また、右側の貸借対照表でございますけれど

も、資産といたしまして1,000億5,429万3,000円

となってございます。負債が借り入れの1,000億

円となってございまして、資産から負債を差し

引きました正味財産は5,429万3,000円となって

ございます。

続きまして、その下の財務指標でございます

、 。が 管理費の額につきまして掲げてございます

これにつきましては、今後、新たに県のほうか

らの財政援助を受けることがないようにという

ことで、管理費の抑制を図るというものでござ

います。

一番下に総合評価がございます。総合評価の

右上でございますけれども、県の評価といたし

まして、昨年度の活動期間は、財団が設立され

ました３月４日から３月末までの短期間でござ

いましたので、活動内容なり財務内容、組織運

営の評価につきましてはここにお示ししている

とおりでございますけれども、今後、本格的な

、事業の実施を行うということでございますので

さらなる事業の円滑な実施に向けた取り組みが

必要だと考えてございます。

22年度の事業報告は以上でございますが、続

きまして、平成23年度の事業計画について御説

明いたします。

お手数ですが、同じ冊子の157ページにお戻り

いただきたいと存じます。事業の概要といたし

ましては、これまでの記載のとおりでございま

す。

具体的な事業の内容といたしまして、２にご

ざいますように、委員会資料で御説明しました

内容につきまして、それぞれの事業費の欄に記
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載しております額を今年度の事業として予定し

てございます。なお、これらの額につきまして

は現時点での各分野での支援の考え方でござい

まして、現在、今年度の事業につきまして申請

を受け付けている段階でございます。この事業

の内容なり所要額につきましては、今後の経済

情勢の変化なり各種対策の効果なりを見きわめ

て適宜見直しを行っていくこととしてございま

す。

最後に、159ページでございます。収支予算書

でございますが、収支予算書の収支につきまし

ては、右側の合計欄の中ほどでございますけれ

ども、経常収益の合計から経常費用の合計を引

きました当期経常増減額にございますように773

万円余のマイナスとなってございます。前年度

からの繰越額でございます一般正味財産期首残

高によりこの部分を充当していきたいというふ

うに考えてございます。

口蹄疫復興財団の説明は以上でございます。

しばらく休憩します。○田口委員長

午前11時48分休憩

午後１時０分再開

ただいまより委員会を再開いた○田口委員長

します。

畜産課でございます。○児玉畜産課長

常任委員会資料の15ページをごらんいただき

たいと思います。社団法人宮崎県肉用牛枝肉価

格安定基金協会についてでございます。

まず、１の沿革ですが、平成８年２月に当協

会が設立され、今日に至っておるところでござ

います。

次に、２の組織につきましては、役員が、会

長理事以下計17名でありまして、職員数はゼロ

となっておりますが、これは県経済連へすべて

の事務を委託していることによるものでありま

す。

次に、３の出資金等でありますが、総出資額

は6,166万円であり、うち県の出資額は2,000万

円となっており、県の出資比率は32.4％となっ

てございます。

次に、４の事業につきましては、和牛肥育農

家等からの積立金により基金を造成いたしまし

て、和牛枝肉価格の低下時に補てん金を交付す

る事業を実施しておるところでございます。

参考といたしまして、積み立て頭数と補てん

頭数を示しておりますが、平成22年度は、口蹄

疫での殺処分の影響を受け積み立て頭数が4,000

頭余り減少いたしております。また、生産者積

立金単価と補てん金単価につきましては、１頭

当たり2,500円を積み立てまして、さらに、高価

格時には１頭当たり5,000円を積み立てておると

ころでございます。一方、補てん金につきまし

ては、枝肉価格が基準価格を下回った場合に、

１頭当たり１万円を上限として交付することに

なっております。

続きまして、平成23年９月定例県議会提出報

告書189ページをお開きいただきたいと思いま

す。まず、中段の表をごらんいただきたいと思

います 「県関与の状況」及び「主な県財政支出。

の内容」についてでございます。人的支援の状

況といたしましては、役員17名のうち、非常勤

役員として県職員が１名就任してございます。

県からの補助金等の財政支出はございません。

次に、下段の活動指標についてですが、当協

会は基金造成及び補てん金の交付が業務であり

ますので、基金造成額と補てん金交付額を指標

として設定しており、平成22年度当初は基金造

成を6,333万3,000円、補てん金交付額を7,371万

円と計画しておりましたが、口蹄疫の影響によ
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り肥育牛が処分されたために、実績は計画を下

回り、それぞれ達成度は73.4％と77.1％となっ

ております。

次に、190ページをごらんいただきたいと思い

ます。上段の表の財務状況についてでございま

す。左側の収支計算書で、平成22年度の収入が

、 、１億385万3,000円 支出が１億371万4,000円で

当期収支差額が13万9,000円、次期繰越収支差額

が189万5,000円となっております。

次に、右側の貸借対照表で、平成22年度の資

産が8,823万6,000円に対しまして負債が2,468

万1,000円で、正味財産が6,355万5,000円となっ

ております。なお、負債につきましては未払い

金と価格差補てん準備金を計上しているもので

ございます。

次に、財務指標についてであります。一般正

味財産の増加を指標としておりますが、当協会

を適正に運営するのに必要な管理費を確保する

もので、平成22年度は実績値が目標値を上回っ

ておりまして、達成度は106.6％となっておりま

す。

最後に、総合評価でございますが、さまざま

な要因によりまして枝肉価格が低迷する中、当

協会の活動は和牛肥育農家の損失を補てんし経

。 、営安定に寄与していると考えております また

補てんについても基金の範囲内で行われており

まして、財務内容は良好であるとともに、管理

費も基本金の運用益の範囲内に抑えられており

まして、組織運営も良好であると考えておると

ころでございます。

肉用牛枝肉価格安定基金協会の説明は以上で

ございます。

続きまして、常任委員会資料の16ページにお

戻りいただきたいと思います。社団法人宮崎県

家畜改良事業団でございます。

まず、１の沿革でございますが、昭和44年９

月に前身の社団法人宮崎県家畜改良協会が設立

されまして、昭和48年３月に社団法人宮崎県家

畜改良事業団に改組しております。以降、資料

にありますように、順次、産肉能力検定事業に

着手をしてきたところでございます。

次に、２の組織につきましては、役員が理事

長以下計23名となっております。職員数は22名

で、２部３課で構成をされております。

次に、３の出資金につきましては、出資総額

が9,800万円、うち県出資額が4,000万円となっ

ており、県の出資比率は40.8％となっておりま

す。

次に、４の事業でありますが、肉用種種雄牛

の繋養管理、凍結精液の製造と譲渡、産肉能力

検定の実施及び液体窒素の購入と配付等を実施

しているところでございます。

最後に、参考といたしまして、種雄牛凍結精

液ストローの譲渡本数の推移を記載しておりま

すので、ごらんいただきたいと思います。

次に、９月定例議会提出報告書の191ページを

ごらんいただきたいと思います 中段の表の 県。 「

」 。関与の状況 をごらんいただきたいと思います

人的支援の状況といたしまして、役員23名のう

ち、常勤役員といたしまして県退職者１名、非

常勤役員といたしまして県職員が１名となって

おります。その下の22年度の財政支出につきま

、 、しては 委託料といたしまして6,904万1,000円

補助金といたしまして2,005万6,000円を支出し

ております。

次に、主な県財政支出の内容でありますが、

まず、①の事業でございます。この事業は種雄

牛の産肉能力を把握するための産肉能力検定を

実施するもので、平成22年度決算額は4,745

万7,000円となっております。次に②の事業でご
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ざいます。これは産肉能力検定が終了していな

い待機種雄牛の飼養管理業務で、決算額は1,252

。 。万円でございます 次に③の事業でございます

昨年、種雄牛５頭を西都市尾八重及び高原町に

あります事業団の産肉能力検定所に分散管理を

した際、凍結精液ストローの製造・供給を円滑

に実施するため、それぞれに精液採精場等の整

備を実施したもので、決算額は906万4,000円と

なっております。次に④の事業ですが、産肉能

力検定候補牛の確保や産肉能力検定を実施する

ための交配の推進を図るもので、決算額は717

万7,000円となっております。最後に、⑤の事業

は種雄牛候補牛を一般雌牛に試験交配して生産

された子牛の肥育を行い、種雄牛候補牛の産肉

能力を明らかにし選抜の指標とするもので、決

算額は1,287万9,000円でございます。

一番下の表をごらんいただきたいと思います

が、活動指標といたしましては凍結精液の譲渡

本数を設定しておりまして、平成22年度当初は

年間15万本の譲渡を計画しておりましたが、口

蹄疫発生の影響により実績は12万7,083本で、目

標に対する達成度は84％となってございます。

次に、192ページをお開きください。上段の表

の財務状況につきましては、左側の収支計算書

で、平成22年度の収入が７億6,067万2,000円、

支出が７億5,943万1,000円で、当期収支差額

が124万1,000円、次期繰越収支差額が５億2,642

万円となってございます。

次に、右側の貸借対照表をごらんください。

平成22年度の資産が８億446万7,000円、負債が

１億8,004万4,000円で、正味財産が６億2,442

万2,000円となっております。

財務指標といたしましては自己収入比率と管

理費比率を設定しておりまして、自己収入比率

につきましては目標値80％に対しまして実績

値88％、管理費比率につきましても目標値20％

に対しまして実績値15％と、いずれも目標を達

成しており、良好な財務状況となってございま

す。

県の総合評価といたしましては、平成22年度

は口蹄疫の発生により多くの種雄牛を失うこと

となったものの、口蹄疫終息後いち早く凍結精

液の製造を再開し、県内の肉用牛農家に対する

供給を滞りなく実施できたことに対しては評価

できるものと考えております。今後、公益法人

制度改革に沿った組織体制や会計システムの見

、 、直しを行いますとともに 経営改善計画の中で

当該法人が畜産農家の経営安定に果たす役割の

検証、財務状況を踏まえた県の財政関与のあり

方、凍結精液ストローの需給体制等について検

討を進めていくこととしております。

家畜改良事業団の説明は以上であります。

次に、常任委員会資料の17ページにお戻りい

ただきたいと思います。社団法人宮崎県畜産公

社の概要についてでございます。

まず、１の沿革につきましては、昭和43年に

社団法人霧島地域酪農開発公社として設立され

まして、昭和53年には社団法人宮崎県酪農公社

に改組しております。平成13年に社団法人宮崎

県畜産公社に名称を変更しておるところでござ

います。平成22年４月からは、県、都城市、経

済連の３者を構成員とする新たな体制での運営

を開始しております。

次に、２の組織につきましては、役員が理事

長以下計11名となっております。職員数は７名

で、総務事務を担当する管理グループ１名と、

牛の飼養管理などを担当する業務グループ６名

となってございます。

次に、３の出資金等につきましては、出資総

額１億6,058万円で、うち県出資額が8,000万円
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となっており、県の出資比率は49.8％でござい

ます。

４の主な事業といたしまして、預託部門につ

きましては、県内酪農家から乳用後継牛を預か

り保育・育成した後 酪農家に返す仕組みとなっ、

ておりまして、公共牧場としての柱となる部門

でございます。次に、検定部門でありますが、

乳用牛では、高泌乳牛を選定するための乳用牛

群検定を、また肉用牛につきましては、肉用牛

の種雄牛を選定するための産肉能力後代検定を

実施しておるところでございます。生産部門に

つきましては、生乳や子牛、肥育牛の生産・販

売を行っておりまして、畜産公社の収益事業の

中でも大きなウエートを占めておるところでご

ざいます。

続きまして、９月定例県議会報告書の193ペー

ジをごらんいただきたいと思います。中段の表

、 、でございますが 県関与の状況につきましては

まず人的支援といたしまして、役員11名のうち

県職員２名が非常勤で就任しております 平成22。

年度の財政支出といたしまして、補助金につき

ましては1,300万5,000円を支出しております。

、 、また その他の県からの支援等といたしまして

畜産公社の運営強化を図るため、宮崎県畜産公

社強化育成事業によりまして１億2,000万円の貸

し付けを行っているところでございます。

主な県財政支出の内容につきましては、①の

事業では、和牛受精卵を酪農家に供給するため

の供覧牛の導入経費等を助成するもので 平成22、

年度の決算額は448万円でございます。次に②の

事業につきましては、預託牛等の保育・育成経

費の一部を補助するもので 決算額は642万4,000、

。 、円となっております ③の事業につきましては

施設等整備費に係る起債償還額を出資割合に応

じて補助するもので、決算額は210万1,000円で

ございます。

。一番下の表をごらんいただきたいと思います

活動指標といたしまして、①に保育牛の預託延

べ頭数を、②に育成牛の預託延べ頭数を示して

おります。平成22年度は保育頭数が５万3,924頭

で達成率98.9％でありますが、育成頭数につき

ましては、新燃岳の噴火に伴う預託牛の一部避

難等がありましたことから４万8,755頭で、達成

率77.3％となっております。③の搾乳による他

事業の維持でございますが、これは生乳の年間

出荷量を示しておりまして、平成22年度は夏場

の猛暑や新燃岳噴火に伴う搾乳牛へのストレス

などもありまして、達成率は83.4％となってお

ります。

次に、194ページをお開きください。上段の表

の財務状況につきましては、左側の収支計算書

で、平成22年度は収入が３億9,432万9,000円、

支出が３億8,485万8,000円で、当期収支差額

は947万1,000円でありまして、３年ぶりに単年

度収支が黒字となっております。

右側の貸借対照表をごらんください。平成22

年度では資産が５億4,148万5,000円、負債が５

億2,755万5,000円で、正味財産は1,393万円と

なっております。

次に、財務指標につきましては、①の累積欠

損金の解消を設定しておりまして、平成22年度

は947万1,000円の黒字でありましたことから、

目標を上回ったところでございます。②の自己

収入比率の改善につきましては、目標値100％に

対しまして達成率87.6％で、③の管理費比率に

つきましては、目標値20％に対しまして達成

。 、率69.5％でございました これにつきましては

人件費の圧縮は図られたものの、口蹄疫対策と

して新たに整備しました牛舎などの減価償却費

が増加したことが要因でございます。
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最後に、県の総合評価といたしましては、平

成22年度は、口蹄疫の発生や新燃岳噴火の影響

などにより、預託受け入れの中断や預託牛の避

難、飼料畑などへの降灰などの被害が発生しま

したが、組織の見直しによります人件費の圧縮

や不採算部門の縮小などによる経費の削減と、

口蹄疫対策としての和牛預託の受け入れなどに

よりまして黒字での決算となり、累積欠損金の

削減が図られたことは評価できると考えており

ます。今後は、預託頭数の確保や生乳生産の拡

大などによります収益の確保と、自給飼料生産

拡大によります経費削減等に取り組むことで経

営の改善を図っていくことが重要であると考え

ております。

畜産課は以上でございます。

。○神田漁村振興課長 漁村振興課でございます

財団法人宮崎県水産振興協会の経営状況につい

て御報告いたします。

先に常任委員会資料の18ページをお開きくだ

さい。まず、当協会の概要について御説明いた

します。１の沿革でございますが、昭和56年４

月に、当協会は放流用の稚魚の生産といった、

つくり育てる漁業の基幹を担う施設として延岡

市熊野江町に設置されました。当初は県営の栽

培漁業センターとして設立されましたが、平成

４年４月に、漁業者参画のもと栽培漁業をより

積極的に推進するため、財団法人宮崎県栽培漁

業協会として法人化されました その後 平成18。 、

年11月に財団法人宮崎県漁業振興基金を 平成19、

年３月に社団法人宮崎県かん水漁業協会の事業

の一部を引き継ぐ形で統合を行い、平成19年４

月に「財団法人宮崎県水産振興協会」に改称し

たところでございます。

次に、２の組織についてでございますが、役

員21名、うち３名が県の職員でございます。ま

た、職員10名のうち２名は理事を兼務してござ

います。

、 、次に ３の出資金等についてでございますが

基本財産３億8,600万円のうち、県が37％の１

億4,300万円を、残りを沿海市町と関係団体等で

出捐しております。

あけていただいて、19ページをごらんくださ

い。事業についてでございます。４つの事業を

実施しております。まず （１）の栽培漁業振興、

部門につきましては、マダイ、ヒラメ、カサゴ

等の放流用種苗の生産・放流の実施、並びにつ

くり育てる漁業に関する普及啓発を実施してお

ります。

（２）の養殖種苗供給部門につきましては、

養殖用種苗の生産供給及び新魚種量産化等の技

術開発に関する事業を実施しております。

（３）の魚類養殖・漁場改善部門におきまし

ては、養殖業の健全な発展のため、ブリ稚魚の

需給調整や養殖魚の生産状況、漁場の適正行使

に関する指導を実施しております。

（４）の漁業振興総合対策部門では、旧財団

法人宮崎県漁業振興基金の一部事業の引き継ぎ

に伴いまして、漁業の省エネ対策や担い手育成

に対する支援事業を実施しているところでござ

います。

続きまして、当協会に関します県の関与につ

いてでございます。ここからにつきましては宮

崎県出資法人等経営評価報告書に基づき御説明

いたしたいと思います。

平成23年度定例県議会提出報告書の197ページ

をお開きください。まず、中ほどの表の「県関

与の状況」をごらんください。人的支援につき

ましては、先ほど申し上げたとおりでございま

す その下の財政支出等でございますが 平成22。 、

年度の県の委託料は、カワハギ量産化技術開発
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事業等で1,746万円余、県からの補助金といたし

まして、放流用のカサゴ、ヒラメ等の生産、供

給に対します支援といたしまして5,464万円余と

なってございます。このほかの県からの借入金

残高等はございません。

次に、一番下の表の中ほど活動指標でござい

ます。指標といたしましては、栽培漁業に関し

ます３つの項目を掲げてございます。まず、①

の放流用種苗生産尾数ですが、これは当協会で

生産し放流されるすべての魚の尾数でございま

す。平成22年度の目標値を215万尾としておりま

すが、達成率は94.4％でございました。②のマ

ダイの放流魚混獲状況ですが、目標値はマダイ

の漁獲量に占める放流マダイの割合でございま

す。平成22年度の目標値13％に対しまして達成

率は48.1％でございました。③の栽培漁業に関

する普及啓発につきましては、当協会の見学者

数等とホームページの閲覧者数の合計値で設定

したものでございますが、平成22年度の目標

値3,450人に対しまして、達成率は41.1％でござ

いました。

続きまして、198ページをお開きください。財

務状況についてでございます。左上の正味財産

増減計算書をごらんください。表の中ほどに示

しております当期一般正味財産増減額は2,435万

。 、円余の減となってございます したがいまして

一般正味財産期首残高が1,226万円余でありまし

たので、一般正味財産期末残高はマイナス1,209

万円余となってございます。

次に、右の貸借対照表をごらんください。平

成22年度の資産の合計は５億7,356万円余で、そ

の２行下の負債の合計は5,266万円余となってご

ざいます。したがいまして、その２行下になり

ますけれども、平成22年度末の正味財産は５

億2,090万円余となってございます。

続きまして、下の財務指標についてでござい

ます。まず、①の１人当たりの自主財源収入金

額につきましては、目標値790万円余に対しまし

て達成度58.4％となってございます。②の収支

比率につきましては、目標値104％に対しまして

達成度は83.7％となってございます。③の基本

財産運用益でございますが、目標値180万円に対

しまして達成度は74.3％となってございます。

最後に、下の表にあります総合評価でござい

ます。表右側の県の評価といたしましては、景

気悪化に伴い、自主事業である種苗供給事業収

入が低調傾向にあり、自助努力による改善策を

見出しにくい状況ではございますが、栽培漁業

の基幹を担う団体として十分な機能を発揮でき

るよう事業内容の整理や経費の節減を最大限実

。 、施する必要があるものと考えております 今後

公益法人制度改革による新制度への移行を迎え

ますことから、事業内容の整理とともに、新た

な自営事業の検討等さらなる経営改善への取り

組みが必要と考えているところでございます。

以上で報告を終わります。

ありがとうございました。報告○田口委員長

事項に関する執行部の説明が終了しました。

報告事項についての質疑はございませんか。

121ページの内水面振興センターの○福田委員

件です。私は設立からずっと見てきたわけです

が、ことしの採捕量は111キロですね。県内の池

入れ量がどれくらいかつかんでいませんが、こ

れに対する比率はどういうものでしょうか。県

内の全養殖場に入ったシラスの量に対して、こ

の111キロは何％ぐらいになるのか。

県内全体の池入れ○成原漁業・資源管理室長

が3,114キロございまして、そのうち内水面振興

センターが111キロですので 全体から見れば3.6、

％ということになります。
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量は少ないけど価格の指標等につ○福田委員

いての公的機関の役割はあると、私は過去から

見ておったんです。しかし、余りにも少ないで

すね、大きな県の資金をつぎ込んで。全面に内

水面の振興ということで出ているんですが、当

初設立する段階で、水産庁から出向されておっ

た担当課長の説明では、宮崎県をテスト地とし

て 当時、宮崎県のシラス採捕に関して暴力―

団の介入が非常に多かったですから、これの排

除と内水面の振興ということでした。

ところが、これは自然相手にやるものですか

ら、なかなか一定した採捕量が見込めないし、

事実、近年そうとれていないんです。これは大

事な組織ですから継続して置く必要があると思

いますが、できるだけ県の関与を薄くしていっ

て、業界団体も、小さな生産者から、企業体の

大きい、県内の生産量の３～４割を占めるよう

な業者から、個人でも経営体がしっかりしたも

のに残った人が限られてきましたから、そうい

う方々を中心に運営するべき時期に来たのでは

ないかというふうに見ております。表面上の数

字からは余り県の関与が認められないようにあ

りますが、先ほど説明いただきました数字から

しますと、県の委託料の4,500万とか補助金

の2,800万円、この辺はつかみ出しですし、さら

に毎年１回返還はなりますが、２億円の貸し付

け等もされているわけでありますから、非常に

厳しい状況からしますと、ぼつぼつ民間への移

行が大事になってくるんではないかと考えてお

りますが、どのようにこれはお考えであります

か。詳しい方が説明してください。

御指摘のとおり非○成原漁業・資源管理室長

常に厳しい経営ではございますけれども 平成11、

年から鋭意経営改善に取り組んでいるところで

ありまして、そのときの整理というのは、唯一

の収入であります採捕収入で採捕経費及び内水

面振興経費を賄うということと、秩序維持に関

する部分については、県の委託補助を支援とし

て使いながら経営改善を進めていくという基本

原則を定めて鋭意取り組んできたところであり

まして、その原則は今も変わっておりません。

したがって、採捕収入自体では非常に低迷をし

ておりますけれども、警備その他秩序維持に関

する部分については、県の取り締まりとの連携

という部分もございますので、しっかりと県が

。支える部分は今後ともあると認識しております

御指摘のように、受益者である養鰻業者の皆さ

んや河川の採捕の皆さんも含めて、一緒になっ

て支えていただくような組織というものもあっ

ていいというふうに考えますので、これから関

係者の皆様との協議も十分にさせていただいて

今後の方向性等決めてまいりたいと考えており

ます。

大事な組織ではありますが、限ら○福田委員

れた関係者になりましたから、そういう方向が

いいと思いますし、河川も一ツ瀬と大淀２河川

ですから。しかし、暴力団排除等につきまして

は、やみ採捕等はほかの河川でたくさんありま

して、その辺からしますと、排除対策も全部機

能しているわけではありませんから、この面は

。 。私は非常に有効だと思います 全国に先駆けて

お願いをしておきたいと思います。

続きまして、農業振興公社、187ページです。

先ほど設立の経緯を御説明いただきましたが、

スタート時点では非常にまだ農機具等の個人所

有が難しかったです。僕らが中学生から小学高

学年でした。トラクターがあるのは県の公社し

かなかったんです。そこにお願いして深耕、田

すきや畑の耕うんをお願いしておったわけであ

。 、ります 時代とともに姿を変えてきたんですが
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内容を見ますと、離農した農家から農地を一時

買い受けて、それを今度は中間所有して買い受

け農家に移行する期間をお手伝いされるわけで

すが、これは農業委員会や農業団体で十分でき

る仕事かなと思っています。そこに農業振興公

社が介入してきていまして、私は実務を見てき

ているんですが、これは屋上屋を架す作業だな

というふうに見ております。これは数件の売買

事例を見ました。

それから、２、３等については市町村行政や

、ＪＡあたりでかなりできる仕事でありますから

そういう面では農業振興公社については、国と

の絡みもありますが、もう少し規模等もスリム

化されて、県全体の農業振興に必要な組織に改

編をしていく時期にこれも来ておるんではない

かという気がするんですが、この数字から見ま

して。どのようにお考えですか。

公社でございます。農地○工藤連携推進室長

保有合理化事業、いわゆる農地の利用集積につ

きましては、経営基盤強化法に基づきまして、

県全体の区域をエリアとします農地の利用集積

。 、ということで現在取り組んでおります 市町村

農業委員会、またＪＡが合理化法人になってお

りますが、市町村、ＪＡにつきましては、区域

内での非常に集中的な農地の集積というところ

で重点を置いて取り組んでいらっしゃると認識

しております。公社につきましては、市町村エ

リアを超えた広域的な中での農地情報をもとに

した農地利用集積を積極的に推進するという意

味では、一定の成果を上げているんではないか

と考えております。

また、最近、宮崎県の農業後継者育成基金協

会と統合しまして、19年以降、新規就農の相談

窓口ということで、県全体の本部の相談窓口と

しての役割を担っていまして、 年間900件程度※

の新規就農なり就農相談を受けております。非

常に相談件数もふえていまして、新規就農の相

談をしっかり受けとめて担い手の育成につなげ

ていくという意味では、担い手の部分も非常に

重要な役割を果たしていると思います。当然、

地域の農業改良普及センター、市町村の皆さん

と情報を共有する中で、農地のあっせんなり、

いわゆる農地部門と一体的な担い手の確保とい

。うところで取り組んでいると認識しております

それと一昨年に、農商工連携、６次産業化の

推進の窓口ということで新農業支援課が設立さ

れております。国の６次産業化法が３月に施行

されまして、その法律に基づきまして、７月に

。は支援事業体ということで取り組んでおります

現在 20件程度新たな計画もありますので しっ、 、

かりフォローしたいというふうに考えておりま

す。

重要性を強調されるのはよくわか○福田委員

りますが、私が言うポイントは、行政や関係団

体で屋上屋を架す仕事をするんじゃなくて もっ、

とスリム化したコストの安い仕事をやってくだ

さい。もう回答は要りません。お願いしておき

ます。

続きましてもう一点、家畜改良事業団、これ

も極めて大事な事業でありまして、恐らくこれ

からも非常に畜産農家が頼りになる組織であろ

うと考えておりまして、さらに内容の充実をお

願いしておきたいんですが、そこで、192ページ

の県の評価に書いてございますが、これは完全

な公益法人として今後とも非課税団体で運営さ

れることが確定をしているわけですね。その辺

をちょっと教えてください。

このたび新公益法人の移行に○児玉畜産課長

つきましては、事業団のほうは一般社団のほう

※次ページ左段に訂正発言あり
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を選んでおります。と申しますのが、精液の販

売事業は恐らく公益事業としてみなしていただ

けないだろうということになりますと、公益事

業での収益が50％に満たないということがあり

まして、公益法人としていくのは難しいだろう

という判断でございます。それから類似の団体

が、国の家畜改良事業団、北海道のジェネティ

クス北海道というのがございます。その辺とも

いろいろと情報交換をしながらやっておるんで

すけれども、やはり同様に、精液の販売事業が

収益事業とみなされるであろうということで、

今のところは一般公益法人のほうで申請したい

というような状況です。

。○福田委員 その辺が判断の分かれ目なんです

しかし、国のほうが認可しなければおっしゃる

とおりになってしまうんです。私は、努力され

て公益法人としての認可を、全国の類似施設と

共同して頑張ってもらうほうが 将来 フリー、 ―

ハンドは少し奪われますよ 本県の畜産農家―

、のためになるのではないかと考えておりまして

これぐらいは公益法人として認めてほしいなと

いう気がするんですが、それは不可能に近いと

いうことですね。

今、一般社団のほうで動いて○児玉畜産課長

おるんですけれども、事業団のほうにこのため

の特別委員会というのを設置しておりまして、

協議を重ねながら進めておるわけですが、いろ

いろ話を聞きますと、やはり公益社団のほうに

はかなり難しいといった状況でございます。

先ほど私、就農相談900件○工藤連携推進室長

と申し上げましたが、400件の間違いでございま

した。申しわけございません。

内水面振興センターですよね、な○坂口委員

かなか厳しくなってきているけど、自己矛盾に

あると思うんです。これだけ採捕量が少ない、

一方では資源の維持とかを目的にというのと、

これだけ資源が少なくなったのにさらに採捕し

ていくということの自己矛盾とか、二足のわら

じに限界があるんじゃないかという気がするん

です。秩序の維持とか河川の環境、資源の維持

も含めたですね。こういった公的なものをしっ

かり保全していくという役割、また監視とか指

導、ここらのところは整理する必要性とか感じ

られませんか。

資源の問題がなお○成原漁業・資源管理室長

一層厳しくなっているからこそ、採捕秩序、そ

れから必要量がとれたら直ちに採捕を中止する

というようなルールの遵守をきちっとやる体制

が、これまで以上に重要になってきていると認

識しておりますので、内水面振興センターとい

う形式でいうと、収入が一定程度ないと組織が

維持できないということで採捕をやっておりま

、 、すけれども センターの目的の主眼というのは

安定供給と言いつつも秩序の維持というところ

が大きい要素だと考えていますので、そういっ

たことを中心にセンターの役割を果たしていけ

るように今後ともやっていきたいと考えており

ます。

だから、それが果たせるかという○坂口委員

ことを聞いているんです。適正な資源の維持で

しょう。少なくなって、池に入れるのが111キロ

ですよね。３トン入ったわけでしょう。どこか

ら来たシラスかわからないけど、とにかく袋網

。でとれないということはいないということです

入れないのに漁期を延ばしてまで確保するとい

うのは、本来の目的の資源の維持というところ

と相矛盾しないのかということです。

だから 一方では種苗の確保という役割をしっ、

かり持つところと、しっかりその環境を守って

いく、資源の保護もしていく。そのために附属
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する取り締まりとか指導をやっていくんだとい

うのを分離して、公的な部分と、養殖業者さん

が種苗を確保するんだという営利の部分と分け

。ないで大丈夫かということを言っているんです

できればいいんですよ。できないじゃないです

か、ずっとじり貧で来て。資源の維持からいっ

たら、ことしはほとんどいないと。そしたら採

捕するのを早くやめようというのが本当でしょ

う。根こそぎはやめようというのが。とれない

から、とれないから、最後の１匹まで確保しよ

うというやり方を一方ではやっていって、それ

で本当に自己矛盾を感じませんかということを

。 、聞いているんです このままずっと行きますか

それともしっかりここで役割を やっぱり攻―

めと防ぐというのはあるんです。開発と環境と

、 、か しっかりそれぞれが専門性を前面に出して

検討し合いながら折り合いを示していくところ

までもう来ているんじゃないかということを聞

くんです。大丈夫ですか。

シラスの資源とい○成原漁業・資源管理室長

うか漁模様については、世界的な不漁であると

いうようなことで。

そんなのはわかっていて聞いてい○坂口委員

るんですから、自己矛盾を感じていなくて、今

後とも責任持ってやるから心配するなと言える

のか。それとも心配持っているのか、悩み持っ

ているのかということを聞いているんです。

採捕期間について○成原漁業・資源管理室長

は、従来から変えず105日というラインをずっと

守っておりますので、そういったことを原則と

してきちっとその辺を維持できるように頑張っ

ていきたいと考えています。

それじゃ、僕の判断では守られて○坂口委員

いないということです。もうこれは、川に行っ

てみて魚も何もいないぞとなったときは早くや

めよう、たくさんいるときは希望者がいる限り

は供給してあげよう、それが資源を保全してい

くということだと僕は理解しています。じり貧

で来ているでしょう。年々資源が厳しくなって

きているときに、何かを考えないと、本当に資

源を守っていくことがやれるのかということを

言っているんです。内水面振興センターが種苗

を確保して運営していくんだといったようなこ

とをやっていなかったら、委託とかでやってい

くんだとなったときは、本当にこれだけまでと

らせますか、何かを考えるんじゃないのという

ことです。養殖業が成り立たないじゃないかと

なったときは、種苗をどこかのルートに求めら

れないのかということです。そういうことを知

恵を出すんじゃないのということ。本当に大丈

夫なんですか。シラスの採捕期限を延ばしたこ

とは一度もなかったですか。

105日というのは基○成原漁業・資源管理室長

本原則として 守っていると思います。一たん短※

い期間で採捕期間を決めておいて、それから少

し延長した部分はありましたけれども、原則105

日ということで守っていると考えております。

それじゃなぜ、105日だか何だか知○坂口委員

らんけれども、何月何日から何月何日まで採捕

期間ですよと決めて、事前になってもっととら

せてくれという要望が上がってきて、じゃ今回

延ばそうということをやったんですか。最初か

ら105日なら105日でして、必要な量が確保でき

、 、たら 県外には出さないとなっているんだから

自動的にとまるじゃないですか。資源がふえて

くるのはいいんです。足りなかったときにどう

判断しているかです。ウナギ資源がどうなって

いるのかということ。そんなことまでして、徹

底してとることだけに工夫せざるを得ないんじ

※90ページ左段に訂正発言あり
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ゃないですかというんです。こういうやり方を

。 、 、やっていたら それよりも堂々と 必要なのは

事業費を組んで公的にやるべきことはやって、

そういうことに仕分けしたほうがいいんじゃな

いのということを言っているけど、本当に大丈

夫ですか。これに関しては最後にします。今後

ともその方向でいけるんですか。議会の承認な

んかも今後難しくなると思うんです。いろんな

観点から、養鰻業者の育成という観点からもや

らにゃいかんし、資源はもっと大事だと。

大体ウナギというのはどういうことで採捕で

きるんですか、本当はできないんでしょう。で

きないということは何をもってできないように

やっているんですか。なぜとったらいけないん

ですか、このシラスというのは。

やはり資源の保護○成原漁業・資源管理室長

ということで稚魚はとらないと、基本原則とし

。て規則で決まっているということでございます

なぜですか、ほかの魚はとってい○坂口委員

いのに。

重要な資源である○成原漁業・資源管理室長

ということが言えると思います。

希少資源だからですよ。これが邪○坂口委員

。魔になるぐらいいればそんな法律できないです

だから特採許可というのが出るんです。という

、 、ことは あくまでも根底にあるのは資源の保全

種の存続です。ということは、実際種が存続で

きるかどうかということを判断して特採許可と

いうのは出さなきゃだめなんです。それを必要

な量をとろうと思うと、二足のわらじを履いて

いって本当に大丈夫なの、もう深刻な事態に来

ているんじゃないのということ。

採捕を禁止してい○成原漁業・資源管理室長

るというところでございますけれども、同じ規

則の中でなぜ解除できているかということです

が、要するに養鰻業という養殖業種苗の供給に

限って許可を出しているということでございま

して、やはり産業振興という側面は否めないと

ころがあるので、先ほどから委員御指摘のよう

、 、に 資源の状況もしっかりと情報収集しながら

そこのところは我々として管理をしていきたい

と考えております。

。○坂口委員 特採はそれだけじゃないんですよ

試験研究用に必要なときも特採許可出せるんで

す。種苗だけじゃない、試験研究用も。試験研

。究用にとるシラスでさえそれだけ厳しいんです

。知事の許可もらわなきゃとっちゃだめなんです

大学校でも試験場でも。やっぱり資源をしっか

り守っていく、これは特異な資源だ。たどれば

日本のウナギ文化だということです。そこに由

来するから資源というものはしっかり持ってお

かなきゃいかん。その中でどうしても産業とし

ても成り立たせにゃいかん。これは振興のほう

です。そんなにやってたら資源足りないじゃな

いかというときは、状況を見ながら、あるいは

別なルートから確保しながらでも池に入れてあ

げる。111キロしかとれなくても３トン入ってい

。 。るんですから ３トンといったらフル状態です

宮崎の池入れ能力の限界です。だから、もう

ちょっと知恵を出していかないとだめなんじゃ

ないの。

じゃ、ウナギの監視とか流通の指導とかに数

千万かけてますよね 具体的にどんなことをやっ。

たんですか。何をそこから得たんですか。毎年

これをやっている。

密漁の取り締まり○成原漁業・資源管理室長

の部分については、毎年県と一緒になって、大

淀川、一ツ瀬川中心ですと。それから極めて悪

質な違法採捕が行われているような県北地域、

そこにまで足を伸ばしていただいて補助的業務
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をやっていただいております。これはウナギの

特採シーズンの前のほうを含めてやっておりま

す。流通調査については、御存じのように「う

なぎ稚魚の取扱いに関する条例 、立入権限はな」

いので、立ち会いという形とか書類の検査とい

う形で、しっかりと記帳されているかとか、流

通の監視を行うというところをやっていただい

ております。

だから具体的に 何人がどこに行っ○坂口委員 、

て、どういうことをやって、どういう成果を上

げたの。2,000万と言ったけど、どういうことを

やったのと今聞いているんです。そういうこと

が記してあるから。

流通調査について○成原漁業・資源管理室長

は、延べ人数で404人をかけて、特別採捕許可者

とか協同組合、集出荷業者、養鰻業者、いわゆ

る登録されている方々を網羅的に調べておりま

す。

対象の養鰻業者とか流通業者は何○坂口委員

ぶぐらいあるんですか。

採捕漁協は、採捕○成原漁業・資源管理室長

団体というのも一部ありますので。

流通の調査に限って。監視とかや○坂口委員

やこしくなってわからなくなる。１つずつ聞い

ていくから。

漁協については21○成原漁業・資源管理室長

漁協ございます。これを記帳はちゃんとされて

いるかということを調査しています。

400何人で21の漁協の記帳を見るの○坂口委員

にどのぐらい時間がかかるんですか、何人編成

で行くんですか、どういった帳簿なんですか。

２人がペアになっ○成原漁業・資源管理室長

て大体行動していますけれども、登録業者につ

、 、 、いては集出荷ごとに 引き受け 引き渡しとか

譲り受け、譲り渡しごとに記帳することになっ

ておりますので、その帳面を逐一チェックする

ということをやっております。

それに22年は2,800万、23年2,200○坂口委員

万かかっているんですよね。195ページ、うなぎ

稚魚流通等対策指導事業2,048万1,000円という

のが今のやつの経費でしょう。

主な財政支出のと○成原漁業・資源管理室長

ころの２番目の「うなぎ稚魚の取扱いに関する

条例」に基づく流通調査という事業の流通監視

強化対策事業1,496万3,000円。

下のは何ですか。○坂口委員

、 、○成原漁業・資源管理室長 これは 一般的に

ウナギだけじゃなくて、周年にわたってさまざ

まな採捕行為が河川で行われていますので、そ

のようなことも含めて秩序維持の指導に回って

いるということでございます。

それは具体的に、何人ぐらいが、○坂口委員

どんなこと、どの河川やっていますか。

大淀川、一ツ瀬川○成原漁業・資源管理室長

については、それぞれ76回、80回の監視に回っ

ております。その他の河川については、ウナギ

シーズンを除く時期でございますけれども、95

回で、すべて合計しますと251回巡回をやってい

るということでございます。

中身がどうかわからんけど １チー○坂口委員 、

ム２人で出しますよね。どういうことをやって

いくのか知らんけど、１日に何回こなせるんで

すか。実際そこにどれぐらいの人間が、どんな

調査をやって、どういう成果が上がったのか、

費用対効果を見てみたいんです。監視と指導で

余りにも大きいような気がするからですね。こ

れがこんなに大きいのであれば、本当にそれだ

けのものをしっかり出してくれるというものを

やって、結果として内水面振興公社が何を残し

たというのが必要と思うんです。シラスを確保
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できました。でも、シラスがいなくなってとれ

。なくなりましたで終わりじゃだめと思うんです

どこの河川も何か変わったところがあるかとい

うと、僕らは感覚的にそれがないと思うからで

す。

じゃ、ほかの角度から聞きますけど、アユと

かコイの放流をやってますよね。大淀のことは

わからんから、一ツ瀬はどれぐらい放流されて

いますか。ほかも含めてどれぐらいの稚魚が川

に放流されているのか。

平成22年の実績で○成原漁業・資源管理室長

言いますと、ウナギが357キロ、アユが935キロ

でございますが、河川ごとのは手元に資料がな

いので、申しわけありません。

アユの935キロ、そのアユが資源と○坂口委員

してどれぐらい成長したかということです。

センターの放流も○成原漁業・資源管理室長

含めて、各漁協でも同じように放流がされてい

ますので、我々としては、評価するためには漁

獲統計の整備が不可欠だと考えまして、国の統

計が少し後退しているといいますか、なかなか

ない状態になっていますので、改めて一昨年か

ら、すべての河川における採捕量の調査をかけ

ていまして、その調査で今度はセンターも含め

て放流の評価をやっていきたいと考えています

ので 現状では評価できていないんですが しっ、 、

かりとやっていきたいというふうに考えており

ます。

だから、そこらが感覚的に理解で○坂口委員

きないんです。資源の維持培養だということで

放流事業をやっていると書いてあるんです。930

キロ、わかりやすく１トンとしましょう。仮に

キロ当たり30尾の稚魚を１トン放流した。100グ

ラムに１匹が成長するぐらい、半分と見て50グ

ラムとしてもキロ20尾にはなるわけでしょ

う。1.5倍には太らんといかん。実際はそんなば

かな小さい数字じゃないんですよ。けた違いぐ

らい太るんです。でも1.5倍と見たときに、１ト

ン放流したら、１トン半のアユの資源が漁獲で

きたか、あるいは川の中でそれだけのものが生

息したか、そんな調査もせずに 例えば口蹄―

疫なんか一生懸命勉強されて、密度をしっかり

しなきゃだめなんだ。ちょっと過密だから減ら

していこうと言ったけど、アユというのも縄張

りが必要なんです。牛以上に縄張りとか自分の

生息域というのを必要とするやつなんです。そ

ういったこともやっておらずに、国が始めたか

ら、それに相乗りしてから、だからまだ今やっ

ていないんだと言われるけど、もうそんな生っ

ちょろいことで資源だ何だと言っていられない

んじゃないの。特にウナギは厳しいんじゃない

んですか。

だから、そういう役割を別個に持って、しっ

かりそこは責任持った仕事をしながら、シラス

ウナギを採捕して養鰻業者の種苗を確保してあ

げるという役割はもう一回見直して、だれがど

ういう形でやるべきか、それが一番いいのかと

いうのを検討する時期に来ているんじゃないん

ですかということを言うけど、かたくなに自信

を持っておられるから。僕はそんなに成果が出

ていないと思ったから、くど過ぎてちょっと嫌

かもわからないけど、そんなに金をかけている

んですよ そういったものを調査している 2,000。 。

万やった、幾らやったと言っているけど、ここ

の川に何ぶ入れて何ぼとれるかわからない。何

が原因かわからない。水がないのか、濁ってい

るのか、それとも種苗が悪かったのか、あるい

はさらに密漁がそこに横行しているのかわから

ない。そんなことでこれをやれるのということ

を言っているんです。
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委員の御指摘の部○成原漁業・資源管理室長

分も含めてしっかりと、これからセンターはど

うあるべきかということも考えてまいります。

ぜひそこは役割分担しておかない○坂口委員

と、今後きつくなっていくと思うです。両方と

も必要だと思うんです。そこはぜひ内部でしっ

かり検討していって、納得ができるようなもの

を出してほしいと思います。僕が間違いかもわ

かりませんけど、見てきている範囲ではじり貧

に向かっているような気がしてならんとです。

資料13ページ、口蹄疫復興財団、○中野委員

大きな財団ができます。口蹄疫からの復興・復

旧、あれを見ると、最初、商工の250億のファン

ドとか、いろいろ変わっている。今後、この中

身の数字、いつごろから事業を始めるか、その

資料をお願いします。できたら議会中に。

後ほど持って上がり○日髙復興対策推進課長

ます。

関連で、口蹄疫復興財団でありま○押川委員

すけれども、県の評価の中で、４行目から「本

年度以降について、本格的な事業実施」云々と

いうことであるんですが、特に事業の（１）か

ら（６）をこの1,000億の中で５年をめどにやら

、 （ ）れるということでありますけれども 特に １

と（３）について、進捗状況があればお聞かせ

願いたいと思います。

事業内容の（１）と○日髙復興対策推進課長

（３ 、市町村の復興支援事業と商工業等の経済）

復興支援事業、この２つということでございま

すが、いずれの事業につきましても、現在、事

業の募集というものを実施しているところでご

ざいまして、特に市町村の復興支援事業につい

て、西都・児湯地域の広域復興支援につきまし

ては、西都・児湯地域が統一的なコンセプトに

基づいて上げてくる事業について、今後上がっ

てくるものというふうに考えております。また

３番目の商工業等の経済復興支援事業につきま

しても、これは県域の商工団体が直接行う事業

なり 地域の行うものにつきまして公募型でとっ、

ているところもございますので、公募の状況な

りを見ながら、できるだけ早く、10月以降の可

能な限り早い段階で事業実施していくことで進

めていきたいと考えております。

特に口蹄疫で地域経済は相当冷え○押川委員

込んでおりますから、早目にこの事業というの

、は取り組みをやっていただかないといけないし

１市５町１村から上げるものと、３番において

は県内域でありますからそれぞれの商工団体と

一緒になってやられるということでありましょ

うから、これもやはり皆さんのほうからも、せ

かせる意味ではありませんけれども、早目にそ

ういうもので上げていただきたいというような

。ことでの促しをお願いしておきたいと思います

それから （４）の耕種転換でありますけれど、

も、特に畜産と耕種のバランスのとれた地域農

業の中での、例えば施設園芸あたりを畜産と絡

めてやられる （４）の施設整備等というのはハ。

ウスあたりの補助とかそういうことでの理解で

よろしいですか。

基本的には、畜産か○日髙復興対策推進課長

ら耕種への転換を促進するために必要な施設等

の支援ということでございます。例えば畜産が

持っております農地を有効に活用していくため

には 土地利用型の農業品目がまず第一に上がっ、

てこようかと考えてございます。ただ、今御質

問ありましたように、耕種とのバランスを図る

上でどのような取り組みが出てくるのかという

ところも今後見ながら支援をしていきたいと考

えております。

地域によっては、先ほど福田委員○押川委員
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のほうからありましたが、後継者であれば後継

者育成資金あたりでそういう制度を活用して施

設園芸をやりたいという方もいらっしゃいます

けれども、ある程度中堅になってくるとそうい

う支援制度がないということで、特に今回、口

蹄疫が発生した地域においては、幾らか集約的

な農業の取り組みをしたいという方もいらっ

しゃるみたいですから、できればそこらで検討

していただくとありがたいと思いますので、よ

ろしくお願いをしておきたいと思います。

それから、先ほど福田委員からも出たんです

けれども、家畜改良事業団の中の種雄牛の後代

検定の中で、子牛を後代検定するための試験交

配をされるということで、これは頭数はどのぐ

らい、そしてこの判断というのは何頭ぐらいさ

れて後代検定の基準になるのか、ちょっと教え

てください。

後代検定につきましては、従○児玉畜産課長

来、現場後代検定ということで、１種雄牛に対

して50頭の繁殖雌牛に種つけして、生産率８割

というふうに見込んでおりまして、それで後代

をとってきております。23年、24年につきまし

ては、種雄牛を早く造成するという観点から間

接検定という手法をとりまして、交配する種雄

牛の数は一緒ですけれども、その中から８頭は

間接検定という短期間で結果が出る検定方式に

持っていきたい、残りは従来どおり後代検定で

結果を見るということになります。

これは、５頭以外の種雄牛選抜を○押川委員

されようとしている候補牛の試験ということで

よろしいんですか。

はい、そのとおりでございま○児玉畜産課長

す。

ほかに質疑はございませんか。○田口委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

暫時休憩いたします。○田口委員長

午後２時10分休憩

午後２時16分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

次に、その他の報告事項に関する説明を求め

ます。

農産園芸課でございま○加勇田農産園芸課長

す。

お手元の常任委員会資料の20ページをお開き

ください。平成23年産早期水稲の生産状況及び

農業者戸別所得補償制度について御説明いたし

ます。

まず、早期水稲についてでありますが （１）、

にありますように、本年は、田植え後の低温や

、 、渇水 分けつ期以降の日照不足頭の影響により

もみ数が少なくなったといったことから、収量

は平年を下回り、宮崎農政事務所が公表いたし

ました８月15日現在の作柄概況によりますと、

作柄は作況指数96の「やや不良」となったとこ

ろでございます。

次に （２）の検査状況につきましては、８月、

末までの集計で、検査数量が１万8,735トン、１

等米比率は65％となっております。品質につき

ましてはほぼ平年並みの水準でございます

（３）の集荷・販売状況でございますが、８

月末現在の集荷数量は １万4,564トンで、作柄※

が「やや不良」となったことなどから計画を下

回っておりますが、販売につきましては、御案

内のとおり西日本や本県を含む九州産の米に対

する需要が高まっているといったことから取引

も順調で、販売先との結びつきはすべて完了し

ているということでございます。

次に、２の農業者戸別所得補償制度の申請状

※90ページ左段に訂正発言あり
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況についてでありますが、７月末現在の申請件

数は、昨年とほぼ同じ２万9,465件となっている

ところでございます。また、申請面積につきま

しては、一番下の表にあるとおりでございます

が、助成単価の高いＷＣＳ（ホールクロップサ

イレージ）用稲、助成単価８万円でございます

が、この面積が昨年の約1.5倍に拡大しており、

二毛作助成、これは助成単価が10アール当たり

１万5,000円でございますが、この二毛作助成に

つきましても飼料作物を中心に面積が拡大して

いる状況にございます。

次に、21ページをごらんいただきたいと思い

ます。平成24年以降の葉たばこ廃作に伴う今後

の対応について御説明いたします。

御案内のとおり、１にありますように、本年

８月１日に開催されました第45回葉たばこ審議

会におきまして、平成24年以降の廃作の意思確

認を行うこと、また、廃作する農家に対しまし

てはＪＴが10アール当たり28万円の廃作協力金

。を支払うことが決定されたところでございます

、廃作申し込みのスケジュールにつきましては

その下の表のとおりでございますが、最終的な

廃作者の決定につきましては、本年11月に予定

されております次回の葉たばこ審議会以降にな

ると伺っているところでございます。

続きまして、２の県内農家の意向についてで

ありますが、県たばこ耕作組合によりますと、

本年の耕作者の約半分が廃作を希望していると

伺っておりまして、大変厳しい状況にあると考

えているところでございます。

また、県が行いましたアンケート調査では、

②、③にありますように、廃作を希望している

農家の９割以上が他品目への転換を予定してお

り、また、小作地を利用している農家の４割程

度が地主へ返す意向であるとの結果が出ており

ます。なお、このアンケート調査につきまして

は、９月１日時点とございますが、８月25日か

ら９月１日の間にたばこ耕作組合にお願いして

実施したものでございまして、この時期、まだ

廃作について、農家の方々も迷っていらっしゃ

る、結論を出していらっしゃらない方もいらっ

しゃるかと思います。したがいまして、精度の

高い結果を得ることは難しいと考えましたけれ

ども、早い段階で廃作後の経営等についての大

まかな傾向は把握できるのではないかと考えま

して、農家の方の負担にならないように、質問

事項もごくごく簡易なものとしまして無記名で

実施したものでございますので、その旨御理解

を賜りたいと考えております。

次に、３にあります県内の葉たばこの生産構

造を見てみますと、まず （１）の栽培規模につ、

きましては、２ヘクタール以上の農家が合わせ

まして45％を占めるなど規模拡大が進んでおり

ます。また、年齢構成につきましては （２）に、

ありますように50代が最も多く、若い世代の担

。 、い手比率が高いのが特徴でございます さらに

（３）の農地の利用状況でございますが、小作

地が53％と多く、借地による規模拡大が進んで

いるということが言えます。

こういった状況を踏まえますと、葉たばこ廃

作に伴う課題といたしましては、４に３つほど

掲げておりますように、まず第１に、葉たばこ

栽培を今後とも継続する農家の経営安定及び産

地体制の再編整備、２つ目に、廃作農家の円滑

な品目転換及び経営安定、さらに３つ目としま

して、廃作に伴う余剰農地の流動化及び有効活

用があると考えております。土地利用の問題も

含めまして、継続農家、廃作農家双方において

課題があるというふうに認識しております。

このため、右側、資料の22ページでございま
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すが、本県における取り組みといたしまして、

まず （１）の課題解決のための体制についてで、

、 、ありますけれども 図の上段にありますように

去る８月23日に関係機関・団体で構成する「葉

たばこ廃作に伴う対策会議」を設置いたしまし

て、各関係機関で課題を共有し、課題解決に向

けた検討を開始したところでございます。

また、関連いたしまして、農政水産部長以下

関係各課長等で構成します「葉たばこ構造改革

支援緊急プロジェクトチーム」を９月６日に部

内に設置し、その上の対策会議と連携した取り

組みを進めていくこととしております。

さらに、各地区段階におきましても同様に、

各関係機関を含めて設置する「葉たばこ構造改

革支援緊急プロジェクト会議」を設置し、関係

農家の支援に当たりますとともに 普及センター、

に既に設置しております営農相談窓口も含めま

して、対策の検討、推進を図る体制としたとこ

ろでございます。

次に （２）にありますＪＴへの支援要請等で、

ございますが、９月１日には、農政水産部長が

ＪＴ南九州原料本部へ、また９月５日には、副

知事がＪＴ本社にそれぞれ出向きまして、廃作

に伴う本県の課題等について意見交換を行いま

すとともに、葉たばこ継続農家の経営安定対策

等につきまして支援要請を行ったところでござ

います。

最後に （３）の今後の取り組みでございます、

が、まず、①の葉たばこ栽培継続農家への支援

対策としましては、葉たばこ乾燥施設など共同

利用施設の運営等に支障が生じることが考えら

れますので、施設の再編や効率化等について検

討を行いますとともに、耕作者組織の再編等に

つきましても同時に検討してまいりたいと考え

ているところでございます。また近年、品質、

、収量の課題も多いということでございますので

品質向上や安定多収確保対策の推進につきまし

ても取り組んでまいりたいと考えております。

また、ＪＴや国等に対しまして、共同利用施設

運営を初めとする各種助成事業や、葉たばこ生

産担い手農家の規模拡大、農家経営安定の支援

等について、今後も要請活動を行ってまいりた

いと考えております。

次に、②の葉たばこから経営転換する農家へ

の支援対策といたしましては、現段階では農家

の意向等がまだ十分に把握できておりません。

先ほどありましたような簡易なアンケート調査

でございますので、まず、各地区に設置しまし

たプロジェクト会議による地域別説明会を開催

し、廃作農家に対する意向調査をしっかり実施

するとともに、地域における推進品目の提示や

相談窓口での資金及び各種事業の紹介等も行っ

てまいりたいと考えております。その後の対応

につきましては、農家別の具体的な対応が必要

になると考えますので、個別の経営相談等を行

いながら、転換品目の栽培開始に向けました準

備や技術・経営指導等を進めていきたいと考え

ております。

今回の葉たばこの廃作につきましては、本県

にとって土地利用型農業の今後のあり方を含む

大変重要な問題でございますので、関係機関・

団体と十分に連携を図りながら地域農業の振興

に支障が生じないように対応してまいりたいと

考えております。

農産園芸課は以上でございます。

復興対策推進課でご○日髙復興対策推進課長

ざいます。

。常任委員会資料の23ページをお開きください

口蹄疫からの再生・復興状況についてでござい

ます。
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まず、１番目の畜産農家の経営再開状況でご

ざいますけれども、農家戸数につきましては、

一番上の表の右端でございますが、牛合計で58

％、それから養豚で47％、全体で57％の農家の

。方々が経営を再開されている状況でございます

次に （２）の頭数でございますけれども、２、

番目の表にございますように、生産の基盤とな

ります頭数ベース、ここで言います導入頭数で

は、牛合計で45％、養豚で52％、全体で47％で

ございます。なお、その下に全体頭数と掲げて

ございますけれども、殺処分いたしましたすべ

ての牛、豚に対する、導入された家畜から生産

された子牛とか子豚も含んだ全体頭数に占める

割合につきましては 牛合計で申し上げますと36、

％、養豚で23％、全体で26％となってございま

す なお 肉用牛の繁殖 養豚で割合が低くなっ。 、 、

ておりますけれども、今後多くの出産が期待さ

れるということでもございまして、この割合が

徐々に伸びてくるのではないかと考えておりま

す。

参考といたしまして、口蹄疫発生前後の県内

飼養頭数の変化ということで、全体の導入も踏

まえた状況を記載してございますけれども、そ

れぞれ肉用牛から豚にかけまして８～９割程度

ということになってございまして、発生前と比

べて県内の全体の飼養頭数が83％程度というこ

とになってございます。

次に、右の24ページをごらんいただきたいと

存じます （３）の畜産農家の経営再開の意向に。

ついてでございます。殺処分をされました農

家1,238戸の中で 「経営再開」並びに「再開予、

」 。定 としておられる農家が65％程度おられます

また 「見極め中」という方が５％、経営中止の、

方向で検討している農家の方が27％となってご

ざいまして、それぞれの平均的な年齢につきま

しては、その下に平均年齢ということで記載し

ているとおりでございます。

なお、参考の１にございますように 「見極め、

中」の農家の概要といたしまして、ここに掲げ

てございますように、再開の時期を検討中であ

るとか、防疫面・価格面での不安なり、高齢等

による不安というものを掲げていらっしゃる方

が多うございます。また、右側の参考の２にご

ざいますように、経営中止を検討しておられる

農家の方々の中では、やはり高齢等の理由を１

番に挙げておられまして、その後、耕種への転

換なり他の産業への就業を理由として挙げてお

られる方が続いてございます。

また、参考の３でございますけれども、規模

別の意向状況ということで、殺処分時点での経

営の規模の状況に応じましてどういう意向に

なっているのかを掲げたものがこの表でござい

ます。この表につきましては、全体を見ていた

だきますと、見極め中なり中止の方向というと

ころの戸数が多く上がって 意向を持っていらっ、

しゃる農家が多いのは、肉用牛の繁殖農家では

５頭以下もしくは10頭以下の小規模な農家の

方々が、中止の方向なり見極め中という状況に

あるということでございます。なお、逆に、再

開なり再開予定というところは、一定規模以上

がある方が再開が進んでいるというような状況

でございます。

こういうようなことを踏まえまして県といた

しましては （４）今後の対応方針にございます、

けれども、地域の現地指導班の中で10月にかけ

まして、巡回指導であったり、経営計画の策定

支援であったり、経営転換農家への技術的な指

導等を集中的に行ってまいりたいと考えておる

ところでございます。

次に、25ページをお開きください。消費拡大
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の取り組みについてでございます。この消費拡

大の取り組みにつきましては、東日本大震災並

びに原発事故の影響等もありまして、消費が非

常に低迷している牛肉の消費を拡大するという

ことで、まず、１番目にございますように、牛

肉の消費拡大パックということで９月20日から

発売を予定してございます。ＪＡグループ宮崎

によります発売ということで、予定数量といた

しまして２万パックほどを予定してございま

す。3,000円相当のものを2,000円程度で販売を

するということでございます。またあわせまし

て （２）にございますように、プレミアム牛肉、

、 、消費券ということで ＪＡグループと乳肥農協

それから県内の県産牛を対象といたしまして、

指定店におきましてこういう牛肉を購入するな

り、消費する際に使える牛肉券を発行するとい

うことで、現在その準備を進めているところで

。 、ございます このような取り組みを通じまして

県といたしましても本県産牛肉の消費を拡大し

て肉用牛の経営の安定に努めてまいりたいと考

えておるところです。

、 。次に ３番目の防疫体制の強化でございます

防疫体制の強化につきましては、まず、１番目

にございますように、家畜防疫員による畜産農

家の全戸巡回調査を実施するということで、９

。月１日から実施を開始したところでございます

巡回の内容といたしましては、ここに掲げてご

ざいますように、飼養衛生管理基準の遵守状況

、 、 、の調査なり 衛生指導 改正家伝法なりの周知

さらに家畜防疫情報メールの周知というような

ところを対象に取り組んでおるところでござい

ます。対象となる農家は県全体で9,635戸でござ

いまして、これまでに167戸の調査を終えたとこ

ろでございます。調査指導者ということで、調

査に当たります家畜防疫員につきましては、従

来の家畜保健衛生所の職員に加えまして、９月

１日に新たに任命しました畜産職員等でござい

まして、今後、民間獣医師等の活用も図ってい

きながら、３月末までには全戸巡回調査を行い

たいと考えておるところでございます。

次に、26ページ、埋却地の確保に向けた取り

。 、組みでございます これまでの把握状況として

①にございますように、家畜防疫指導強化対策

事業の中で昨年から実施しておりますが、緊急

雇用によります現地聞き取り等の調査によりま

して、牛の飼養農家で71.5％で埋却地の確保が

できているという回答をいただいたところでご

ざいます。また、②にございますように、本年

４月の特別防疫月間に行いました大規模農場の

状況把握と立入調査の中で、牛では86％強、豚

で74％強、鶏で83％強の農家が埋却地を確保さ

。れているという回答を得たところでございます

また、③にございますように、家畜防疫員に

よる全戸巡回調査ということで、鶏につきまし

ては、先行して７月から実施している養鶏農家

への全戸巡回調査の中において、現段階で調査

を終えている491農場のうち83％で確保されてい

るというような状況でございます。

こういうような状況を踏まえまして、今後の

取り組みでございますけれども、支庁、各農林

振興局単位に全市町村と意見交換会を開催いた

しまして、その中で、１番目の丸にございます

ように、すべての畜産農家で埋却地を確保する

。ことを基本に県と市町村が連携するということ

それと２番目の丸にございますように、10月末

の時点で全体的な確保状況の把握を行う。それ

から３番目にございますように、農家が確保し

た埋却地が実際に使えない場合に備えまして、

公有地のリストアップを行うとともに、その活

用に向けたルールづくりを行うということで確
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認しているところでございまして、現在、その

確保状況について把握や助言・指導を行ってい

るところでございます。

、 、県といたしましては ②にございますように

市町村等とも連携しながら、３月末までに実施

を予定しています全戸巡回調査の中で詳細な調

査なり指導を行って、より精度の高い埋却地の

確保に努めてまいりたいと考えております。

復興推進課は以上でございます。

私、先ほど、20ページ○加勇田農産園芸課長

の早期水稲の説明の中で （３）の集荷数量を、、

資料は「14,764ｔ」とありますが 「14,564ｔ」、

というふうに読み間違えたようでございます。

数字は１万4,764トン、資料のほうが正しい数字

でございます。訂正しておわび申し上げます。

先ほどの坂口委員○成原漁業・資源管理室長

の御質問の回答の中で、期間延長105日をずっと

、守ってきたという発言をしておりますけれども

確認いたしましたら、２回ほど延長した実績が

あるというふうに確認がとれましたので、訂正

して、おわびさせていただきます。

以上で執行部の説明が終了いた○田口委員長

しました。

その他の報告事項についての質疑はございま

せんか。

23ページ、口蹄疫発生前後の県内○中野委員

飼養頭数、平成22年２月１日時点の畜産統計、

。 。これは国の数字ですよね 80％とか参考だけど

私は前から言っているように、概略でもいいか

ら、県内の畜産農家の状況はどんげなっとるん

ですか。口蹄疫で児湯郡、西都以外の畜産農家

の廃業した人とか。こんなのは口蹄疫になる前

のもので全然参考にならん。80％ぐらいだった

ら回復はできるかなと思っているけど。

今御質問いただきま○日髙復興対策推進課長

、した23ページの参考の表でございますけれども

この表の左側の部分は発生前ということで、牛

つきましては平成22年の２月１日ということで

出してございます。この表の左から２番目のと

ころに処分数というのがございます。ここが口

蹄疫によりまして殺処分を行った頭数……。

そんなことは見ればわかる。そん○中野委員

なことを聞いているんじゃない。

平成23年１月現在が○日髙復興対策推進課長

まだ出ていないということでございますので、

一応直近の22年の数字を使わせていただいたと

いうことでございます。

私の勘違いかな。口蹄疫の発生前○中野委員

の頭数が29万8,000頭でしょう。その後、復興し

、 。てきたりしておるじゃないですか 何％とかね

、その数が児湯郡管内はしっかりとれているけど

県内全体で見る必要があるんじゃないか。東諸

もやめたりした人もおるしね。

表の右から２番目の○日髙復興対策推進課長

直近というところがございますが、この中で肉

用牛につきまして23万8,739頭と書いてございま

すけれども、この部分の数字が、今、先生から

御質問いただきました直近ということで、個体

識別データベース、いわゆる耳票のデータベー

スに基づいて７月末現在で上げたものでござい

ます。

葉たばこの件でお願いをしたいと○押川委員

思います。ここ数年じゃなくて、７～８年ぐら

い、台風とか、農薬等の使用が禁止され、ある

いは熟度関係で収穫が以前とすると遅くなって

いるような状況の中で、今、葉たばこは大変な

窮状にあるわけであります。特に本年度は台風

６号の間接的な影響によりまして、県の平均

が150キロぐらいということでありましたし、平

均2,000円で売れたとしても30万、とてもじゃな
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いが30万いかないわけですね。そしてＪＴのほ

うから今回、廃作ということで反当28万を出さ

れるということで今報告があったような状況で

あります。そういう中で特に心配なのが、高齢

者の方や手が回らない方々が、たばこ農家に農

地、畑や水田を貸し付けをされておるわけであ

りまして、これが返還されるということが４割

ということでありますが、面積を調べると相当

な量だろうと思いますけれども、調べていらっ

しゃれば、後ほどまた聞かせていただきたいと

思います。これは、高齢者で手が回らない方々

がもしいらっしゃれば、そのまま放置すると耕

作放棄地、そして午前中から引き続き 冷凍―

野菜とかいろんな畑作振興の中でどなたかが借

りていただければ結構でありますけれども、そ

こらあたりまで含んだ形の中での今後協議が必

要だろうと思っておるところであります。

そういう中で、一番は、共乾の今後の運営に

おいて、廃作者が28万いただいても、28万の中

から本年度分は、今までの貸し付けとかいろん

な運営の中で一緒に返還ということになると28

万にならないわけですよね。これはＪＴの意向

、 、もあったわけでありますから 残高においては

ＪＴに対しても皆さんのほうからも申し入れを

していただいて、そして再編はされるわけであ

りますけれども、例えば西都で110ある今までの

生産農家が、今回25名ぐらいに減るだろうとい

う話を聞いておりますから、このことを何とか

しておかないと、やめてもなかなか大変、残っ

ても大変という中で、共乾運営が大変だろうな

というふうに聞いておりますし、その旨思って

おります。そのような方向の中で葉たばこ廃作

に伴う対策委員会が３段階ぐらいにかけて設置

されたようでありますから、ここらあたりを十

分検討してほしいなと。そして残った人たちを

今後、自然環境の中で、台風あるいは新燃岳の

降灰 昨日、鹿児島市内で相当灰が降ってい―

るという状況でありますが、栽培時期に降灰等

があるということになれば、この対策も必要だ

ろうと思いますし もちろんやめていかれた方々、

はそれぞれに自分の営農はきちんと、何をつく

るかということにおいては自分たちで決めてい

かれると思いますけれども それなりのメニュー、

というものは十分、県あるいは市町村と連携を

しながらそこらあたりの対策はしていただけれ

ばありがたいなと思っておりますので、これは

部長初め担当の方々によろしくお願いをしてお

きたいと思います。

口蹄疫関係です。これから復興な○坂口委員

んですけど、復興前の一つの区切りとして、僕

は以前、口蹄疫がおさまってからの議会かな、

いろんな解決できん部分とか、不服、不満とか

が出てくる可能性があるから、何らかそれを協

議する場を設置してほしいと要望したことが

あったんですけど、今まだ手当金の問題とかい

ろんなもので解決していない。一つは、預託な

、 、んかでの もめごとと言っては悪いんですけど

しっかりまだ整理できていない部分があるとも

聞いているんです。そんなのはどういう状況に

あるんですか。

養豚関係で預託元との問題が○児玉畜産課長

発生しておったんですが、調停をされるように

なりまして、県からも行きまして意見陳述はさ

せていただいたんですが、調停もうまくいかな

いということになりまして、現状としてはその

まま物別れになっておるというような状況であ

ると認識しております。

どうも僕は理解ができないんです○坂口委員

けど、たまたま今度は副知事は消費・安全局を

経験されてますよね。あそこが預託での経営再
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開に向けての手当金というんでしょうか、互助

基金と同じ性格のものか、金の出どころが随意

で出るのと基金で出るのの違いはあるんですけ

ど、性格はそうだったと思うんです。互助基金

というのは経営再開までの間の固定経費となっ

ているような気がしたんです。しっかりそれは

積算されているということで、客観的な根拠に

基づいて。何でそれが成立できたかというのが

どうしても理解できないんです。ぴしゃっと明

確に分けられないものなんですか。

互助基金の経営再開○岩崎家畜防疫対策室長

資金につきましては経営再開のための定額の資

金になっておりまして、今、金額は把握してい

ませんけれども、牛で13万程度、豚で５～６万

だったと思います。これは定額だと思います。

そうじゃなくて、幾つも折り合い○坂口委員

がつかないものがあるんでしょうけど、当時僕

らが聞いていたのは、まだそのままになってい

るというのが、互助基金なりが出て、それはど

こが出ようといいんでしょうけど、委託をして

いて、その中で生活費とかが出ただろうけど、

我々はもらえないということでもめているとい

うのを聞いたものですから、それが解決してい

るしていないがわかればいいんです。

というのが、そういったことはことごとく解

決をしてスタートを切らないと、その人たちは

スタートが切れませんよね、ごたごたしていた

ら。そういう積み残しが幾つかあれば、ほかに

も、今の預託の部分と、例の種牛もまだもめて

たと聞いて、随分前、半年ぐらい前です。価格

の折り合いがつかないとか。それともう一つに

は、この中にも出てくると思うんですけど、再

開したいけど、まだ悩んでいるとか再開できな

いという中に、次の投資の金が、手当金とかは

出たけれども、負債整理の関係で、やっぱり畜

産をやりたいというところへの経営計画のお手

、 、伝いとか相談 そこがいけるとなればまた再度

後継者でもいれば、ある程度の幅を持った対応

の仕方とか、そういったもろもろの解決ができ

ていない悩みの部分、そういうのをぜひやって

ほしいなというのと、特に大型農場あたりが倒

産したことによって、またそこで新たな問題が

出てくると思うのと、法的にいろいろ問題があ

る、獣医師の問題、違反した、せんだという問

題もまだくすぶっているらしいというのが地元

にあるんです。いろんな話が。そういうものを

しっかり解決しないと、今、資金の問題言いま

したけど、もう一つは、また口蹄疫がはやるっ

ちゃねっちゃろかとか、そんなのを１回すぱっ

と整理してほしいんです。そこらに対しての取

り組みをしっかりやっていってほしい。これは

答えはとても難しいでしょうけど、当然取り組

んでおられるでしょうけど、未解決の部分を全

部なくしていく、新たに仕切り直してスタート

するんだということで、ぜひお願いしたいと思

います。

たばこの関係です。意外と知られ○福田委員

ていないんですが、たばこの作付の中心は昔の

宮崎市郡と東諸県郡です。これで40％以上の作

付面積があるんです。現場では、どう対応する

かということで市町村やＪＡが一生懸命取り組

んでいただいておりますが、幸い、中野委員の

、 、国富 あるいは旧郡の田野とか経験をお持ちで

従前からたばこと他の作物、里芋とか大根とか

取り組んでおられましたから 指導の仕方によっ、

ては、私はうまく転換ができるのかなと見てお

ります。その辺の指導を、行政や現場のＪＡ、

農業改良普及センター、今取り組んでいただい

ておりまして、最前線ではしっかり努力されて

いるなと。特に旧宮崎市郡、東諸では千切り大
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根に対する取り組みがかなり広がるんではない

かと見ております。私は千切り大根を長期間見

ていますが、３年周期ぐらいで価格の暴騰、暴

落がありまして、大変投機的な商品であること

は間違いないんです。しかし、加工、販売、貯

蔵の工夫をすれば、３年ぐらいで繰り返してい

ますから、かなりいい収益を確保できておると

見ております。

それともう一つ、これは雇用を生むんです。

特に御主人の扶養を離れる100万か110万以上は

稼ぎたくないという主婦の千切り小袋のパート

等でも何百人という非常に大きな職場を提供し

。 。ています これはＪＡ系統も商社の系統もです

あと足りないものは、栽培とか現地の指導は市

町村やＪＡがやると思いますが、県として、３

年間にわたって長期的に収支を見なくてはいけ

ない作物でありますから、冷凍冷蔵庫とパック

施設あたりが非常に大事な手当てになってくる

んではないかと見ておりまして、かなりふえた

場合には厳しいだろうなと。当然価格が急激に

下がることが予想されます。それに対しては、

冷凍野菜ではございませんが、千切りは乾燥野

。菜ですから以前から冷凍保存ができていました

この施設を完備して需要に応じて製品化して出

荷していく。また、自然食品ブームで、今引き

合いも多いようですね。ですから、ぜひこの辺

の後押しもやってほしいなと、私は現場の会合

に出てみてそういうふうに感じました。その辺

はお考えになっているかどうかお尋ねしてみた

いと思います。

特に中部管内、葉たば○加勇田農産園芸課長

この産地でございまして、今、委員の御指摘の

とおりの状況だというふうに思っております。

特に品目を選定する場合には、我々の対策の中

にも、経済連、地域ではＪＡに入っていただい

ておりますが、販売先を確保しながらといった

観点が非常に重要だと思っておりますので、そ

ういった意味ではＪＡさん、特に大きな役割を

持っていると思っております。今ございました

千切りの冷蔵庫等施設機械の関係につきまして

は、ＪＡ等が取りまとめをされる中で、あるい

は個別の農家の意向をお聞きになる中で、今後

要望が出てくるものと考えておりますので、県

単事業等含めまして検討してまいりたいと考え

ております。

ぜひ対応をしっかりお願いしてお○福田委員

きたいと思います。以上です。

ひとつ確認といいますか教え○二見副委員長

ていただきたいんですけれども、埋却地につい

てですが、１番のほうで牛の農家9,122戸のう

ち7,209戸を調査し、75％が埋却地を確保という

回答が出ていますけれども、25ページの下の段

（２）のところの頭数を見れば、宮崎、都城、

延岡の家保別に出していらっしゃるんですが、

それぞれの確保された戸数といいますか、その

割合についてはどのようになっていますか。

。○岩崎家畜防疫対策室長 少しお待ちください

今手元にございませんので、調べさせて御報告

したいと思います。

もう一点、これは資料をお願○二見副委員長

いしたいんですけれども、こちらの内容を見せ

ていただくと、戸数による確保率というのはわ

かるんですけれども、大事だと思うのは頭数に

よる比率のほうも結構気になるところですが、

そちらのほうの資料もお願いできないでしょう

か。

頭数別につきまして○岩崎家畜防疫対策室長

は、詳細は、一番上の緊急雇用で実施した分に

ついては把握しておりません。今現在、９月１

日から家畜保健衛生所の職員が各農家に出向い
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てまいりまして、牛でいけば１頭当たり５平米

が基準になっておりますので、その確保状況に

ついて今、詳細調査をやっている状況でござい

ます。

それから、３家畜保健衛生所の先ほどの質問

でございますけれども、まず宮崎家畜保健衛生

所管内が、1,577件中、埋却地ありが998、63.3

％でございます。都城家畜保健衛生所が保有率

でいきますと78.1％、延岡家保管内が63.1％、

合計で71.5％ということでございます。

よろしいですか。○田口委員長

それでは最後に、その他、何かございません

でしょうか。

県のほうでは「儲かる農業」の推○岩下委員

進ということで、今よく出ますけれども、６次

産業ということで我々は聞きますと、どうして

も冷凍加工施設で、生産、加工、販売でＪＡを

通じて６次産業が推進されるというふうなイ

メージが非常に強いんですけれども、特に宮崎

県の南部、西部のほうでは焼酎メーカーが非常

に多いと思います。中でも霧島は全国的にも名

の売れた会社だと思います。名前を出していい

かどうかわかりませんが、霧島酒造のほう

で2,800戸の農家と契約栽培に取り組みたいとい

うことで、2,800戸といったら相当な人数になる

のではないかと思います。芋の場合には、土の

中だものですから天候の影響というのは野菜み

たいには大きくないと思うんです。契約栽培の

ときに、詳しくはわからないんですけれども、

会社と農家が契約する、企業が補償関係という

のは考えるのかもしれませんけれども、県の農

業支援という形の中で、不作があったりした場

合に、６次産業の取り組みとして芋をつくって

いらっしゃる方々への支援というのはどんなこ

とが考えられるかお聞かせいただきたいと思い

ます。霧島酒造に限らず、原料調達という点で

は酒造メーカーはこれから取り組むんではない

かと思います。お聞かせください。

焼酎原料用のカンショ○加勇田農産園芸課長

ということでございますが、今ございました霧

島酒造さんを初めとして非常に需要が高まって

いるといったこともございまして、県内でも焼

酎原料用のカンショにつきましては作付面積を

伸ばしてきた状況にございます。そういった中

で、一つには、試験研究の段階から取り組むと

いったことで、優良品種の選抜であるとか、収

量を確保する、あるいは歩どまりを高めていく

といったような取り組み、あるいは加工用に向

くような芋をつくるといった意味でウイルスフ

リー化をしていくとか、そういった技術的な支

援を中心に展開しておりますし、また新しい系

、 、統の芋を使う場合 焼酎メーカーに対しまして

契約段階におきまして展示圃的な取り扱いとい

いますか、つくってみないと収量とかわからな

いところもございますので、そういったものに

つきましての展示実証圃といった形での支援も

やっているところでございます。

芋に限らず、焼酎用につきましては、米につ

きましても同様に加工用米等につきましてやっ

ているところでございます。あわせまして、条

件整備事業といたしまして、土地利用型でござ

いますので、機械化一貫作業体系を推進すると

いった観点から、掘り取り機とか、つる切り機

といった機械等につきましても助成を実施して

いる状況でございます。

一企業でありますけれども、都城○岩下委員

に大きな工場ができていますし、これからの取

り組みの中では農業者に対しても、ある意味で

は「儲かる農業」につながっていくんではない

かと思います。また県としての支援をよろしく
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お願いします。

そのほかにございませんか。○田口委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって農政水○田口委員長

産部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。ありがと

うございました。

暫時休憩いたします。

午後３時３分休憩

午後３時10分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

まず、採決についてでありますが、申し合わ

せにより 委員会審査の最終日に行うことになっ、

ておりますので、あす16日に採決を行うことと

したいと思っておりますが、よろしいでしょう

か。

休憩いたします。

午後３時10分休憩

午後３時11分再開

委員会を再開します。○田口委員長

あす16日に採決を行うこととし 再開時刻を13、

時30分としたいと思いますが、よろしいでしょ

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○田口委員長

します。

その他、何かございませんか。

意見書の件ですけど、この前一般○坂口委員

質問で上げたように、直接農水省というのはな

いんですけど、林野事業が例の加速度資金が直

接、それと商工サイドだけど、緊急雇用創出な

んていうのは、山に入れたり農村に入れたり、

溝さらいに入れたりしていますよね。だから、

間接的にはその事業を使って農業とかで。調べ

たら、平成22年に新政権のもとで住民生活に光

をそそぐ交付金とか、特に大きいのがワクチン

接種の緊急促進基金ですね。これは始まったば

かりで、これをまたやめるということになった

ら大混乱だと思うんです そんなのがずっとあっ。

て、今、ここに整理はしているんですけど、た

くさんなものですから、自民党会派の考えとし

ては、総務委員会にすべてゆだねて、あそこか

ら国に対して、ことしで切れるけれども、この

中にことごとく継続してやっていただかないと

どうにもならないものがあるし、すごく効果が

出ていたからということで意見書を出していた

だこうかなということだったんです。それで、

各委員会の同意をとってということで、その同

意を。

今、坂口委員から御提案がござ○田口委員長

いましたが、先ほど私も山下委員長のほうから

お話を伺っております。皆さん方のほうでそれ

に関しまして何か。

異議なしということでよろしいですか。

はい、かしこまりました。では、そのように

対応させていただきます。

そのほかに何かございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして本○田口委員長

日の委員会を終了いたします。

午後３時12分散会
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平成23年９月16日（金曜日）

午後１時29分再開

出席委員（８人）

委 員 長 田 口 雄 二

副 委 員 長 二 見 康 之

委 員 福 田 作 弥

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 野  明

委 員 押 川 修一郎

委 員 新 見 昌 安

委 員 岩 下 斌 彦

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 阿 萬 慎 治

総務課主任主事 押 川 康 成

委員会を再開いたします。○田口委員長

まず、議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、議案ごとがよろ

しいでしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決いたし○田口委員長

ます。

議案第１号 第２号 第６号 第19号及び第20、 、 、

号について、原案のとおり可決することに御異

議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○田口委員長 御異議なしと認めます よって

議案第１号、第２号、第６号、第19号及び第20

号については、原案のとおり可決すべきものと

決定いたしました

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「環境対策及び農林水産業振興対策に関する

調査」につきましては、引き続き、閉会中の継

続審査といたしたいと思いますが、御異議ござ

いませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ございませんので、この○田口委員長

旨議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として、特に御要望はあり

ませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時32分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまの御意見等を参考にしながら、正副委員長

。に御一任いただくことで御異議ございませんか

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○田口委員長

す。

暫時休憩いたします。

午後１時32分休憩

午後１時33分再開

委員会を再開いたします。○田口委員長

そのほか何かございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、○田口委員長 何もないようでございますので

以上で委員会を終了いたします。

午後１時33分閉会




